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研究要旨 

 東日本大震災の主な被災3県で精神保健医療領域での支援を行ってきた研究者が中心とな

り、①被災地での精神疾患の発生と支援の実態に関する疫学調査を行い、②災害後の精神保

健医療対応の問題点を検討して災害時に役立つ精神保健医療支援システムを構築し、③災害

と関連した精神疾患の発症メカニズムの解明と予防的介入方法の開発を目指した。 

（以下、目的の①、②、③に分けて記載） 

 方法は、①被災地の住民（特に児童）と職域（消防、自治体、医療機関、社会福祉協議会

など）の支援者の精神的健康と、放射能汚染のメンタルヘルスへの影響について関係機関の

協力を得て調査を行った。②災害後急性期と中長期の精神保健医療領域での実態と、将来に

必要な事業・人材・ネットワーク等をまとめ資料を作成した。③被災者のメンタルヘルスに

関する自己学習や簡易型認知行動療法（CBT）による支援法を開発・実施し、その効果を検

討した。 

 結果と考察は、①被災２年後と３年後での被災地の小中生約7000名を対象に災害後ストレ

ス評価尺度と強さと困難さアンケートなどで評価したところ、1年間でわずかな改善傾向を

認めるものの依然高い不健康状態が続き、不規則な食生活やゲームや携帯の長時間使用も看

過できないものであり、教育現場との連携のもと継続的調査・介入が求められる。被災1年

後での精神ストレス、抑うつ症状、PTSD症状は、被災地住民はもとより被災者支援を継続

している職域の支援者（約3000名の調査）では住民より高い値を示し、さらに3年間の追跡

健康調査（2000名以上）でも同様であった。これらには家族の死を含む被災状況、居住・職

場の環境変化、復興の遅れなどが複雑に関与しており、従来注目されてこなかった被災地の

職場環境におけるメンタルヘルスの問題に対してさらに継続的支援が求められる。被災者で

ありながら震災直後に過酷な救援活動を行なった者（1600名以上の消防隊員）の調査で、中

長期におけるPTSD症状には個人的な被災状況以上に惨事ストレス自体がより強く影響する

ことがわかった。原発事故との関連では、近隣の一般身体科へのアンケート調査で、40％程

度の医師が受診者に原発事故による精神的影響を感じており、さらに風評（“鼻出血”）へ

の過敏さも実感していた。PTSDに対する持続エクスポージャー療法によりPTSD症状と抑

うつ症状の両者が改善するが、セッション毎のパス解析からはPTSD症状の改善が抑うつ症

状の改善をもたらす事が見出された。 

 ②被災後の精神保健医療福祉システムに関しては、急性期の専門チームや行政主体の支援

から、中長期になると徐々に地域主体の住民力向上へと繋げていくような包括的な精神保健

医療福祉対策が必要で、特に、後者では自殺対策システムモデルが実効的と思われた。また、

災害後の精神疾患の患者動向を見ると、急性期はストレス関連障害や激しい急性病像が多く

見られ、その後、気分障害、最近ではアルコール依存、自殺が増え特徴的な経年的変化が見

られた。急性期において被災地とその近隣の総合病院、精神科病院、精神科診療所、福祉施



設、行政機関、大学病院ではそれぞれ特有の問題があり、それらをまとめた報告書を刊行し

た。現在は中長期支援におけるメンタルヘルス問題に関する報告書と、さらにそれらを包括

的にまとめた「災害時のメンタルヘルス」と題したテキストを作成中である。 

 ③災害後のメンタルヘルス問題全般に関する予防と早期介入に関しては、自己学習のため

の啓発資料を作成し被災地での支援活動に役立てた。災害復興期の心理的支援方法である

「サイコロジカル・リカバリー・スキル」（Skills for Psychological Recovery、SPR）を導

入し、トレーニングDVD開発や事例検討も加えて被災地支援者約150名の研修を終えて、現

在被災者への介入を行なっており、GHQ得点の減少などを認めた。SPRが我が国において

も安全かつ効果的なプログラムである可能性が示唆された。また、亜症候性の抑うつ症状に

対する早期介入として、仮設住宅や災害復興公営住宅などでの支援者（地域の保健スタッフ

や傾聴ボランティアを含む）向けマニュアルや教育資材等を作成し、簡易型CBT教育プログ

ラム（「こころのエクササイズ研修」と呼び、全6回の研修で、内容はCBTの基本、活動記

録、行動活性化、対人スキル向上、認知再構成法、問題解決技法などで構成される）を導入

し、実際に被災者180名に実施し、自己効力感の向上を確認した。 

 以上、災害後の急性期から中長期までの精神疾患の発生と支援の実態を明らかにし、学校

や職域での問題も明らかにした。さらに被災地におけるうつ病やPTSDなどの精神疾患の一

次、二次予防に向けたSPR、簡易型CBTなどの取り組み方法を提示し有効性をある程度実証

できた。また、災害後の急性期および中長期の精神保健医療の実態調査とその分析から、今

後の地域保健医療福祉事業における地域特性を考慮した災害対策の計画立案、システム構築

とそれに基づく支援の提供などに役立つ資料を作成した。ただし、予防的介入研究では研究

最終年度になって被災地での新たな問題（自殺増加、アルコール問題、復興格差）が目立っ

てきており、本研究期間内では十分に調査・介入研究、効果検証を完遂できなかった。 

 ①被災地での精神的健康に関する疫学調査、②被災直後の急性期から中長期での精神保健

医療領域の実態調査、③被災地でのメンタルヘルス問題への介入などを通じ、東日本大震災

と原発事故の影響は精神科領域でも甚大であり、しかも3年以上経過しても被災地では未だ

に様々な問題が続き、さらに自殺者増加などの新たな問題も発生している。今後も被災地へ

の息の長い調査に基づく支援が不可欠である。 

研究分担者 
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A．研究目的 

 大規模災害後は精神疾患が長期に増加す

る（Meewisseら, 2011）。平成23年3月11

日に発生した東日本大震災後、うつ病、不



安障害、アルコール関連障害、心的外傷後

ストレス障害（ Post-Traumatic Stress 

Disorder, PTSD）の増加が懸念されており、

本研究の第一の目的は、精神疾患の発生や

支援の実態を疫学的に検証することである。

また、災害後の精神保健医療の体制構築は、

地域や災害の特性を考慮した人材確保・養

成、ネットワーク作り、精神疾患の予防と

早期発見に向けたハイリスク者ケアから集

団アプローチまで包括的に対応する必要が

あるが、未だ明確な方法論はない。そこで、

本研究の第二の目的として、災害時に役立

つ支援方法について包括的に研究すること

である。 

 具体的には、精神疾患の発生と支援の実

態について疫学調査を行い、災害後の精神

疾患の発症状況やこれに関わる環境／心理

的因子を明らかにする。震災後の精神疾患

の予防と早期介入の視点で、急性期対応の

問題点と中長期的なこころのケアの地域体

制作りの方法論を検討し、時系列的に必要

な事業、人材、ネットワーク等を明示する。

また、放射能汚染への不安やストレスと精

神疾患発症との関連や受診動向を調べる。

さらに、被災地で役立つ認知行動療法など

の心理支援方法を開発、普及を図りその効

果を検討する。 

 

B．研究方法 

 本研究は、岩手、福島、宮城の被災3県で

心のケア活動と中長期支援体制構築に主導

的立場にある研究者が、被災地で既に構築

された強力な人的•組織的ネットワークを

背景にして、実際の支援活動に基づき調査

研究を行った。 

 松岡（研究代表者）は、研究計画全体の

立案と研究班の調整と総括を行った。柿崎

（研究分担者）は、辻一郎（研究協力者、

東北大学公衆衛生学分野教授）と連携し、

班会議を通して各研究分担者の実態調査や

介入研究のデザインおよび調査データを解

析する際の統計的な助言・提言を行った。

他の研究分担者の研究の方法と内容の詳細

は、各分担研究の報告を参照されたい。結

果と考察は後述する。 

 倫理的配慮に関しては、医学研究におけ

る「臨床研究に関する倫理指針」および「疫

学研究に関する倫理指針」を遵守して研究

が行われた。研究代表者および各研究分担

者が行う研究については、それぞれが各施

設の倫理委員会において承認を受けた。臨

床研究の遂行にさいしては、対象者本人と

未成年者の場合には本人と保護者に対して

研究の趣旨を記載した文書を、口頭と書面

で理解しやすい言葉で適切にかつ十分に説

明した。同意の撤回に対する権利を確保し、

書面による同意を得た上で研究を実施した。

また、介入研究においては、精神科医によ

り十分な評価を行い、医学的治療が必要な

ものに対して適切な対応ができる体制を準

備した。また、住民を対象にした調査にお

いては、被災地における住民感情について

十分に配慮し、被災地の関係者と十分な連

携をとった上で調査を実施した。また、研

究データは、研究協力者の匿名性を堅持す

るため個人を特定できる可能性のある情報

は、研究代表者および各研究分担者の責任

のもと、データの匿名化を徹底し、個人情

報保護法に基づいて厳重に管理した。 

 

C．研究結果および考察（各分担研究報告の

要旨） 

１）東日本大震災における精神疾患の実態

についての疫学的調査と効果的な介入方法

の開発についての研究（丹羽真一） 

福島県における東日本大震災と原発事故

の精神的影響を調査し、早期介入の手掛か

りを得るために、①震災・原発事故後新規

精神科入院患者についての調査、②震災・

原発事故後精神科・心療内科新規外来受診



患者についての調査、③一般身体科受診者

の中で精神医学的問題を持つ患者について

の調査、④震災関連自殺の実態の分析、⑤

東日本大震災と引き続く原発事故という複

合災害を体験した立場から、大災害から災

害弱者である精神障害者や市民を守るため

に平時からとるべき対策をまとめ、「被災地

からの提言」としてとりまとめることを行

った。研究の結果は次の諸点をまとめるこ

とが出来た。すなわち、1)災害直後から精

神医学的問題は起こるものであり、災害後

の時期に応じて起こりうる問題が異なる。

精神疾患の悪化あるいは新規発生には、時

期により問題が異なることを念頭に、対応

策をとることが必要である。2)精神医学的

問題は一般身体科の診療施設受診者のなか

にも現われる。一般身体科医師が、今回の

調査研究から得られたリスク因子を念頭に

診療を勧められるように啓発活動を行う必

要がある。3)災害による避難生活などの長

期化により、関連自殺の問題が起こりうる。

今回の研究から得られた関連自殺のリスク

因子と早期介入のポイントを、こころのケ

アに当たるスタッフが心得て活動できるよ

うに、広く啓発活動を行うことが必要であ

る。4)大災害から災害弱者と市民を守る提

言に含まれる施策を、早期に実施するよう

に私たち自身を先頭に、国、自治体、社会

が努力することが望まれる。 

２）被災後のこころのケアの地域における

体制づくりの研究（酒井明夫） 

 本研究では被災地におけるこころのケア

の体制づくりについて継時的に概観してい

くことを目的とした。平成 23 年 3月 11 日

の東日本大震災により岩手県沿岸の住民は

メンタルヘルスの危機が生じた。発災直後

より岩手医科大学では以前の震災時に構築

していたこころのケア体制を基盤として、

全学的なケア体制の中で活動を開始した。

加えて、各関係機関との連携により被災地

のこころのケアの方向性を検討し、こころ

のケアチームの窓口を岩手県に一本化した。

こころのケアチームの活動は2011年3月よ

り岩手県沿岸で開始し、2012 年 2 月より、

岩手県こころのケアセンターを設置し、長

期的な支援体制を構築した。その後、さら

に包括的な支援体制を構築して、地域のこ

ころのケアや健康づくり事業の推進してい

る。被災者はいまだ困難を抱えている状況

であり、今後も被災地の復興状況と連動し

ながらメンタルヘルス対策を行っていくこ

とが求められる。 

３）沿岸部津波被災地域の児童の心理社会

的状況に関する実態調査（富田博秋） 

 東日本大震災は、死者 15,889 人、行方不

明者2,594人、家屋大規模損壊約40万戸（警

察庁、平成 26 年 12 月 10 日現在）という甚

大な被害をもたらした。地震、津波、原発

事故に起因する心的外傷性のストレスや喪

失、環境の変化に伴うストレスは多くの人

の心身に大きな影響を及ぼすものと考えら

れ、沿岸部津波被災地域の災害関連精神疾

患の実態を把握することは重要な課題であ

る。本研究は被災者の中でも特に配慮が必

要な妊産婦と児童に焦点をあて、平成 24

年度は周産期に被災した妊産婦の被災状況

と母体の精神状態および育児に与える影響

について、平成 25 年度、26 年度は児童を

対象とした調査を行った。平成 24 年度は東

日本大震災発災時に周産期を体験した宮城

県七ヶ浜町在住の母親を対象に問診票を配

布し、被災状況、発災時の様子、現在の精

神状態、母子の愛着などについての把握を

行い、また、その中で協力の得られる対象

者からは更に詳細な聞き取りを行った。周

産期という特殊な時期に大災害に被災する

ことにより、母親は生活および健康面に多

様な影響を受けていること、また、妊産婦

にも配慮した災害対策を進めていく必要性



が明らかになった。平成 25 年度、26 年度

は、東日本大震災による子どものこころの

健康に関する実態を把握するため、災害科

学国際研究所と宮城県こども総合センター

との共同で、名取市の小中学校の生徒の生

活状況、こころの健康状態を把握し経年変

化を評価した。名取市内の名取市は小学校

11 校、中学校 5 校に通学する児童のうち、

調査の趣旨を理解した上で同意が得られた、

児童、および、その保護者と担任教諭を対

象とした。質問票には子ども版災害後スト

レス評価尺度（Post Traumaic Symptoms 

Scale for Children: PTSCC15）、子どもの

強さと困難さアンケート（SDQ）などとも

に、保護者から現在の生活状況、震災前後

の生活状況、担任教諭から、学校での様子

に関する情報の収集を行い、多角的な把握

を行った。PTSCC15 スコアの平均値は平

成 25 年度 18.0、26 年度 17.2 点で僅かに改

善した。PTSCC15 スコアは 2 回の調査と

も学年とともに増加し、特に中学女児で得

点が高い傾向があった。いやなこと、怖い

ことで思い浮かべることに対して東日本大

震災をあげる児童は 2回目でやや減少して

いたが、学校をあげる児童は横ばいであっ

た。SDQ スコアの平均値は平成 25 年度

11.8 点、26 年度 11.7 点と同程度に推移し

た。2 回の調査ともで、学年とともに緩や

かに減少する傾向がみられた。朝食を摂取

しない児童、ゲーム、PC、携帯電話の使用

時間が長い児童は PTSSC15スコアが高い

傾向があり、注意を要することが示唆され

た。１年を経て、若干の改善傾向は示して

いるものの、依然、震災後の児童のこころ

の健康の状態には注意を払う必要があり、

こころの健康状態を生活状況、生活習慣と

併せて把握し、教育の現場と連携して、ケ

アを進めていく必要があると考えられた。 

４）東日本大震災で活動した消防団員の受

けた惨事ストレスに関する研究：PTSD症

状に影響した要因の検討（加藤 寛） 

 本研究では、①雲仙普賢岳噴火災害、阪

神・淡路大震災、新潟県中越・中越沖地震

などの日本国内の大災害後に、行政組織に

よって行われてきた調査を概観した上で、

東日本大震災で行われている調査の中で、

宮城県が仮設住宅の入居者に対して行った

調査について検討した。国内の大災害後で

は、行政組織が主体となり健康調査が行わ

れ、精神的問題に関する項目も含まれてい

た。問題点として考えられた評価方法とそ

の活用法について考察した。②消防庁が平

成24年秋に実施した東北3県の消防団員を

対象とした健康調査のデータを、許諾を得

て集計解析した。PTSD症状の多寡および、

PTSD症状に影響した要因について分析し

た。個人的な被災状況と活動による惨事ス

トレスとなる状況が、震災から約1年半後の

心理的影響にどのように関連したかをロジ

スティック回帰分析により検討した。その

結果、調査時点のPTSD症状には、惨事スト

レス要因の方が強く影響していたことが分

かった。 

５）−１ 被災地における支援者のメンタル

ヘルスについての調査と支援方法について

の研究（松本和紀） 

５）−２ 災害復興期の被災者に役立つ心理

支援方法サイコロジカル・リカバリー・ス

キル（Skills for Psychological Recovery: 

SPR）の普及と日本における実施可能性に

ついての研究（松本和紀） 

５）−３ 認知行動療法の普及、啓発を目的

とした東日本大震災被災地における一般市

民及び支援者向けこころのエクササイズ研

修についての研究（松本和紀） 

 東日本大震災の被災地では住民の精神的

健康が心配されているが、被災地の市町自

治体、医療機関、消防、社会福祉協議会な

どの職員は、被災地住民でありながら応急

期から、復旧期、復興期の長期にわたり支



援に携わるが、こうした職員の災害後長期

の精神的健康の実態や対策については不明

な点が多い。そこでこうした職員の精神的

健康とこれに関連する要因について縦断調

査を行い、調査結果に基づいた効果的な対

策を提言したいと考えた。 

一方、被災地住民の精神的健康を回復さ

せ、精神疾患を予防するためには、支援者

が復興期に実施できる心理的介入方法を開

発し普及するとともに、一般市民に対して

認知行動療法に基づく研修プログラムを開

発することが有用と考えられる。 

健康調査は、被災地の自治体職員、医療

関係者、消防職員、沿岸部 6市町の社会福

祉協議会職員など、全体で 3,150人に対し

て実施され、また、2年間、あるいは 3年

間に及ぶ縦断追跡も行われた。被災地で働

く人々は、支援者でもあるが、被災者でも

あり、自宅の損壊や流出、仮設住宅への転

居、近親者の死などの体験と関連して精神

ストレス、抑うつ症状、PTSD症状が高く

なっていた。また、職場でのコミュニケー

ション、復興関連業務、休養不足などの職

場の環境も精神症状と関連していた。この

結果からは、災害後に働く地元の支援者に

対する精神健康対策が必要であり、特に、

災害後の職場環境を整えるための働きかけ

が重要であると考えられた。 

 本研究では、災害復興期の心理的支援方

法であるサイコロジカル・リカバリー・ス

キル（Skills for Psychological Recovery: 

SPR）の研修を被災地の支援者 151名に実

施した。研修後のアンケート調査では、支

援者はプログラムへの関心は高かったが、

実際に適用するためにはさらなる研修が必

要と考えられた。そこで、我々は実演を含

んだトレーニング DVD を開発したり、事

例検討などの追加研修などを実践した。さ

らに、実際に沿岸被災地 A 地区において

SPR の実施可能性を検証するための介入

研究を開始した。介入研究では、実際に被

災地において同意の得られた対象者 8名に

介入を実施、このうち現在まで 3名が介入

を終了した。予備的介入を行った 4名と含

めた 7名の終了者は、いずれも症状が改善

し、また有害事象も認めていない。これら

の結果から SPR はわが国の大規模災害後

に実施可能な介入であることが示唆され、

また、これを普及させるための研修や教材

が役立つ可能性が示唆された。また、一般

市民向けの研修会については、これまで

180 名が研修を受講し、前後調査に協力の

得られた 46 名の解析によれば、自己効力

感が有意に改善し、また、研修における理

解度も高いことが確認できた。大規模災害

後の、被災地市民の健康増進や疾病予防に

向けて、認知行動的アプローチを含んだ研

修プログラムが有用である可能性が示唆さ

れた。 

６）トラウマ後の PTSDと抑うつの関連：

epigeneticな視点から（金 吉晴） 

 災害によるトラウマ後のうつ病の有病率

は PTSDと並んで高いが、うつ病から見る

とトラウマは多くのライフイベントの１つ

と見なされることが多い。両者の関連は、

併存率の高さ、病因としてのストレスのも

たらす共通の転帰、診断学的ないし症候論

的重複、自殺などの深刻な転帰への相関の

一致などによって示されている。また薬物

療法への治療反応性に関しても、SSRIが第

一選択に挙げられるなど重なるところが大

きい。今後は単なる相関ではなく、症状形

成、病態生理を踏まえた関係を解明する研

究が望まれる。 

 トラウマ後の PTSD症状とうつ病症状と

の関連は、記述症候論、既存の疾患概念だ

けに依拠して論じるべきではなく、発症に

関連するバイオマーカーとしての遺伝子多

型、発現に関する知見と、小児期の虐待等

のトラウマ体験が成人後にもたらす影響を



考慮して論じられるべきである。小児期の

トラウマ体験に関連した epigenetic な脆

弱性の観点からは、PTSDとうつ病の近縁

性は強く示唆される。脆弱性を規定する遺

伝子要因の一部は精神療法への良好な治療

反応性と関係することも示されており、回

復過程における epigeneticな要因の役割の

更なる解明が求められる。 

 PTSD症状とうつ病症状への治療的取り

組みの向上のために、治療回復途上におけ

るこれらの症状の関連を調べた。PTSDを

発症した成人女性に Prolonged Exposure 

therapy (PE)を実施し、治療経過における

PTSD症状とうつ症状の変化の関係性を検

討すること、また intimate partner 

violence (IPV)群と not intimate partner 

violence (NIPV)群における変化の関係性

に相違があるのか検討することを目的に研

究を行った。対象は PTSDを発症した女性

患者（DV被害：15名、その他の被害：11

名）とし、得られた 26名のデータについて

単回帰分析と PATH解析を実施した。IPV

群と NIPV群における‘うつ’の状態は症状

だけを単独で評価したのでは把握しづらい

相違が存在している可能性が示唆された。

IPV群では治療終結後もうつ病治療が課題

として残る可能性については十分予測され

るべきであり、PE治療の効果的なタイミン

グやうつ症状に対する既存あるいは特化し

た治療アプローチの検討、その介入時期と

介入後の効果などは今後の重要な研究課題

である。 

７）軽症うつ病に対する認知行動療法プロ

グラムの開発（大野 裕） 

 本研究の目的は、災害後のうつ病予防の

ための簡易型認知行動療法教育プログラム

を開発して、被災地に適応することである。

本研究班では、平成 24 年度には被災 3 県

の地域支援者が求めるニーズを把握し、簡

易型認知行動療法教育プログラム案を作成

した。平成 25 年度には東北大学やみやぎ

心のケアセンター、ふくしま心のケアセン

ター等と協働して同プログラムを他地域に

おいて展開する試みを実施した。最終年度

は、このプログラムの導入を希望する地域

を募り、福島県楢葉町の協力を得て本プロ

グラムを展開した。本研究期間に、４つの

ボランティア研修、６つの市民向け研修、

４つのスタッフ向け研修を実施した他、地

域でのボランティア活動が活発化するよう

な支援を行った。その他、他地域でも同プ

ログラムが実施できるように、簡易型認知

行動療法教育プログラムの教材作成を行っ

た。 
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東日本大震災における精神疾患の実態についての疫学的調査と効果的な介入方法の開発に

ついての研究（Ｈ24-精神-一般-００２（復興）） 

 

研究分担者  丹羽 真一  福島県立医科大学会津医療センター精神医学講座特任教授 

研究要旨 

福島県における東日本大震災と原発事故の精神的影響を調査し、早期介入の手掛かりを

得るために、①震災・原発事故後新規精神科入院患者についての調査、②震災・原発事故

後精神科・心療内科新規外来受診患者についての調査、③一般身体科受診者の中で精神医

学的問題を持つ患者についての調査、④震災関連自殺の実態の分析、⑤東日本大震災と引

き続く原発事故という複合災害を体験した立場から、大災害から災害弱者である精神障害

者や市民を守るために平時からとるべき対策をまとめ、「被災地からの提言」としてとりま

とめることを行った。研究の結果は次の諸点をまとめることが出来た。すなわち、1)災害

直後から精神医学的問題は起こるものであり、災害後の時期に応じて起こりうる問題が異

なる。精神疾患の悪化あるいは新規発生には、時期により問題が異なることを念頭に、対

応策をとることが必要である。2)精神医学的問題は一般身体科の診療施設受診者のなかに

も現われる。一般身体科医師が、今回の調査研究から得られたリスク因子を念頭に診療を

勧められるように啓発活動を行う必要がある。3)災害による避難生活などの長期化により、

関連自殺の問題が起こりうる。今回の研究から得られた関連自殺のリスク因子と早期介入

のポイントを、こころのケアに当たるスタッフが心得て活動できるように、広く啓発活動

を行うことが必要である。4)大災害から災害弱者と市民を守る提言に含まれる施策を、早

期に実施するように私たち自身を先頭に、国、自治体、社会が努力することが望まれる。 

 

研究協力者 

堀 有伸  福島県立医科大学 医学部  災害医療支援講座   助手 

久村正樹  福島県立医科大学 会津医療センター 精神医学講座 講師 

矢部博興  福島県立医科大学 医学部  神経精神医学講座   教授 

増子博文  福島県立医科大学 医学部  神経精神医学講座   講師 

     （現、福島県立医科大学 医学部 神経精神医学講座 併任准教授） 

高野佳寿子 福島県立医科大学 医学部  神経精神医学講座   博士研究員 

和田 明  福島県立医科大学 医学部  神経精神医学講座   博士研究員 

三浦 至  福島県立医科大学 医学部  神経精神医学講座   博士研究員 

     （現、福島県立医科大学 医学部 神経精神医学講座  講師） 

 



國井泰人  福島県立医科大学 医学部  神経精神医学講座   助教 

     （現、福島県立医科大学 医学部 神経精神医学講座  講師） 

板垣俊太郎 福島県立医科大学 医学部  神経精神医学講座   助教 

     （現、福島県立医科大学 医学部 神経精神医学講座  講師） 

松本純弥  福島県立医科大学 医学部  神経精神医学講座   博士研究員 

     （現、福島県立医科大学 医学部 神経精神医学講座  助教） 

志賀哲也  福島県立医科大学 医学部  神経精神医学講座   助教 

及川友江  福島県立医科大学 医学部  神経精神医学講座   大学院生 

楊巧会   福島県立医科大学 医学部  神経精神医学講座   博士研究員 

星野 大  福島県立医科大学 医学部  神経精神医学講座   大学院生 

小松洋子  福島県立医科大学 看護学部 家族看護学部門    保健技師 

佐藤 允  福島県立医科大学 看護学部 大学院看護学研究科  大学院生 

 

A 研究目的 

 私たち福島医大の分担研究班では、福島

県における震災と原発事故の精神的影響を

調査し、早期介入の手掛かりを得るために、

①震災・原発事故後新規精神科入院患者に

ついての調査、②震災・原発事故後精神科・

心療内科新規外来受診患者についての調査、

③一般身体科受診者の中で精神医学的問題

を持つ患者についての調査、④震災関連自

殺の実態の分析、⑤東日本大震災と引き続

く原発事故という複合災害を体験した立場

から、大災害から災害弱者である精神障害

者や市民を守るために平時からとるべき対

策をまとめ、「被災地からの提言」としてと

りまとめること、を目的として研究を行っ

た。 

 

B 研究方法 

 

① 震災直後の精神科新規入院患者動向調
査 

福島県精神医学会に入会している精神科病

院・総合病院精神科のうち 30 施設を対象と

して、入院患者についての調査が行われた。

平成 23（2011）年 3月から 5月までに新規

に各施設に入院した患者の動向を調査し、

22（2010）年・23（2011）年・24（2012）

年について比較した。22（2010）年は 604

人、23（2011）年は 610 人、24（2012）年

は 606 人について有効な調査結果を得るこ

とができた。 

 

 

② 震災直後の精神科・心療内科外来新患

動向調査について 

 福島県立医科大学神経精神医学講座を中

心に、福島県内の精神科外来新患の調査を

行い、22（2010）年・23（2011）年・24（2012）

年の動向を比較した。対象とした医療機関

は、福島県精神医学会に入会している精神

科病院、クリニック、総合病院精神科であ

る。それぞれの医療機関を 23（2011）年 3

月から 6月まで毎週水曜日に受診した新患

患者について調査した。57 施設が対象で、

22（2010）年は 806 人、23（2011）年は 937

人、24（2012）年は 755 人から有効な調査

結果を得ることができた。 

 

③ 一般身体科受診者の中で精神医学的問

題を持つ患者について 

福島県医師会に加入しておられる医師が

所属している医療機関のうち、福島市、二

本松市、本宮市、郡山市、須賀川市、白河



市、会津若松市、喜多方市、会津坂下町、

会津美里町、柳津町、三島町、金山町、南

会津町、いわき市、相馬市、南相馬市、新

地町に住所がある機関のうち内科、婦人科、

耳鼻科、眼科、皮膚科、小児科の診療施設

1386

設に調査用紙を送付して

（2011

新患数とその中の精神科的問題があると判

断された患者数を回答いただき、回答いた

だいた施設へ出向いてカルテ調査を行うこ

との可否を回答して

施設でカルテ調査を行った。

また、

度と同じ医師に対して

査の約半年後に、図

行った。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 

調査用紙（項目と回答の形式を示す）

 

追加調査で５の問をもうけた理由は、印

象深い症例に直接面接させていただく機会

が得られれば、具体的な早期介入の手掛か

りを詳細に把握できる可能性が増えると考

えたからである。この調査により把握でき

た印象深い症例につき、許可が得られたら

市、会津若松市、喜多方市、会津坂下町、

会津美里町、柳津町、三島町、金山町、南

会津町、いわき市、相馬市、南相馬市、新

地町に住所がある機関のうち内科、婦人科、

耳鼻科、眼科、皮膚科、小児科の診療施設

1386 施設に協力依頼をし、許可を頂いた施

設に調査用紙を送付して

2011）年，24（

新患数とその中の精神科的問題があると判

断された患者数を回答いただき、回答いた

だいた施設へ出向いてカルテ調査を行うこ

との可否を回答して

施設でカルテ調査を行った。

また、26（2014

度と同じ医師に対して

査の約半年後に、図

行った。 

 26（2014）年度に追加調査に用いた

調査用紙（項目と回答の形式を示す）

追加調査で５の問をもうけた理由は、印

象深い症例に直接面接させていただく機会

が得られれば、具体的な早期介入の手掛か

りを詳細に把握できる可能性が増えると考

えたからである。この調査により把握でき

た印象深い症例につき、許可が得られたら

市、会津若松市、喜多方市、会津坂下町、

会津美里町、柳津町、三島町、金山町、南

会津町、いわき市、相馬市、南相馬市、新

地町に住所がある機関のうち内科、婦人科、

耳鼻科、眼科、皮膚科、小児科の診療施設

施設に協力依頼をし、許可を頂いた施

設に調査用紙を送付して 22（

（2012）年の

新患数とその中の精神科的問題があると判

断された患者数を回答いただき、回答いた

だいた施設へ出向いてカルテ調査を行うこ

との可否を回答して頂き。許可が得られた

施設でカルテ調査を行った。

2014）年度には

度と同じ医師に対して 25（2013

査の約半年後に、図 3 に示した追加調査を

）年度に追加調査に用いた

調査用紙（項目と回答の形式を示す）

追加調査で５の問をもうけた理由は、印

象深い症例に直接面接させていただく機会

が得られれば、具体的な早期介入の手掛か

りを詳細に把握できる可能性が増えると考

えたからである。この調査により把握でき

た印象深い症例につき、許可が得られたら

市、会津若松市、喜多方市、会津坂下町、

会津美里町、柳津町、三島町、金山町、南

会津町、いわき市、相馬市、南相馬市、新

地町に住所がある機関のうち内科、婦人科、

耳鼻科、眼科、皮膚科、小児科の診療施設

施設に協力依頼をし、許可を頂いた施

（2010）年，

）年の 3 月～6 月の

新患数とその中の精神科的問題があると判

断された患者数を回答いただき、回答いた

だいた施設へ出向いてカルテ調査を行うこ

頂き。許可が得られた

施設でカルテ調査を行った。 

）年度には 25（2013）年

2013）年度の調

に示した追加調査を

）年度に追加調査に用いた

調査用紙（項目と回答の形式を示す） 

追加調査で５の問をもうけた理由は、印

象深い症例に直接面接させていただく機会

が得られれば、具体的な早期介入の手掛か

りを詳細に把握できる可能性が増えると考

えたからである。この調査により把握でき

た印象深い症例につき、許可が得られたら

市、会津若松市、喜多方市、会津坂下町、

会津美里町、柳津町、三島町、金山町、南

会津町、いわき市、相馬市、南相馬市、新

地町に住所がある機関のうち内科、婦人科、

耳鼻科、眼科、皮膚科、小児科の診療施設

施設に協力依頼をし、許可を頂いた施

）年，23

月の

新患数とその中の精神科的問題があると判

断された患者数を回答いただき、回答いた

だいた施設へ出向いてカルテ調査を行うこ

頂き。許可が得られた

）年

）年度の調

に示した追加調査を

）年度に追加調査に用いた

 

追加調査で５の問をもうけた理由は、印

象深い症例に直接面接させていただく機会

が得られれば、具体的な早期介入の手掛か

りを詳細に把握できる可能性が増えると考

えたからである。この調査により把握でき

た印象深い症例につき、許可が得られたら

実際に面接を行い、精神的問題による身体

科受診例への早期介入の手掛かりを探った。

 

④ 

原発事故のために多くの人々が避難生活

を長期間余儀なくされている福島県の場合

には、平成

23 人、

れる例数が

本研究では福島県における震災関連自殺の

問題に焦点をあて、

61例の震災関連自殺者を同時期の福島県内

の非震災関連自殺者と比較することで実態

の分析を行い、それへの早期介入の手掛か

りを求めようとした。

各県警察本部が管理している。福島県にお

ける震災関連自殺について分析するために

は福島県警察本部に資料の提供を依頼する

必要がある。本研究が厚生労働省の科学研

究費などにもとづくものであることを説明

し、研究目的以外には資料や分析結果の公

表はしないことを条件に福

資料提供を御願いしたところ、幸い平成

年度までの資料提供を許可頂いた。

までに震災関連自殺と判断された例は

人であった。比較対照例として、同時期に

自殺された年齢・性別がほぼマッチする例

についての

た。提供いただいた資料は次の項目につい

てである。すなわち、１）年齢、２）性別、

３）震災後の住居の変遷、４）震災前職業、

５）震災後の職業変遷、６）震災前の家族

構成、７）震災後の家族構成変化、８）自

殺の手段、９）発見時の状況、

の手当て・治療、

精神的疾患の罹患・治療歴、

周囲への悩みの訴えの有無、

のめかす言動の有無、である。震災関連自

実際に面接を行い、精神的問題による身体

科受診例への早期介入の手掛かりを探った。

 震災関連自殺の実態の分析

原発事故のために多くの人々が避難生活

を長期間余儀なくされている福島県の場合

には、平成 23 年

人、26 年 15

れる例数が高止まり傾向にあることから、

本研究では福島県における震災関連自殺の

問題に焦点をあて、

例の震災関連自殺者を同時期の福島県内

の非震災関連自殺者と比較することで実態

の分析を行い、それへの早期介入の手掛か

りを求めようとした。

各県警察本部が管理している。福島県にお

ける震災関連自殺について分析するために

は福島県警察本部に資料の提供を依頼する

必要がある。本研究が厚生労働省の科学研

究費などにもとづくものであることを説明

し、研究目的以外には資料や分析結果の公

表はしないことを条件に福

資料提供を御願いしたところ、幸い平成

年度までの資料提供を許可頂いた。

までに震災関連自殺と判断された例は

人であった。比較対照例として、同時期に

自殺された年齢・性別がほぼマッチする例

についての 61

た。提供いただいた資料は次の項目につい

てである。すなわち、１）年齢、２）性別、

３）震災後の住居の変遷、４）震災前職業、

５）震災後の職業変遷、６）震災前の家族

構成、７）震災後の家族構成変化、８）自

殺の手段、９）発見時の状況、

の手当て・治療、

精神的疾患の罹患・治療歴、

周囲への悩みの訴えの有無、

のめかす言動の有無、である。震災関連自

実際に面接を行い、精神的問題による身体

科受診例への早期介入の手掛かりを探った。

震災関連自殺の実態の分析

原発事故のために多くの人々が避難生活

を長期間余儀なくされている福島県の場合

年 10 人、24

15 人と震災関連自殺と判断さ

高止まり傾向にあることから、

本研究では福島県における震災関連自殺の

問題に焦点をあて、23 年から

例の震災関連自殺者を同時期の福島県内

の非震災関連自殺者と比較することで実態

の分析を行い、それへの早期介入の手掛か

りを求めようとした。自殺に関する資料は

各県警察本部が管理している。福島県にお

ける震災関連自殺について分析するために

は福島県警察本部に資料の提供を依頼する

必要がある。本研究が厚生労働省の科学研

究費などにもとづくものであることを説明

し、研究目的以外には資料や分析結果の公

表はしないことを条件に福

資料提供を御願いしたところ、幸い平成

年度までの資料提供を許可頂いた。

までに震災関連自殺と判断された例は

人であった。比較対照例として、同時期に

自殺された年齢・性別がほぼマッチする例

61 人分の資料も提供いただい

た。提供いただいた資料は次の項目につい

てである。すなわち、１）年齢、２）性別、

３）震災後の住居の変遷、４）震災前職業、

５）震災後の職業変遷、６）震災前の家族

構成、７）震災後の家族構成変化、８）自

殺の手段、９）発見時の状況、

の手当て・治療、11）震災前後で

精神的疾患の罹患・治療歴、

周囲への悩みの訴えの有無、

のめかす言動の有無、である。震災関連自

実際に面接を行い、精神的問題による身体

科受診例への早期介入の手掛かりを探った。

震災関連自殺の実態の分析 

原発事故のために多くの人々が避難生活

を長期間余儀なくされている福島県の場合

24 年 13 人、

人と震災関連自殺と判断さ

高止まり傾向にあることから、

本研究では福島県における震災関連自殺の

年から 26 年の合計

例の震災関連自殺者を同時期の福島県内

の非震災関連自殺者と比較することで実態

の分析を行い、それへの早期介入の手掛か

自殺に関する資料は

各県警察本部が管理している。福島県にお

ける震災関連自殺について分析するために

は福島県警察本部に資料の提供を依頼する

必要がある。本研究が厚生労働省の科学研

究費などにもとづくものであることを説明

し、研究目的以外には資料や分析結果の公

表はしないことを条件に福島県警察本部に

資料提供を御願いしたところ、幸い平成

年度までの資料提供を許可頂いた。26

までに震災関連自殺と判断された例は

人であった。比較対照例として、同時期に

自殺された年齢・性別がほぼマッチする例

人分の資料も提供いただい

た。提供いただいた資料は次の項目につい

てである。すなわち、１）年齢、２）性別、

３）震災後の住居の変遷、４）震災前職業、

５）震災後の職業変遷、６）震災前の家族

構成、７）震災後の家族構成変化、８）自

殺の手段、９）発見時の状況、10）発見時

）震災前後での身体的・

精神的疾患の罹患・治療歴、12）自殺前の

周囲への悩みの訴えの有無、13）自殺をほ

のめかす言動の有無、である。震災関連自

実際に面接を行い、精神的問題による身体

科受診例への早期介入の手掛かりを探った。 

原発事故のために多くの人々が避難生活

を長期間余儀なくされている福島県の場合

人、25 年 

人と震災関連自殺と判断さ

高止まり傾向にあることから、

本研究では福島県における震災関連自殺の

年の合計

例の震災関連自殺者を同時期の福島県内

の非震災関連自殺者と比較することで実態

の分析を行い、それへの早期介入の手掛か

自殺に関する資料は

各県警察本部が管理している。福島県にお

ける震災関連自殺について分析するために

は福島県警察本部に資料の提供を依頼する

必要がある。本研究が厚生労働省の科学研

究費などにもとづくものであることを説明

し、研究目的以外には資料や分析結果の公

島県警察本部に

資料提供を御願いしたところ、幸い平成 26

26 年度

までに震災関連自殺と判断された例は 61

人であった。比較対照例として、同時期に

自殺された年齢・性別がほぼマッチする例

人分の資料も提供いただい

た。提供いただいた資料は次の項目につい

てである。すなわち、１）年齢、２）性別、

３）震災後の住居の変遷、４）震災前職業、

５）震災後の職業変遷、６）震災前の家族

構成、７）震災後の家族構成変化、８）自

）発見時

の身体的・

）自殺前の

）自殺をほ

のめかす言動の有無、である。震災関連自



殺とそうではないと判断された自殺例の間

を比較検討することにより、震災関連自殺

の特徴を探った。

 

⑤ 大災害から災害弱者である精神障害者
や市民を守るための被災地からの提言

東日本大震災と東京電力福島第一原発事

故の際、不意を打たれた私たちは、精神科

医療保健福祉分野でいくつかの問題事象を

経験した。そこで、こうした問題事象を起

さぬよう、大災害から災害弱者と市民を守

るために、平常時に何を行うことが必要か

に焦点をあてて被災地からの提言を作成し

た。提言作成には

の熊倉徹雄、

磨、渡辺忠義氏の御協力を頂いた。提言は、

「大災害から災害弱者と市民を守る被災地

からの提言
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（神経症性障害、

ストレス関連障害）に分類されると診断さ

、23

）年 26 

であり、年度による相違はなかった。 

）年度の追加調査の結果、図 4

の回答を比較する

年半の調査時点での印象を問
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意に増えてお

り、発災時の印象は災害後

は下方修正されていることが分かった。問
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や増えた」と訴える患者がいると回答した

医師は
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の回答のうち問１，２への回答であって、

震災後に喫煙量が増えたと訴える人は多く

はないと医師は感じていると思われた。問

4への回答で「鼻血を放射能汚染と関連づ

けて受診した人がいた」と回答した医師は

24 人（

られた一般の方がある程度おられたと言っ

てよいと考えられた。問

患者がいたと回答された医師が

（41.4

印象深い症例を経験したと回答された

人の医師に、その患者に面接を行う許可を

求めた結果、

ことが出来た。その結果は次のとおりであ

る。

のの中高年に多い傾向があり、発症時期は

震災・原発事故後じきから

ラつきがあって、主訴は不眠、眩暈、食欲

低下などで、精神科診断名はうつ病エピソ

ード、適応障害

発災後避難先を転々とするストレスの体験、

り、発災時の印象は災害後

は下方修正されていることが分かった。問

への回答で震災後に喫煙量が「増えた」「や

や増えた」と訴える患者がいると回答した

医師は 17 人（

18.1％） 

4 一般身体科医師の

の回答のうち問１，２への回答であって、

震災後に喫煙量が増えたと訴える人は多く

はないと医師は感じていると思われた。問

への回答で「鼻血を放射能汚染と関連づ

けて受診した人がいた」と回答した医師は

人（14.8％）おら

られた一般の方がある程度おられたと言っ

てよいと考えられた。問

患者がいたと回答された医師が

41.4％）おられた。

印象深い症例を経験したと回答された

人の医師に、その患者に面接を行う許可を

求めた結果、8

ことが出来た。その結果は次のとおりであ

る。8例の症例は年齢にバラつきはあるも

のの中高年に多い傾向があり、発症時期は

震災・原発事故後じきから

ラつきがあって、主訴は不眠、眩暈、食欲

低下などで、精神科診断名はうつ病エピソ

ード、適応障害

発災後避難先を転々とするストレスの体験、

り、発災時の印象は災害後

は下方修正されていることが分かった。問

への回答で震災後に喫煙量が「増えた」「や

や増えた」と訴える患者がいると回答した

人（10.5％、不明の

一般身体科医師の 26

の回答のうち問１，２への回答であって、

震災後に喫煙量が増えたと訴える人は多く

はないと医師は感じていると思われた。問

への回答で「鼻血を放射能汚染と関連づ

けて受診した人がいた」と回答した医師は

％）おられたので、不安に感じ

られた一般の方がある程度おられたと言っ

てよいと考えられた。問 5

患者がいたと回答された医師が

％）おられた。 

印象深い症例を経験したと回答された

人の医師に、その患者に面接を行う許可を

8例について面接調査を行う

ことが出来た。その結果は次のとおりであ

例の症例は年齢にバラつきはあるも

のの中高年に多い傾向があり、発症時期は

震災・原発事故後じきから
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は下方修正されていることが分かった。問
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はないと医師は感じていると思われた。問

への回答で「鼻血を放射能汚染と関連づ

けて受診した人がいた」と回答した医師は
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られた一般の方がある程度おられたと言っ
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例について面接調査を行う

ことが出来た。その結果は次のとおりであ

例の症例は年齢にバラつきはあるも

のの中高年に多い傾向があり、発症時期は

震災・原発事故後じきから 3年後までとバ

ラつきがあって、主訴は不眠、眩暈、食欲

低下などで、精神科診断名はうつ病エピソ

、全般性不安障害であった。

発災後避難先を転々とするストレスの体験、

年半の時点で

は下方修正されていることが分かった。問

への回答で震災後に喫煙量が「増えた」「や

や増えた」と訴える患者がいると回答した

人を除く

年度追加調査へ

の回答のうち問１，２への回答であって、

震災後に喫煙量が増えたと訴える人は多く

はないと医師は感じていると思われた。問

への回答で「鼻血を放射能汚染と関連づ

けて受診した人がいた」と回答した医師は

れたので、不安に感じ

られた一般の方がある程度おられたと言っ

で印象に残った

印象深い症例を経験したと回答された 67

人の医師に、その患者に面接を行う許可を

例について面接調査を行う

ことが出来た。その結果は次のとおりであ

例の症例は年齢にバラつきはあるも

のの中高年に多い傾向があり、発症時期は

年後までとバ

ラつきがあって、主訴は不眠、眩暈、食欲

低下などで、精神科診断名はうつ病エピソ

、全般性不安障害であった。

発災後避難先を転々とするストレスの体験、

 



あるいは比較的強い放射能不安を抱える人

であった。震災以前から治療していた疾患

があり、本人の主訴はそのためであると考

える傾向があった。 

 

④ 震災関連自殺の実態の分析 

本分析の結果、福島県における震災関連

自殺例については次のような特徴があるこ

とが分かった。１）年齢、性別に関しては

一般の自死者と同様である。２）震災・原

発事故により住居が変化した例が多く、61

人中 55 人（90.2％）であった。３）震災・

原発事故により職業が変化した例が比較的

多く、61 人中 14 人（23.0%）であった。４）

単身生活か家族と同居か、配偶者がいるか

については一般の自死者と同様である。５）

震災・原発事故により同居家族が変わった

例が多く、61 人中 32 人であった（52.5%）。

６）自殺手段については一般の自死者の場

合と同様であるが、一般の自死者には見ら

れなかった焼身・割腹による自殺が 4 例に

見られたことが印象的であった。７）震災・

原発事故後に精神疾患の罹病・治療歴を持

つ者が多く、61人中 36人であった（59.0%）。

また、震災前に比べ、震災後に増加してい

た（震災前 13 人→震災後 36 人、2.8 倍）。

８）自殺前に周囲に悩みを訴える例が 61 人

中 41 人（67.2%）と多いことが一般の自死

者に比べて特徴的であった。 

 

⑤ 大災害から災害弱者である精神障害者
や市民を守るための被災地からの提言 

大災害直後の制限された環境下で生じる

心身の不調を緩和し、避難生活をおくるこ

とが予想される被災者が心身の健康を保つ

ための支援、精神障害者への医療支援およ

び保健活動を組織的な枠組みで行うこと、

および中長期にわたり支援を継続すること

が精神科医療保健福祉分野で大災害から災

害弱者と市民を守ることである。 

そのためには、(1)情報の集約化によって

混乱を予防し、(2)組織間の機能連携が可能

となるよう、平常時から災害時対応の共同

イベントや協同業務の企画運営の機会を設

けて、組織の間の有機的連携づたて、実際

に行っておくことが求められる。その具体

的内容は次のとおりである。 

精神科医療の分野では、具体的には①広

域な自治体単位で精神科医療保健福祉災害

対策専門対応チーム、あるいは災害拠点精

神科病院をつくり、精神科独自の支援体制

を整備しておく、②災害精神科医療保健福

祉コーディネーター(D-MAC)（Disaster 

Mental Assisting Cordinator）を確保・養

成しておく、③災害拠点病院及び災害時こ

ころの情報支援センター（独立行政法人国

立精神・神経医療研究センター精神保健研

究所内）との連絡体制を整備しておく、④

EMIS（Emergency Medical Information 

System、広域災害・救急医療情報システム）

等への加入、⑤DPAT(災害派遣精神医療チー

ム)等の災害精神科医療支援チームを受け

入れるシステムを用意しておく、⑥広域応

援に関する協定を締結しておく、⑦避難先

の医療機関へ必要な情報が伝達できる緊急

時情報伝達カードを作成しておくことが必

要である。 

 精神科医療保健福祉の分野では、①障が

いを持った方を受け入れる福祉避難所を確

保する、②薬剤を備蓄出来る施設あるいは

「災害時医薬品等備蓄供給システム」を各

地域に設置する、③避難先の保健福祉機関

へ必要な情報が伝達できる緊急時情報伝達

カードを準備する、④地域や自治体を越え

て、精神科医療保健福祉の各専門職団体間

の支援協定を締結する、⑤各地域の障がい



福祉サービス事業所連絡機関等に災害時精

神科医療保健福祉コーディネーター
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D 考察

１）身体科受診者の中で精神医学的問題を

持つ症例

精神科入院施設を対象に私たちが

24(2012)

言うと錯乱状態、そう状態、神経衰弱状態、

せん妄による新入院が

し、24

院が増加した。震災・原発事故後の経過時

間により新入院の理由に違いがあることが

分かった。精神科・心療内科外来治療施設

を対象に行った研究では、

は外傷後ストレス障害および急性ストレス

障害が有意に多く、うつ病が少なかった。

24（2012

に少なかった。外来新規受診者に

ても、震災・原発事故後の経過時間により

新規外来受診の理由に違いがあることが分

かった。私たちは、また、一般身体科初診

者の中の精神科診断がつく患者について調

査したが、やはり平成

による精神科診断がつく者の数が増加して

福祉サービス事業所連絡機関等に災害時精

神科医療保健福祉コーディネーター

MAC)をもうける、が必要である。
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精神科入院施設を対象に私たちが

24(2012)年度に行った研究では、状態像で

言うと錯乱状態、そう状態、神経衰弱状態、

せん妄による新入院が

24（2012）年にはうつ状態による新入

院が増加した。震災・原発事故後の経過時

間により新入院の理由に違いがあることが

分かった。精神科・心療内科外来治療施設

を対象に行った研究では、

は外傷後ストレス障害および急性ストレス

障害が有意に多く、うつ病が少なかった。

2012）年にはその他のうつ状態が有意

に少なかった。外来新規受診者に

ても、震災・原発事故後の経過時間により

新規外来受診の理由に違いがあることが分

かった。私たちは、また、一般身体科初診

者の中の精神科診断がつく患者について調

査したが、やはり平成

による精神科診断がつく者の数が増加して

福祉サービス事業所連絡機関等に災害時精
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年度に行った研究では、状態像で

言うと錯乱状態、そう状態、神経衰弱状態、

せん妄による新入院が 23（2011

）年にはうつ状態による新入

院が増加した。震災・原発事故後の経過時

間により新入院の理由に違いがあることが

分かった。精神科・心療内科外来治療施設

を対象に行った研究では、23

は外傷後ストレス障害および急性ストレス

障害が有意に多く、うつ病が少なかった。

）年にはその他のうつ状態が有意

に少なかった。外来新規受診者に

ても、震災・原発事故後の経過時間により

新規外来受診の理由に違いがあることが分

かった。私たちは、また、一般身体科初診

者の中の精神科診断がつく患者について調

査したが、やはり平成 24（2012

による精神科診断がつく者の数が増加して

福祉サービス事業所連絡機関等に災害時精

神科医療保健福祉コーディネーター
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精神科入院施設を対象に私たちが

年度に行った研究では、状態像で

言うと錯乱状態、そう状態、神経衰弱状態、

2011）年に増加

）年にはうつ状態による新入

院が増加した。震災・原発事故後の経過時

間により新入院の理由に違いがあることが

分かった。精神科・心療内科外来治療施設

23（2011）年で

は外傷後ストレス障害および急性ストレス

障害が有意に多く、うつ病が少なかった。

）年にはその他のうつ状態が有意

に少なかった。外来新規受診者について見

ても、震災・原発事故後の経過時間により

新規外来受診の理由に違いがあることが分

かった。私たちは、また、一般身体科初診

者の中の精神科診断がつく患者について調

2012）年に ICD

による精神科診断がつく者の数が増加して

福祉サービス事業所連絡機関等に災害時精

大災害から災害弱者と市民を守る被
精神科医療保健福祉サ

１）身体科受診者の中で精神医学的問題を

精神科入院施設を対象に私たちが

年度に行った研究では、状態像で

言うと錯乱状態、そう状態、神経衰弱状態、

）年に増加

）年にはうつ状態による新入

院が増加した。震災・原発事故後の経過時

間により新入院の理由に違いがあることが

分かった。精神科・心療内科外来治療施設

）年で

は外傷後ストレス障害および急性ストレス

障害が有意に多く、うつ病が少なかった。

）年にはその他のうつ状態が有意

ついて見

ても、震災・原発事故後の経過時間により

新規外来受診の理由に違いがあることが分

かった。私たちは、また、一般身体科初診

者の中の精神科診断がつく患者について調

ICD-10

による精神科診断がつく者の数が増加して

おり、震災・原発事故の後の経過時間によ

り精神新患の種類の違いによると思われる

受診動向に違いが認められた。以前の結果

と今回の結果とを合わせて考えると、震災

後間もない時期にはストレス関連障害やス

トレスに起因するそう状態の悪化、器質疾

患患者のせん妄の悪化などが増加し、

後くらいにうつ状態が増加する傾向がある

ものと推定された。一般身体科受診患者の

調査結果からは、精神医学的問題によるた

めの身体科受診者の数はこれまでに

行った調査結果に比べると少ないと言える。

身体科医の精神医学的トレーニングの問題

はおくとして、この結果が震災後に身体科

へ精神医学的問題を抱えた患者の受診が目

立って増加はしていない結果であると言え

るかを確認するべく新調査を実施したわけ

であるが、その結果では災害後

査時点での印象を問う問

「減った」「やや減った」「変わらない」の

回答が有

災害後

ることから、震災後に目立って増加したと

いうことではないという推測を補強するも

のと考えられた。

２）身体科受診者中の精神医学的問題を持

 

よる訴えであると思われる症例の発見と適

切な精神科的介入のためには、研究③でま

とめることが出来た典型例から把握される

特徴に注意して診療するべきことを、今後

身体科医師に理解してもらう啓発活動が必

要である。注意すべき特徴として、

年、

c)避難先を転々とするストレスの体験や比

較的強い放射能不安を抱える人、

 

おり、震災・原発事故の後の経過時間によ

り精神新患の種類の違いによると思われる

受診動向に違いが認められた。以前の結果

と今回の結果とを合わせて考えると、震災

後間もない時期にはストレス関連障害やス

トレスに起因するそう状態の悪化、器質疾

患患者のせん妄の悪化などが増加し、

後くらいにうつ状態が増加する傾向がある

ものと推定された。一般身体科受診患者の

調査結果からは、精神医学的問題によるた

めの身体科受診者の数はこれまでに

行った調査結果に比べると少ないと言える。

身体科医の精神医学的トレーニングの問題

はおくとして、この結果が震災後に身体科

へ精神医学的問題を抱えた患者の受診が目

立って増加はしていない結果であると言え

るかを確認するべく新調査を実施したわけ

であるが、その結果では災害後

査時点での印象を問う問

「減った」「やや減った」「変わらない」の

回答が有意に増えており、発災時の印象は

災害後 3 年半の時点では下方修正されてい

ることから、震災後に目立って増加したと

いうことではないという推測を補強するも

のと考えられた。

２）身体科受診者中の精神医学的問題を持

つ例の早期発見の手掛かり

 身体科受診者の中の精神医学的問題に

よる訴えであると思われる症例の発見と適

切な精神科的介入のためには、研究③でま

とめることが出来た典型例から把握される

特徴に注意して診療するべきことを、今後

身体科医師に理解してもらう啓発活動が必

要である。注意すべき特徴として、

年、b)主訴が不眠、

避難先を転々とするストレスの体験や比

較的強い放射能不安を抱える人、

おり、震災・原発事故の後の経過時間によ

り精神新患の種類の違いによると思われる

受診動向に違いが認められた。以前の結果

と今回の結果とを合わせて考えると、震災

後間もない時期にはストレス関連障害やス

トレスに起因するそう状態の悪化、器質疾

患患者のせん妄の悪化などが増加し、

後くらいにうつ状態が増加する傾向がある

ものと推定された。一般身体科受診患者の

調査結果からは、精神医学的問題によるた

めの身体科受診者の数はこれまでに

行った調査結果に比べると少ないと言える。

身体科医の精神医学的トレーニングの問題

はおくとして、この結果が震災後に身体科

へ精神医学的問題を抱えた患者の受診が目

立って増加はしていない結果であると言え

るかを確認するべく新調査を実施したわけ

であるが、その結果では災害後

査時点での印象を問う問

「減った」「やや減った」「変わらない」の

意に増えており、発災時の印象は

年半の時点では下方修正されてい

ることから、震災後に目立って増加したと

いうことではないという推測を補強するも

のと考えられた。 

２）身体科受診者中の精神医学的問題を持

つ例の早期発見の手掛かり

身体科受診者の中の精神医学的問題に

よる訴えであると思われる症例の発見と適

切な精神科的介入のためには、研究③でま

とめることが出来た典型例から把握される

特徴に注意して診療するべきことを、今後

身体科医師に理解してもらう啓発活動が必

要である。注意すべき特徴として、

主訴が不眠、眩暈、食欲低下など、

避難先を転々とするストレスの体験や比

較的強い放射能不安を抱える人、

おり、震災・原発事故の後の経過時間によ

り精神新患の種類の違いによると思われる

受診動向に違いが認められた。以前の結果

と今回の結果とを合わせて考えると、震災

後間もない時期にはストレス関連障害やス

トレスに起因するそう状態の悪化、器質疾

患患者のせん妄の悪化などが増加し、

後くらいにうつ状態が増加する傾向がある

ものと推定された。一般身体科受診患者の

調査結果からは、精神医学的問題によるた

めの身体科受診者の数はこれまでに WHO

行った調査結果に比べると少ないと言える。

身体科医の精神医学的トレーニングの問題

はおくとして、この結果が震災後に身体科

へ精神医学的問題を抱えた患者の受診が目

立って増加はしていない結果であると言え

るかを確認するべく新調査を実施したわけ

であるが、その結果では災害後 3 年半の調

査時点での印象を問う問 2 の回答の方が、

「減った」「やや減った」「変わらない」の

意に増えており、発災時の印象は

年半の時点では下方修正されてい

ることから、震災後に目立って増加したと

いうことではないという推測を補強するも

２）身体科受診者中の精神医学的問題を持

つ例の早期発見の手掛かり 

身体科受診者の中の精神医学的問題に

よる訴えであると思われる症例の発見と適

切な精神科的介入のためには、研究③でま

とめることが出来た典型例から把握される

特徴に注意して診療するべきことを、今後

身体科医師に理解してもらう啓発活動が必

要である。注意すべき特徴として、a)

眩暈、食欲低下など、

避難先を転々とするストレスの体験や比

較的強い放射能不安を抱える人、d)以前か

おり、震災・原発事故の後の経過時間によ

り精神新患の種類の違いによると思われる

受診動向に違いが認められた。以前の結果

と今回の結果とを合わせて考えると、震災

後間もない時期にはストレス関連障害やス

トレスに起因するそう状態の悪化、器質疾

患患者のせん妄の悪化などが増加し、1 年

後くらいにうつ状態が増加する傾向がある

ものと推定された。一般身体科受診患者の

調査結果からは、精神医学的問題によるた

WHO が

行った調査結果に比べると少ないと言える。

身体科医の精神医学的トレーニングの問題

はおくとして、この結果が震災後に身体科

へ精神医学的問題を抱えた患者の受診が目

立って増加はしていない結果であると言え

るかを確認するべく新調査を実施したわけ

年半の調

の回答の方が、

「減った」「やや減った」「変わらない」の

意に増えており、発災時の印象は

年半の時点では下方修正されてい

ることから、震災後に目立って増加したと

いうことではないという推測を補強するも

２）身体科受診者中の精神医学的問題を持

身体科受診者の中の精神医学的問題に

よる訴えであると思われる症例の発見と適

切な精神科的介入のためには、研究③でま

とめることが出来た典型例から把握される

特徴に注意して診療するべきことを、今後

身体科医師に理解してもらう啓発活動が必

a)中高

眩暈、食欲低下など、

避難先を転々とするストレスの体験や比

以前か



ら治療していた疾患がある、とまとめられ

る。 

３）福島県における震災関連自殺の実態と

早期介入の手掛かり 

本研究④で判明した福島県の震災関連自

死者の特徴から、次のような自殺予防の手

掛かりが示唆されるものと考える。すなわ

ち、ア）危険因子として住居変化、職業変

化、家族変化が挙げられるので、こういう

危険因子を多く持つ人に予防的働きかけを

行うこと、イ）精神疾患罹病・治療歴を持

つ人が多いことが分かったので、実際に精

神疾患のために受療している人の相談には

特に力を入れて取り組むべきこと、ウ）悩

みを周囲に訴える行動をする人が多いこと

が分かったので、悩みを訴える人の悩み相

談にきちんと対応できる体制をとること、

である。 

 

４）大災害から災害弱者と市民を守る提言

の意義 

 

私たちがまとめた提言は、大災害を実際

に体験した中で実感した問題点を出発点と

して作成したものであり、リアリティを持

つものあると考えている。ここで提言した、

提言した私たち自身が率先して実現に努力

し、国、自治体や社会にも真剣に受け止め

実現する努力を払っていただけることを期

待している。DPAT(災害派遣精神医療チー

ム)等の災害精神科医療支援チームの派遣

と受け入れのシステム、広域応援に関する

自治体間の協定締結、福祉避難所の整備な

ど、動き出している部分もあるので、今後

の進展に期待したい。 

 

E 結論 

 東日本大震災と原発事故のような複合大
災害が起きることは稀であるとはいえ、「東
海」「東南海」「南海」の大地震はいつおき
ても不思議ではないと言われている今日、
東日本大震災と原発事故の与えた精神医学
的問題の教訓から学び、起こりうる将来の
大災害に備えることは重要である。 

 今回の大災害の精神医学的影響を福島県
において調査研究した私たちの研究結果か
らは、次の諸点を大災害への備えとしてま
とめておきたい。このまとめが、起こりう
る大災害の精神的影響・精神医学的問題を
最小限に抑えるために役立つことを念願し
ている。 

１） 災害直後から精神医学的問題は起こる
ものであり、災害後の時期に応じて起
こりうる問題が異なる。精神疾患の悪
化あるいは新規発生には、時期により
問題が異なることを念頭に、対応策を
とることが必要である。 

２） 精神医学的問題は一般身体科の診療施
設受診者のなかにも現われる。一般身
体科医師が、今回の調査研究から得ら
れたリスク因子を念頭に診療を勧め
られるように啓発活動を行う必要が
ある。 

３） 災害による避難生活などの長期化によ
り、関連自殺の問題が起こりうる。今
回の研究から得られた関連自殺のリ
スク因子と早期介入のポイントを、こ
ころのケアに当たるスタッフが心得
て活動できるように、広く啓発活動を
行うことが必要である。 

４） 大災害から災害弱者と市民を守る提言
に含まれる施策を、早期に実施するよ
うに私たち自身を先頭に、国、自治体、
社会が努力することが望まれる。 

 

F 健康危険情報 

 東日本大震災と原発事故のような複合大
災害は今後も起こりうる実際の危険なので、
そうした大災害が与える精神医学的影響に
備え、問題を最小限に抑えるための対策を



講じること、関係者に啓発活動を行うこと
が切実に求められている。 
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研究要旨 

 本研究では被災地におけるこころのケアの体制づくりについて継時的に概観していくことを目的とした。

平成 23 年 3月 11 日の東日本大震災により岩手県沿岸の住民はメンタルヘルスの危機が生じた。発災直後よ

り岩手医科大学では以前の震災時に構築していたこころのケア体制を基盤として、全学的なケア体制の中で

活動を開始した。加えて、各関係機関との連携により被災地のこころのケアの方向性を検討し、こころのケ

アチームの窓口を岩手県に一本化した。こころのケアチームの活動は 2011 年 3月より岩手県沿岸で開始し、

2012 年 2月より、岩手県こころのケアセンターを設置し、長期的な支援体制を構築した。その後、さらに包

括的な支援体制を構築して、地域のこころのケアや健康づくり事業の推進している。被災者はいまだ困難を

抱えている状況であり、今後も被災地の復興状況と連動しながらメンタルヘルス対策を行っていくことが求

められる。 

 

Keywords  災害、岩手県、こころのケア、災害医学 

 

A．研究目的 

平成 23 年 3月 11 日に発生した東日本大震災津波

は、国内観測史上類を見ない規模の大地震と巨大津

波、その後断続的に発生した余震によって、岩手県

においても多くの尊い命と財産が奪われた。 

 津波は、過去の津波を凌ぐ大規模なものであり、沿

岸地域における人的、物的被害は想像を絶するもの

であった。平成 26 年度になっても今なお被災地では

被災者が困難な生活を送っている。本研究では、被

災後のこころのケアの地域における長期的な体制づ

くりを検討する目的として、岩手医科大学における

こころケア活動の経時的な活動の実態を調査した。 

 

B．研究方法 

本研究では、平成 23 年 3月 11 日の東日本大震災

津波以後の岩手医科大学における被災地のこころの

ケア活動を経時的に調査した。 

（倫理面への配慮） 

本研究の実施にあたっては、個人を特定できる情報

は使用せず、倫理的配慮を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

１）こころのケア活動の準備期 

 岩手医科大学では、2004 年（平成 16 年）10 月 23

日の新潟県中越地震において精神科講座担当者会議

によるこころのケアチームの派遣に協力させていた

だき、大学全体としての派遣体制の構築が始まった。

神経精神科学講座では精神科医、附属病院医療相談

室では精神保健福祉士等医療ソーシャルワーカー、

臨床心理室では臨床心理士、精神科病棟から看護師、



事務職、運転手という構成でのチーム編成体制がつ

くられた。また、ケア活動で使用する医薬品の準備

は附属病院医務課と薬剤部が担当することになった。

その後、岩手県における震災後のこころのケアのマ

ニュアルが整備され、全県的なケアの体制づくりが

行われるようになった。  

その後、2008 年（平成 20 年）6月 14 日（土）の

岩手・宮城内陸地震でも岩手県こころのケアチーム

の第一陣の派遣を行った。この時には、新潟県中越

地震での派遣体制を踏襲し、大学としての派遣や体

制づくり、岩手県における実施体制が円滑に行われ

た。岩手医科大学医学部神経精神科学講座では自殺

多発地域であった岩手県久慈地域に自殺対策を実施

していたが、同地域では自殺対策の実務者ネットワ

ークで、同講座精神科医や災害支援に加わった久慈

保健所保健師、DMAT で協力した救命救急士らが災害

時のこころのケアの教育活動も行った。このような

教育活動は、その直後に 2008 年 7月 24 日岩手県沿

岸北部地震での災害直後よりのこころのケア活動で

も、速やかな災害弱者の把握や、地域全体のケア活

動の計画立案に役立った。 

岩手県災害医療支援ネットワーク（岩手県担当各

課（保健福祉部、医療局など）、岩手医科大学、岩手

県医師会、日本赤十字病院、国立病院機構）におい

ても岩手医科大学神経精神科学講座スタッフも参加

し、災害医療の全体的な流れの中でのこころのケア

についての情報共有や方法論提示等を行った。 

２）精神科救急システムの稼働 

 岩手医科大学は精神科救急ステムの常時対応施設

である。発災日である 3月 11 日より精神科救急対応

が起動していた。 

３）初動期 

岩手医科大学では、附属病院災害対策本部が立ち

上げられ、附属病院の災害対策に関することや、岩

手県の災害医療支援計画に関することや、沿岸各地

の避難所の診療支援を一本化した。また、岩手県等

からの通常医師派遣要請に関わる医療支援体制に関

わることや長期滞在型の災害拠点病院等での診療応

援に関することや、大学としての行政への要望に関

することなどの対応を行うために災害時地域医療支

援室が設置され、被災学生の就学支援等については

学生支援対策室が担当した。これらの 3組織が岩手

医科大学東北地方太平洋沖地震緊急対策会議のもと

にまとめられ、総合的な支援の組織体制を整備した。

そして、3 月 15 日より 3 月 22 日まで、岩手医科大

学における災害派遣医療チームにメンタルヘルス関

連各科（精神科、心療内科、睡眠医療科）が加わり、

岩手県沿岸での災害医療を開始した。そして、初動

での災害現場での活動を行いながら、今後のこころ

のケアの在り方を計画立案した。 

４）こころのケアチームの派遣 

現地では、避難所巡回、ハイリスク者訪問、保健師

など地域精神保健スタッフとの連携が必要となる。

たとえば、巡回や訪問にあたっては、ルート確保、

避難所情報など現場情報が必要となる。保健所や市

町村など行政との連携なくして、継続的な活動は困

難である。加えて、現場の行政と連携や調整を行う

必要がある。さまざまな支援チームを現地の行政が

調整することは負担が大きい。このため、岩手県に

おける支援チームに関しても、当初より岩手県や岩

手医科大学、日本精神病院協会岩手県支部等の調整

を行い、窓口は岩手県に一本化して、現地との調整

を図る方針が出された。 

発災直後から平成 24 年 3月まで全国から 30 チー

ム以上の「こころのケアチーム」の派遣をいただき、

県、市町村、地域の関係機関が密接に連携し、ここ

ろのケア対策を推進した。こころのケアチームは保

健所、市町村との連携、指示のもとで避難所巡回、

相談、診療が行われた。また、仮設住居への入居後

も、継続して、保健師の訪問への同行や、困難ケー

スのスーパーバイズなどの後方支援的活動や市町村

保健師からの依頼ケースの対応も行われた 。 

 われわれも3月24日より岩手県北沿岸の久慈地域

において岩手県のこころのケアチームとして、岩手

県北沿岸医療圏の該当 4市町村、久慈保健所、久慈

医師会と連携し、活動を開始した。当初、ケアチー

ムの活動は避難所巡回、ハイリスク者の個別訪問、

遺族支援、従事者ケアを中心として開始した。岩手

医科大学での災害時のこころのケアの活動は、岩手

県におけるモデル構築の位置づけとなることもあり、

岩手県障がい保健福祉課や岩手県精神保健福祉セン

ターと相互補完的な協力体制をとってきた。岩手医

科大学では岩手県こころのケアチームとして、久慈

地域（久慈市、洋野町、野田村、普代村）を担当し

た。災害の相談拠点である野田村こころの健康相談

センターを中心に、相談、訪問、従事者教育、保健

事業への協力などの支援活動を行った。 

震災、津波発生当初は、避難、誘導を行い、傷病

者の救命、処置、経過観察が中心であった。そして、

医療者・医療資器材・薬品の状況確認と確保を目標



に、医療体制の再構築が行われた。精神障害者への

早期の対応も求められ、地元医療機関では早期に医

療機関が対応を行っていた 。加えて、被災者への支

援物資の適切な配布、避難所の衛生管理（新鮮な空

気・暖かさ・清潔保持・食事と水分）と環境整備（感

染予防・人間関係の調整・コミュニティへの配慮）

が重要であった。また、震災当初より遺族支援も開

始した。災害発生当初の遺族支援の目標は、ご遺族

の安否や生活状況、心理状態等を確認して、見守り、

支援を提供することであった。コンタクトは避難所

巡回、こころのケアの相談、災害支援の一環、役場

窓口を訪れた際の確認等、遺族の状況に寄り添いな

がら実施した。 

５）こころのケアセンター活動の開始 

災害発生当初は、医師、看護師、保健師、臨床心理

士、精神保健福祉士、社会福祉士など精神科専門職

で構成されるこころのケアチームが被災地の保健

所・自治体との連携・指示により避難所での巡回相

談や診療が行われる。東日本大震災でも大規模災害

であったため、県内の支援だけではチームの充足は

困難であり、全国の病院や行政機関などから派遣を

受けた。財源としても災害救助法の範疇で支援が提

供されていた。その後、仮設住居が設置されていく

と、仮設住居への訪問や保健事業の支援が必要とな

る。避難所設置時期では被災住民へ集団的介入が可

能な時期であるが、仮設住居へ入居後は、被災住民

の個別介入が主体となる。岩手県においても、平成

23年4月より被災の影響が強い自治体において震災

こころの相談室を開設開始し、個別相談や支援者へ

のスーパーバイズ等が開始され、同年 8月までに最

終的に 7か所に設置された。 

 このような多職種専門職によるこころのケアチー

ムによるこころのケアを中長期的に継続していくた

めに、こころのケアセンターによる事業が構築され

た。岩手県では、岩手県から岩手医科大学内に業務

委託により「岩手県こころのケアセンター」を同大

学内に、「地域こころのケアセンター」を沿岸４か所

に設置された。こころのケアチームが行ってきた地

域・地元市町村支援を中心とした活動が基本となる

が、先に述べた中長期的には地域主体の精神保健活

動への移行が可能となるように支援することが目標

となる。 

５）岩手県こころのケアセンターの活動概況 

１）平成 24 年度の岩手県こころのケアセンターの活

動（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日） 

相談支援 7,444 件（震災こころの相談室実施回数 

323 回 1,294 名 支援者面接 916 件を含む） 

・市町村,関係機関等との連絡調整・ケース検討等（会

議参加 662 回 1,636 名 ケース検討会 190 回） 

・住民健康教育,人材養成研修等(実施回数 352 回 

参加人数 12,479 名) 

・サロン,仮設集会所等での活動への支援（実施回数 

48 回 参加人数 296 名） 

・地域保健活動（特定健診,全戸訪問等）への支援（実

施回数 1,627 回 参加人数  2,455 名） 

・支援者に対する研修,技術援助等（専門家による同

行訪問 167 件 スーパーバイズ 117 件 

 保健師向け技術支援研修会 5 回 参加人数 266 名 

センター職員研修会 97 回 参加人数 580 名） 

２）平成 25 年度の岩手県こころのケアセンターの活

動（平成２５年４月１日～平成２６年３月３１日） 

・相談支援 10,201 件（震災こころの相談室実施回

数 278 回 1,573 名 支援者面接 2,435 件を含む） 

・市町村,関係機関等との連絡調整・ケース検討等（会

議参加 2,766 回 7,009 名 ケース検討会 202 回） 

・住民健康教育,人材養成研修等(実施回数 303 回 

参加人数 8,033 名) 

・サロン,仮設集会所等での活動への支援（実施回数 

160 回 参加人数 1,392 名） 

・地域保健活動（特定健診,全戸訪問等）への支援（実

施回数 3,261 回 参加人数 4,908 名） 

・支援者に対する研修,技術援助等（専門家による同

行訪問 982 件 スーパーバイズ 2,803 件 

 保健師向け技術支援研修会 19 回 参加人数 278

名 センター職員研修会 269 回 参加人数 1,081 名 

３）平成 26 年度途中の岩手県こころのケアセンター

の活動（平成２６年４月１日～平成２６年９月３０

日） 

相談支援 5,906 件（震災こころの相談室実施回数 

147 回 663 名 支援者面接 881 件を含む） 

・市町村,関係機関等との連絡調整・ケース検討等（会

議参加 1,032 回 2,977 名 ケース検討会 18 回） 

・住民健康教育,人材養成研修等(実施回数 154 回 

参加人数 4,226 名) 

・サロン,仮設集会所等での活動への支援（実施回数 

60 回 参加人数 610 名） 

・地域保健活動（特定健診,全戸訪問等）への支援（実

施回数 1,235 回 参加人数  1,481 名） 

・支援者に対する研修,技術援助等（専門家による同

行訪問 250 件 スーパーバイズ 1,304 件 



 保健師向け技術支援研修会 10 回 参加人数 90 名 

センター職員研修会 84 回 参加人数 418 名） 

 

６）いわて子どもケアセンター設置 

平成25年5月に岩手医科大学にいわて子どもケアセ

ンターが設置された。沿岸の児童精神医学領域での

ケアを実践するために、沿岸のサテライトクリニッ

ク、矢巾の岩手医科大学内のセンターにてケアや地

域従事者の教育等の活動を開始している。同学に設

置されている岩手県こころのケアセンターと連携を

とりながら被災地におけるこころのケアを実践して

いる。 

 

Ｄ．考察 

こころのケアの中長期的目標としては、地域が主

体となること、そして地域の医療や保健活動を通し

た被災住民の支援が行き届くこと、被災住民が援助

を求めたとき、支援を享受できる体制を構築するこ

とである。そして、被災地が健康な暮らしを享受し

ながら生活再建や地域の復興を目指すことの基盤を

支援していくことがもとめられる。 

第一に、仮設住居入居が開始されると、それまで

の避難所の集団生活から個々の生活へ状況が変化す

るため、巡回、訪問のニーズだけでなく、援助希求

を背景として相談の場を求めるニーズも高まること

を想定し、相談の拠点を整備する必要がある。第二

として、精神医学的介入の強度を低下させていくと

きに、地域精神保健福祉的介入を強め、最終的に住

民主体で住民力が向上するような目標が必要である。

地域精神保健的介入を実践する上で、関係従事者へ

のケア的な視点や、教育的アプローチが求められる。

第三として、地域への介入を検討する上で、地域を

被災状況やこれまでの精神保健的問題からリスク区

分し、それぞれの地域の状況に合わせて介入を行う

ことを目標となる 。 

加えて、中長期には自殺対策事業の構築も重要で

あり、平成 24年 8月に改正された自殺総合対策大綱

では、自殺対策として「４．心の健康づくりを進め

る」の項目で、あらたに「（４）大規模災害における

被災者の心のケア、生活再建等の推進」が課題とし

て提示された。自殺対策と災害支援はそれぞれに困

難を抱えた人を支援するというアプローチであり、

方法論、システム、人材養成等で共役性がある。 

 

Ｅ．結論 

被災者のこころのケアの領域は大きく「医療」、「保

健」、「福祉」の三領域に区分される。医療では、主

に医療機関等による専門的ケアが実施されている。

具体的にあげると、うつ病、PTSD をはじめとする災

害ストレスと関連した精神疾患の診断・治療等を行

っている。また、すでに精神障害にあったものが被

災によるストレスに影響され、調子を崩し、その対

処を行っている。 

 保健領域では、主に保健師達による予防介入や健

康増進活動としてこころのケアが実施されている。

健康相談、健診、スクリーニング等で震災ストレス

によって影響を受けている住民に対する予防介入、

住民に対する健康教育を通しての健康増進活動、支

援者に対する研修等を通じた人材養成が行われてい

る。 

 福祉領域は、行政の福祉担当課や社会福祉協議会

等による生活支援や見守り活動を実施したり、介護

福祉領域の従事者が高齢者や障害者への支援を行っ

ている。たとえば、こころのケアとして、生活支援

相談員（社協）や民生委員等による訪問活動による

見守り、仮設住宅集会場でのサロン活動、包括支援

センターによる介護予防としてのこころのケアなど

が行われている。 

未だ地域は復興の真っ只中であるが、被災地支援

と自殺対策を連動させながら、今後もこころのケア

センターを含めた被災地保健医療事業を推進し、被

災地住民や各地の心理的危機にある方々への支援が

行き届くような仕組みづくりが推進される体制の構

築が必要である。そして、健康を大切にする地域づ

くりを通して、地域が再構築され、地域住民がここ

ろの豊かな生活を安心して享受できる社会につなが

る取組を提供していくために、長期的な視点で支援

が提供されることが大切である 。今後も被災地の復

興状況と連動しながらメンタルヘルス対策を行って

くことが求められる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 特記事項なし。 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

１）大塚耕太郎、酒井明夫、中村光、赤平美津子：

東日本大震災後の岩手県沿岸の住民のメンタル

ヘルス対策について．精神神経学雑誌 115（５）：

485-491、2013 



２）大塚耕太郎、酒井明夫、遠藤仁：総合病院精

神科における自殺予防の役割.臨床精神医学 43

（6）：885-890，2014 

 

2.  学会発表 

 特記なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 特記事項なし。 

 2. 実用新案登録 

特記事項なし。 

 3.その他 

 特記事項なし。 
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平成 24－26 年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業（精神障害分野）） 

東日本大震災における精神疾患の実態についての疫学的調査と 

効果的な介入方法の開発についての研究 分担研究報告書 
 

沿岸部津波被災地域の妊産婦と児童の心理社会的状況に関する実態調査 

 

分担研究者  富田博秋  １） 

 

１）東北大学災害科学国際研究所 災害精神医学分野 

 

 

研究要旨 

東日本大震災は、死者 15,889 人、行方不明者 2,594 人、家屋大規模損壊約 40 万戸（警察庁、平成 26 年

12 月 10 日現在）という甚大な被害をもたらした。地震、津波、原発事故に起因する心的外傷性のストレス

や喪失、環境の変化に伴うストレスは多くの人の心身に大きな影響を及ぼすものと考えられ、沿岸部津波被

災地域の災害関連精神疾患の実態を把握することは重要な課題である。本研究は被災者の中でも特に配慮が

必要な妊産婦と児童に焦点をあて、平成 24 年度は周産期に被災した妊産婦の被災状況と母体の精神状態およ

び育児に与える影響について、平成 25 年度、26 年度は児童を対象とした調査を行った。平成 24 年度は東日

本大震災発災時に周産期を体験した宮城県七ヶ浜町在住の母親を対象に問診票を配布し、被災状況、発災時

の様子、現在の精神状態、母子の愛着などについての把握を行い、また、その中で協力の得られる対象者か

らは更に詳細な聞き取りを行った。周産期という特殊な時期に大災害に被災することにより、母親は生活お

よび健康面に多様な影響を受けていること、また、妊産婦にも配慮した災害対策を進めていく必要性が明ら

かになった。平成 25 年度、26 年度は、東日本大震災による子どものこころの健康に関する実態を把握する

ため、災害科学国際研究所と宮城県こども総合センターとの共同で、名取市の小中学校の生徒の生活状況、

こころの健康状態を把握し経年変化を評価した。名取市内の名取市は小学校 11 校、中学校 5校に通学する児

童のうち、調査の趣旨を理解した上で同意が得られた、児童、および、その保護者と担任教諭を対象とした。

質問票には子ども版災害後ストレス評価尺度（Post Traumaic Symptoms Scale for Children: PTSCC15）、子

どもの強さと困難さアンケート（SDQ）などともに、保護者から現在の生活状況、震災前後の生活状況、担任

教諭から、学校での様子に関する情報の収集を行い、多角的な把握を行った。PTSCC15 スコアの平均値は平

成 25 年度 18.0、26 年度 17.2 点で僅かに改善した。PTSCC15 スコアは 2回の調査とも学年とともに増加し、

特に中学女児で得点が高い傾向があった。いやなこと、怖いことで思い浮かべることに対して東日本大震災

をあげる児童は 2 回目でやや減少していたが、学校をあげる児童は横ばいであった。SDQ スコアの平均値は

平成 25 年度 11.8 点、26 年度 11.7 点と同程度に推移した。2回の調査ともで、学年とともに緩やかに減少す

る傾向がみられた。朝食を摂取しない児童、ゲーム、PC、携帯電話の使用時間が長い児童は PTSSC15 スコア

が高い傾向があり、注意を要することが示唆された。１年を経て、若干の改善傾向は示しているものの、依

然、震災後の児童のこころの健康の状態には注意を払う必要があり、こころの健康状態を生活状況、生活習

慣と併せて把握し、教育の現場と連携して、ケアを進めていく必要があると考えられた。 

Keywords  災害、抑うつ、児童 

 

研究協力者氏名・所属研究機関名及び所属研究機

関における職名 

１） 吉田弘和・宮城県子ども総合センター・

主任主査 
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２） 本間博彰・宮城県子ども総合センター・

所長 

３） 小林奈津子・東北大学大学院医学研究科 

精神神経学・大学院生 

４） 本多奈美・東北大学病院 精神科・講師 

５） 松岡洋夫・東北大学大学院医学研究科 

精神神経学・教授 

６） 根本晴美・東北大学 災害科学国際研究

所 災害精神医学分野・研究支援者 

 

Ａ．研究目的 

東日本大震災は、死者15,889人、行方不明者2,594

人、家屋大規模損壊約 40 万戸（警察庁、平成 26 年

12 月 10 日現在）という甚大な被害をもたらした。

地震、津波、原発事故に起因する心的外傷性のスト

レスや喪失、環境の変化に伴うストレスは多くの人

の心身に大きな影響を及ぼすものと考えられ、沿岸

部津波被災地域の災害関連精神疾患の実態を把握す

ることは重要な課題である。本研究は被災者の中で

も特に配慮が必要な妊産婦と児童に焦点をあて、平

成 24 年度は周産期に被災した妊産婦の被災状況と

母体の精神状態および育児に与える影響について、

平成 25 年度、26 年度は児童を対象とした調査を行

った。 

平成 24 年度は、周産期の被災における状況調査と

母体の精神状態および育児に与える影響について調

査を行った。妊産婦は災害弱者に含まれ、身体的に

も精神的にも多大なストレスに曝されることが、産

科的予後（子宮内発達遅延・低出生体重児・早産等）

や母体の精神状態（特に心的外傷後ストレス症候群

やうつ病の発症）に影響を与えているとする研究が

ある。本研究では、平成 23 年 3月 11 日発生の東日

本大震災に関し、周産期という特異な状態における

被災の実態と、被災状況が母体の精神状態および育

児に及ぼす影響を把握することを目的とした。また、

被災後の生活への適応および外傷体験からの回復に

対する阻害因子／促進因子を抽出し、より有効な支

援体制に必要な条件を検討することを目指した。 

平成 25 年度は、東日本大震災以降懸念される災害

の児童の心理社会的側面への影響についての実態を

解明し、メンタルヘルス支援を有効に行うために有

益な情報を抽出することを目的に、津波による被災

が顕著であった地域の小・中学校の児童を対象に調

査を行い、平成 26 年度はその後の状況の推移を把握

するために 2回目の調査を行った。 

  

Ｂ．研究の対象および方法  

 

平成 24 年度調査対象：2010 年 3月 11 日（東日本大

震災前後）から 2011 年 9月 11 日（半年後）に出産

に至った、宮城県七ヶ浜町在住の母親およびその児。 

 

平成 25 年度・平成 26 年度調査対象：名取市内の名

取市は小学校 11 校、中学校 5校に通学する児童のう

ち、調査の趣旨を理解した上で同意が得られた、児

童、および、その保護者と担任教諭。平成 25 年度対

象人数：小学生4,611名 中学生2,298名 計6,909

名。平成 26年度対象人数：小学生 4,706 名 中学生

2,315 名 計 7,021 名。 

 

平成 24 年度調査方法：2012 年 10 月～2013 年 3 月

の間、月に 1回の頻度で 6回に渡って行われた七ヶ

浜町の 1歳半健診会場を訪問し、自然災害が健康に

及ぼす影響に関する概要の説明とアンケート調査の

趣旨説明を行い、協力依頼・同意書取得を行った。

アンケートは記入の上、返送を依頼。アンケート内

に、児または母の相談希望および聞き取り調査への

協力を尋ねる質問項目を設け、希望／協力可とあっ

た対象者に連絡をとり、後日、訪問聞き取り調査を

依頼した。質問票には下記の 3種を含めた。 

① 家庭状況，被災状況・避難の経過 

② CES-D：center for epidemilogic studies 

depression scale（震災後 1年半後の時点） 

③ MIB-J：Mother-to-Infant Bonding Scale

赤ちゃんへの気持ち質問票（震災後 1年半後の時点） 

 

平成 25 年度・平成 26 年度調査方法：問診票を名取

市教育委員会に受け渡し、教育委員会から各学校に

送付され、各学級の担任から児童に問診票の配布が

行われた。本調査は単に東日本大震災のこどもの精

神行動への影響の実態を把握するだけでなく、必要

なケアを提供できる体制での調査を行った。調査の

データ解析は、東北大学災害科学国際研究所災害精

神医学分野で行った。 

 質問票には子ども版災害後ストレス評価尺度

（Post Trauma2c Symptoms Scale for Children: 
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PTSCC15）と子どもの強さと困難さアンケート（SDQ）

を含め、PTSCC15 は災害後のこころの反応を評価す

る評価尺度で、全 15 項目（PTSD8 項目、抑うつ 7項

目の下位尺度）の質問を 0点から 5点までの 6段階

で評価する(0-75 点)。小 1-3 は保護者、小 4-中 3

は児童本人が記載を行った。本調査では、冒頭に「こ

のごろの体の調子やきもちについて」と指示をして

おり、震災に関わらず現在の児童のメンタルヘルス

を評価できるようにしている。「いやなこと、こわい

こと、悪いこと」は何か特定する設問が最後にあり、

震災関連かどうかを判断した。PTSSC15 には cut off

が規定されていないが、本調査では、40点以上を高

得点者とした。 

 子どもの生活上の困難さについて大人が評価を行

う SDQ は、保護者が記載を行った。情緒面、行為面、

多動・衝動性、仲間関係について、合計を 0-40 点で

評価し、本調査では 19 点以上を高得点者とした。 

 PTSSC15 と SDQ については評価尺度の概要や児童

への指導の際の配慮とともに、全体の中で上位 5%の

高得点となった児童を高得点者として、各学校に伝

え、適宜、個別の支援に繋げた。 

 この他、保護者が、現在の生活調査票、震災前後

の生活調査票の記載を、担任の教諭が学校基礎調査

票と学校の生活調査の記載を行った。学校基礎調査

では、各学年のクラス数、生徒数（男児数、女児数）

を把握し、学校の生活調査では、保護者の観点だけ

でなく多角的に子どもの生活を評価するために「出

席状況」「学習集熟度」「クラスメートとの関係」「集

団活動」「家庭状況」に関する情報が含まれた。また、

睡眠、朝食の習慣、テレビ視聴、ゲーム、PC、携帯

電話の利用時間についても質問を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

平成 24 年度調査結果： 

① 被災状況 

健診会場におけるアンケート配布者：32 人 

アンケート返送者：23 人（回収率 71.9%） 

聴き取り調査協力者：11人（返送者の 47.8%） 

母親の年齢（母）：平均 30.8 歳（24-43 歳） 

自宅の被害状況としては、全壊 5人，半壊 2人の被

災を受けた対象者を含んでいた。避難の経過（震災

直後からの 1週間の主な生活場所）としては、避難

所 2人，親族・知人の家宅 12 人での避難を経験した

対象者を含んでいた。精神的に最もつらかったこと

としては「妊婦であったため、自分は水汲みや買い

出しに行けず、家族に行ってもらうことになったこ

と。」「何かあってもすぐに病院に行けないというこ

と。」「衛生面で不十分であったこと。」「自宅は全壊

で避難所から自宅に帰れなかったこと。」「何も手に

つかなくなったり、妙に怒りっぽくなっていたこと。」

などがあげられた。 

② CES-D について 

CES-D の平均点数は 10.04 点で、カットオフ 16 点以

上の対象者は 3名であった（13%）。カットオフ以上

となった 3名には、震災の影響が主と思われる対象

者と、震災とは直接関連のない要因の影響（対人関

係へのコーピング）が大きいと思われる対象者が含

まれていた。 

③ MIB-J について 

平均点数は 3.35 点で、特に点数が高い項目は見られ

なかった。MIB-J 高得点者は CES-D も高得点である

傾向をみとめた。「子どもに対して、いらいらして、

嫌な気持ちになる」、「子どもに対して、怒りがこみ

あげてくる」をともに回答した対象者が 10 名（43.5%）

おり、経過観察を要すると思われた。 

 

平成 25 年度・平成 26 年度調査結果： 

平成25年度の回答率が小学生84.2%、中学生61.4%、

計 76.9%、平成 26 年度の回答率は小学生 79.3%、中

学生 50.1%、計 69.6%で、2年目の回答率は初回に比

べ減っていた。 

PTSCC15 では 40 点以上の高得点者の児童が、１回

目調査では 307 名(全回答の 5.8%)で、２回目調査で

は 256 名(全回答の 5.2%)であり、回答率の低下を考

慮しても減少していた。PTSCC15 の平均値でみても、

１回目が 18.0 点、２回目が 17.2 点で僅かに低い値

を示した。２回の調査結果ともに、学年とともに

PTSCC15 スコアは増加し、特に中学女児で得点が高

い傾向があった。いやなこと、怖いことで思い浮か

べることに対して東日本大震災をあげる児童は２回

目に調査では昨年より減少していたが、学校をあげ

る児童は横ばいであった。 

 SDQで 19点以上の高得点者を示す児童は1回目調

査では 328 名(全回答の 6.2%)、２回目調査では 262

名(全回答の 5.4%)で、やはり回答率の低下を考慮し

ても減少していた。２回の調査ともで、男女ともに、
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学年が上がるのに従って SDQ スコアには減少傾向を

認めた。SDQ スコアの平均値でみると１回目で

11.8％、2 回目で 11.7 点と同程度に推移していた。

２回の調査ともで SDQ スコアは学年とともに緩やか

に減少する傾向がみられた。 

生活習慣としては、２回の調査ともで、ほぼ 9割

の児童は毎日朝食を食べている結果となった。朝食

を毎日食べない児童は学年が上がるにつれて増え、

２回目調査時の中学男児 2.1%、女児 3.4%であった。

１回目に比べると小学低学年、中学女児の割合が増

加していた。２回の調査ともで睡眠時間は学年が上

がるごとに短くなる（入眠時間が遅い）傾向にあり、

休日の睡眠時間は男児より女児の方が長い傾向があ

った。男児では小学校高学年以降になると、ゲーム

をする時間が長くなり、平日 3時間以上過ごす児童

は 5%前後、平日 3時間以上過ごす児童は 20%前後で

あった。携帯電話、PC、スマートフォン、タブレッ

トを使用する時間は男女とも学年が上がるにしたが

って増え、中学生になると平日で 1割前後、休日に

は 2割前後の児童が 3時間以上時間を費やすと回答

した。朝食を摂取しない児童、ゲーム、PC、携帯電

話の使用時間が長い児童は PTSSC15 スコアが高い傾

向があり、注意を要することが示唆された。 

 

Ｄ．考察 

平成 24 年度調査結果の考察： 

平成 23 年 3月 11 日発生の東日本大震災に関し、周

産期という特異な状態における被災の実態と、被災

状況が母体の精神状態および育児に及ぼす影響を把

握する上で、実際に対面して聞き取りを行うことで、

問診票調査からは得られない具体的な情報が得られ

たという意味で本調査には一定の意義があったが、

自治体の規模が小さいこともあり、調査対象者が少

なく、今後、対象を広げて実態の把握を行う必要が

あると考えられた。出産後/発災からの時間経過を考

慮する必要があると考えられる。 

 

平成 25 年度・平成 26 年度調査結果の考察： 

平成25年度の1回目調査と翌年の２回目調査を比較

すると、１年を経て若干の改善傾向は示しているも

のの、依然、震災後の児童のこころの健康の状態に

は注意を払う必要がある状況にあることが示された。 

 PTSCC15 スコアが学年とともに増加し、特に中学

女児で得点が高いことや、SDQ スコアが男女ともに、

学年が上がるのに従って減少傾向にあることなどは

普遍的な傾向である可能性が示唆された。 

 こころの健康状態は、朝食の摂取状況、ゲーム、

携帯電話、PCなどの通信機器の利用などの生活状況、

生活習慣と密接に関連していることが改めて示され

た。殊に、小学校低学年や中学女児で朝食を食べな

い児童の割合が増加していることは注意をするべき

ことと考えられる。また、男児では特にゲーム、ま

た、男女を問わず携帯電話、PC などに割く時間が長

くなっており、これらの機器の使用の在り方に関し

ても、何らかの取り組みが必要であると考えられる。

児童のこころの健康状態を生活習慣の併せて把握し、

教育の現場と連携して、ケアを進めていく必要があ

ると考えられた。 

 

Ｅ．結論 

本研究は災害時に特別な配慮が必要な集団の中から

妊産婦と児童の問題をとりあげ、東日本大震災の心

理社会的影響の実態を明らかにした。周産期という

特殊な時期に大災害に被災することにより、母親は

生活および健康面に多様な影響を受けており、災害

の影響の母子への影響を今後、長期に渡って把握す

る必要があると考えられる。また、震災以降時間と

ともに若干の改善傾向は示しているものの、依然、

震災後の児童のこころの健康の状態には注意を払う

必要がある状況にあることが示された。朝食を摂取

しない児童、ゲーム、PC、携帯電話の使用時間が長

い児童は PTSSC15 スコアが高い傾向があり、注意を

要する。被災地域の児童のこころの健康状態を生活

状況、生活習慣と併せて把握し、教育の現場と連携

して、ケアを進めていく必要がある。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  該当なし 

 

Ｇ．研究発表 

論文発表 

1. 富田博秋、鈴木大輔：災害による PTSD の疫学と

リスクファクター．特集 災害ストレスと PTSD；災

害医療の観点から．Pharma Medica 30 (12), 13-17, 

2012 
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2. 富田博秋、根本晴美：第 6章 災害時の精神医療

と精神保健．東日本大震災を分析する．明石書店 

pp82-91, 2013 

3. 富田博秋、根本晴美：災害時の精神医療保健に関

わる対応．土木学会 東日本大震災調査報告書（印刷

中） 

3. 富田博秋、東海林 渉：精神的サポート．糖尿病

医療者のための災害時糖尿病診療マニュアル（日本

糖尿病学会編）．文光堂  pp87-88, 2014 

4. 富田博秋：災害精神医学に関する研究の課題．東

日本大震災からの復興に向けて ～災害精神医学・医

療の課題と展望～ ．精神神経学雑誌 116(3), 

231-236, 2014 

5. Tomita H, Ursano RJ. Breakout session 3 

summary: psychosocial/mental health concerns and 

building community resilience. Disaster Med 

Public Health Prep. 8(4):363-365, 2014 

6. 船越俊一, 大野高志, 小高晃, 奥山純子, 本多

奈美, 井上貴雄, 佐藤祐基, 宮島真貴, 富田博秋, 

傳田健三, 松岡洋夫．自然災害の諸要因が高校生の

心理状態に及ぼす影響の検討―東日本大震災から 1

年 4ヵ月後の高校生実態調査―．精神神経学雑誌

116(7), 541-554, 2014 

7. 富田博秋．東日本大震災から４年目を控えて感じ

ること． 精神医学 56(12), 994-995, 2014 

8. 富田博秋：東日本大震災後の災害精神医学の課題

と展望．東北医学会雑誌（印刷中） 

 

学会発表 

1. 富田博秋. 災害精神医学と被災地精神保健の現

況と展望．第 11 回日本トラウマティック・ストレス

学会．福岡[2012/6/10] 

2. 小野千晶、兪志前、石井直人、富田博秋．末梢血

中の特定の免疫細胞の遺伝子発現プロファイリング

解析～トラウマ性ストレス関連疾患の精神神経免疫

相関機序解明への応用を見据えて～．第 11 回日本ト

ラウマティック・ストレス学会．福岡[2012/6/10] 

3. 鈴木 大輔、築田 美抄、上田 穫、金吉晴、辻 一

郎、富田 博秋．被災者の飲酒・喫煙習慣と精神的健

康との関連．第 11 回日本トラウマティック・ストレ

ス学会．福岡[2012/6/10] 

4. 上田 穫、鈴木 大輔、築田 美抄、金吉晴、辻 一

郎、富田 博秋．沿岸部被災者の精神的健康に対する

生活状況および個人的特性の影響．第 11回日本トラ

ウマティック・ストレス学会．福岡[2012/6/10] 

5. 築田 美抄、上田 穫、鈴木 大輔、金吉晴、辻 一

郎、富田 博秋．「人のつながり」と被災者の精神的

健康．第 11 回日本トラウマティック・ストレス学会．

福岡[2012/6/10] 

6. Tomita H. Psychological Impact Learned from 

the 2011 Tohoku Earthquake. UK-Japan Joint 

Workshop Disaster Risk Reduction - Learning from 

the 2011 Great East Japan Earthquake. Tokyo, 

Japan. October 4 -5, 2012 

7. Tomita H, Ono C, Yu Z, Suzuki D, Tsukida M, Ueda 

Y, Hozawa A, Tsuji I. Multi-faceted approaches to 

identify social, psychological, and biological 

factors involved in disaster-related mental 

health problems. 8th APRU Research Symposium on 

Multi-hazards around the Pacific Rim. Sendai, 

Japan. September 21, 2012 

8. Ono C, Yu Z, Ishii N, Tomita H. Gene expression 

profiling of specific immune cells in peripheral 

blood samples as a tool for 

neuropsychoimmunological bases of traumatic 

stress-related diseases. International Society 

for Traumatic Stress Studies 28th Annual Meeting,  

Los Angeles, United States. October 31-November 

1, 2012 

9. Ueda Y, Suzuki D, Tsukida M, Kim Y, Tsuji I, 

Tomita H. The influence of individual 

physical-social characteristics on mental health 

among the Great East Japan Earthquake victims. 

International Society for Traumatic Stress 

Studies 28th Annual Meeting,  Los Angeles, 

United States. October 31-November 1, 2012 

10. Suzuki D, Tsukida M, Ueda Y, Kim Y, Tsuji I, 

Tomita H. Habits of Alcohol Use and Cigarette 

Smoking in Disaster Victims Relate to Mental 

Health.International Society for Traumatic 

Stress Studies 28th Annual Meeting,  Los Angeles, 

United States. October 31-November 1, 2012 

11. Tsukida M, Ueda Y, Suzuki D, Kim Y, Tsuji I, 

Tomita H. Social network and mental health 

conditions among the Great East Japan Earthquake 

victims. International Society for Traumatic 
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cultural aspects of Disaster. UK Japan Disaster 

Risk Reduction Workshop. London (University 

College London), November 22, 2013 

13. 富田博秋．災害精神医学に関する研究の課題．

シンポジウム 18「災害関連精神医学・医療の展望と

課題」（東日本大震災特別委員会 2）第 109 回日本精

神神経学会学術総会 福岡[2013/5/24] 

14. 富田博秋．東日本大震災後のメンタルヘルスの

現状と課題．シンポジウム「東日本大震災後の中長
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ク・ストレス学会 福島市[2014/5/18] 

18. Tomita H. Importance of Mental Health Issues 

after Disasters-for survivors of Great East Japan 
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Disaster Management (Super typhoon Haiyan). 

Manila, Philippine[2014/8/8] 

19. 富田博秋．復興途上における被災者と支援者の

メンタルヘルスと自殺予防～宮城県の現状と課題～

シンポジウム「 東日本大震災後の自殺対策を考える

ー 当事者の就労問題、支援者の労働環境も考えてー」

第 38 回日本自殺予防学会総会．北九州市

[2014/9/13] 

20. Tomita H. Psychosocial impact of Great East 

Japan Earthquake on the elderly and the 

neuroimmune bases of PTSR. Joint Congress of 19th 

Japan Congress of Neuropsychiatry and 14th 

International College of Geriatric 

Psychoneuropharmacology. Tsukuba, Japan. 

[2014/10/3] 

21. 中谷直樹、中村智洋、土屋菜歩、辻一郎、寳澤

篤、富田博秋．東日本大震災の被災地における慢性

疾患治療と就労の関連：七ヶ浜健康増進プロジェク

ト．第 73 回日本公衆衛生学会総会 宇都宮市

[2014/11/7] 

22. 中村智洋、中谷直樹、土屋菜歩、辻一郎、寳澤

篤、富田博秋．東日本大震災における笑いの規定要
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Ｈ．知的所有権の取得状況 

 1. 特許取得 なし 

 2. 実用新案登録 なし 

 3.その他 なし

 



 

厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業精神障害分野） 

東日本大震災における精神疾患の実態についての疫学的調査と 
効果的な介入方法の開発についての研究 

総合研究報告書 

 

疫学調査を現場活動に活用する方法の検討および 

東日本大震災で活動した消防団員の受けた惨事ストレスに関する研究 

 

分担研究者 加藤 寛 

公財）ひょうご震災記念 21世紀研究機構 

兵庫県こころのケアセンターセンター長 

     

抄録  

本研究では、①雲仙普賢岳噴火災害、阪神・淡路大震災、新潟県中越・中越沖地震などの

日本国内の大災害後に、行政組織によって行われてきた調査を概観した上で、東日本大震

災で行われている調査の中で、宮城県が仮設住宅の入居者に対して行った調査について検

討した。国内の大災害後では、行政組織が主体となり健康調査が行われ、精神的問題に関

する項目も含まれていた。問題点として考えられた評価方法とその活用法について考察し

た。②消防庁が平成 24年秋に実施した東北 3県の消防団員を対象とした健康調査のデータ

を、許諾を得て集計解析した。PTSD 症状の多寡および、PTSD 症状に影響した要因につ

いて分析した。個人的な被災状況と活動による惨事ストレスとなる状況が、震災から約 1

年半後の心理的影響にどのように関連したかをロジスティック回帰分析により検討した。

その結果、調査時点の PTSD症状には、惨事ストレス要因の方が強く影響していたことが

分かった。 

 

A 大災害後に行政組織によって行われた

疫学的調査に関する検討 

 大災害後には、被災者を対象としてさま

ざまな疫学調査が行われる。学術的な研究

を指向した調査も多いが、地域保健活動に

活用するために行政組織が行う調査もある。

後者の目的は、心身の健康状態を効率的に

把握し、限られたマンパワーで予防的に介

入することである。本研究では、雲仙普賢

岳噴火災害、阪神・淡路大震災、新潟県中

越・中越沖地震などの日本国内の大災害後

に、行政組織によって行われてきた調査を

概観した。また、東日本大震災で行われて

いる調査の中で、宮城県が仮設住宅の入居

者に対して行った調査についてまとめた。 

 

１．過去の大災害における調査 

① 雲仙普賢岳噴火災害（1991年） 

調査時期：初回調査は避難生活開始から 6

ヶ月後、4年後まで毎年継続 



対象；島原市と深江町の 16歳以上の住民 

方法：GHQ-30 

主な結果：GHQ-30 の高得点者は 67%で、

男性、30 歳代から 50 歳代に高い。高得点

に寄与する要因は、避難回数が 4 回以上、

自営的職業に従事していること、通院して

いることなど。噴火活動終息までは期待さ

れるほどの変化はなく、ようやく降灰など

の噴火活動が収まった 1995年になって、高

得点者の割合が大幅に減少した。 

活用方法：高齢者で GHQ 得点が著しく高

い（21点以上）の住民 240人を第一次訪問

対象者、59歳以下で総得点 21点以上の 576

人を第二次訪問対象者として、保健師によ

る戸別訪問が行われた（初回）。その後も、

保健師を増員して訪問活動を継続した。 

 

② 阪神・淡路大震災（1995年） 

調査時期：県は平成 7年から 4年間、神戸

市や芦屋市が独自調査 

対象：県調査では神戸市と尼崎市以外の仮

設住宅、一般住宅および復興住宅住民。 

方法：県調査では、心理測定尺度として平

成 7年度はオリジナル項目、平成 8年度～9

年度は PTSS-10と KAST、平成 10年度は

IES-R とうつ症状に関するオリジナル項目、

および KAST 

主な結果：平成 8年度は PTSDのハイリス

ク者（PTSS-10の 6点以上）が、仮設住宅

25.2％、一般住宅住民では 16.2%、平成 9

年度は、PTSD のハイリスク者は仮設住宅

21.7%、復興住宅 17.9%、一般住宅 13.9%。

平成 10年度の IES-R25 点以上の者は、仮

設住宅 34.9%、復興住宅 26.0% 

活用方法：保健師等が面接し調査票を回収

しており、調査時点で問題の把握ができた。

調査結果は地域ごとの結果を管轄の保健所

に還元したほか、ハイリスク者のリストを

提供した。リストをもとに地域ごとに訪問

などでフォローした。 

 

③ 新潟県中越・中越沖地震（2004年） 

（小千谷市） 

調査時期：平成 17年度以降 

対象：基本健康診査を受診した市民 

方法：K10 

主な結果：K10総得点 25点以上は平成 17

年度 7.0%、18年度は 4.6%と低減。 

活用方法：高得点者には保健師が面接し状

況を確認 

 

（旧山古志村） 

調査時期：平成 17年から平成 21年までの

5 年間継続。新潟こころのケアセンターと

合同で実施。 

対象：全住民 

方法：GHQ12と SQD 

主な結果：経年的変化では、両尺度のカッ

トオフ値を超えた者の割合は 4 年目までは

低下しているが、5 年目には下げ止まって

いた。ハイリスク者には、女性、年齢の高

いこと、無職であることなどの要因が関連

していたが、家屋被害の程度は影響してい

なかった。 

活用方法：保健師が継続的に訪問 

 

２．東日本大震災における調査 

① 宮城県民間賃貸住宅入居者調査（みな

し仮設調査） 

 平成 23年 12月中旬の時点で仙台市を除

く県内のみなし仮設に住む 12,826 世帯を

対象。調査票は郵送によって配布回収し、



訪問看護ステーション職員などが訪問し回

収する方法も併せて行った。回収期間は平

成 24 年 1 月から 3 月。調査票は 1 枚に 4

名ずつ、各世帯の全住民に関して記載する

形式で作られており、心理的問題について、

K6 質問票、不眠の有無、問題飲酒の有無、

が含まれている。回収数は 9,413 世帯の

26,818人で、回収率は 73.4%であった。平

成 23年度の宮城県見なし仮設調査では K6

総得点 13点以上の割合が、男性 6.2%、女

性 9.8%で、日本の標準化調査 3%程度を大

きく上回っていた。また、年代別に見ると

65 歳以上の高齢者では男性 9.4%、女性

11.1%という結果であった。 

 

② 宮城県プレハブ仮設住宅入居者調査 

 調査時期は平成 24年 9月から 12月で仙

台市、多賀城市、山元町、七ヶ浜町、女川

町を除く、10 市町の応急仮設住宅 15,979

世帯を対象とした。回収は、みなし仮設調

査と同様に郵送と訪問によって行われ、訪

問による回収が 56%を占めた。精神健康度

の指標である K6の結果は、総得点 13点以

上の割合が、男性 8.0%、女性 10.8%で女性

に高く、年代別では男女ともに高齢者に高

いが、40 歳代にも高得点者が多い（男性

8.6%、女性 12.7%）という結果であった。 

 

③ 現場活動との関係 

それぞれの調査結果は、各市町に還元さ

れた。東日本大震災では、沿岸部の自治体

の多くが被災しており、全国からの支援を

受けながら復興関連事業や被災者支援を行

っているという状況が続いていた。したが

って、調査によって関与・支援の必要性が

明らかになっても、対応に割けるマンパワ

ーが確保できるかが、大きな課題であった。

K6の高得点者の割合は 10%程度であるが、

実数にすると数百人に上る場合もあり、具

体的にどのような対応を取るかは、議論し

なければならなかった。 

 筆者は、平成 23年 11月から気仙沼保健

所を定期的に訪れ、復興期における精神保

健活動の計画策定などのコンサルテーショ

ンを行っていた。23年度のみなし仮設調査

が現場の市町に還元されたのは24年6月頃

だったが、現場のスタッフはプレハブ仮設

の対応などに追われており、みなし仮設ま

ではとても関与できないとの切実な声が上

がった。マンパワー不足をどのように補う

か議論を重ねた。県保健所は通常は市町の

助言指導にあたる立場であるが、マンパワ

ー不足を補うために、調査後の訪問や電話

での確認に協力することにし、開設された

ばかりの心のケアセンタースタッフも個別

対応に参加することにした。また、K6総得

点 13 点以上を要フォローの基準にすると、

対応件数が現実的でないため、便宜的に基

準点を上げ、他の項目も同時にチェックさ

れていることを要件にして、訪問や電話で

の確認を始めた。たとえば、気仙沼市では

みなし仮設調査でK6総得点 13点以上かつ、

不眠を訴えているか、朝からの飲酒機会あ

りとした者を最初の対象とした。その後、

次第に対象を拡げ、最終的には K6 総得点

10点以上の場合まで、連絡をすることがで

きた。また、南三陸町の場合は、プレハブ

仮設調査において、K6総得点 16点以上を

対象として、保健師が訪問し状況を確認す

ることから取り組み、定期的に精神科医を

交えたケース検討会を開催し、継続的な関

与の必要性を確認している。 



３．考察 

 国内で発生したほとんどの大災害後では、

行政組織が主体となり被災者を対象とした

健康調査が行われ、精神的問題に関する項

目も含まれていた。問題点として上げられ

るのは、評価方法とその活用法であろう。

評価方法の問題としては、使用する尺度は

何が適切でどのような基準を用いるかとい

う点がある。尺度によって評価されている

状態像は、抑うつ・不安、PTSD、および

アルコール依存であることが多く、標準化

されている尺度が使われていることもあれ

ば、オリジナルの簡単な項目が入れられて

いることもある。標準化されている尺度と

しては、抑うつ・不安に関しては GHQ の

30 項目版や 12 項目版、および K6/K10 が

用いられているが、前者は版権および費用

負担の面で次第に使われなくなってきてい

る。K6/K10は簡便であり、特に K6は項目

数がわずか 6項目でしかも妥当性がK10と

同等以上であることから、使用頻度が高く

東日本大震災後の調査でも広く使われてい

る。K6をスクリーニングに使用し、川上ら

が示した「重度精神障害相当」の基準を採

用した場合、10％程度が該当することが多

い。これをそのまま災害後の広域な地域活

動に使おうとすると、現場活動の容量を超

えてしまい、対応が難しい場合があり、便

宜的に基準をさらに上げるか、他の指標と

組み合わせて、実際の活動の対象を選ぶこ

とが多いようである。川上らは、最近の報

告で項目反応理論（IRT）を用いて、K6の

回答傾向について考察している。岩手県で

行われた被災者コホート研究と、過去に実

施された同県の K6 データを比較したとこ

ろ、被災者調査では K6 の回答で「少しだ

け」を選択する割合が高く、これが得点を

押し上げているために、尺度の精度が低下

している可能性を指摘し、今後災害後の調

査において感度、特異度を再検討する必要

性を述べている。 

 同様のことは、PTSD の評価尺度として

頻用される IES-Rでも生じる可能性がある

だろう。IES-R は Asukai らの 4 つの異な

るサンプルの結果を併せて標準化され、

PTSD 診断の特異性と妥当性が最も高まる

カットオフ値として総得点 25 点が示され

たため、この基準が使われることが多い。

しかし、阪神・淡路大震災の復興期に筆者

らが行った研究では 31 点が最適なカット

オフ値であった。したがって、K6同様に災

害後の調査で使用した場合の、回答特性を

検討し、尺度としての妥当性を検討する研

究が今後求められるだろう。 

 行政が行う健康調査は、調査結果をもと

に関与する対象を選び、訪問などでフォロ

ーしていくことになる。その場合、訪問す

る保健師や福祉担当者などに調査の意味と

限界を理解してもらうことが重要である。

また、実際に面接した場合に、保健師など

の経験に基づく情報収集だけでなく、聞き

取りによるスクリーニングを行える方法を

利用することも必要だろう。 

 

  



B 東日本大震災で活動した消防団員の受け

た惨事ストレスに関する研究 

 

本研究では、消防庁が平成 24年秋に実施

した東北 3 県の消防団員を対象とした健康

調査のデータを、許諾を得て集計解析した。

被災の激しかった沿岸部と、隣接する地域

の消防団員の二群に分けて、個人的被災状

況、組織としての被災状況、惨事ストレス

要因の多寡、PTSD 症状などについて集計

するとともに、PTSD 症状に影響した要因

について検討するために、個人的な被災状

況と活動中の惨事ストレスとなる状況が、

震災から約 1 年半後の心理的影響にどのよ

うに関連したかをロジスティック回帰分析

により分析した。 

 

１．調査結果の概要 

① 対象と方法 

東日本大震災の主な被災 3 県の消防団のう

ち、沿岸部の 53カ所、および沿岸部に隣接

する、または地域内の全壊家屋数が 100棟

以上であった 15カ所の合計 68消防団に所

属する団員から、名簿記載順に一定の間隔

で無作為に抽出された合計 1658 名の団員

を対象とした。調査票は自記式質問紙で、

各県の消防団を管轄する県の部署から各消

防団組織に依頼し配布し、調査票のとりま

とめを行う調査会社に、記入した本人が郵

送する方法で回収した。調査期間は平成 24

年 9月 21日から同年 10月 19日までであ

った。 

 解析対象者数は 869名（回収数の 95.3%）

である。869 名の県別の人数は岩手県 225

名、宮城県 297名、福島県 331名、不明 16

名であった。 

② 基本属性 

平均年齢は沿岸部の方がやや高く、既婚者

が両群ともに 7 割以上を占め、最終学歴で

は高校卒が 6 割で最多であった。活動年数

の平均は沿岸群 20 年 10 ヶ月、内陸群 18

年 3 ヶ月で、沿岸群が長かった。階級では

沿岸群では部長・班長が 4 割、副団長以上

が 3割強で、両者を併せると 7割が上位の

階級者であった。 

 

③ 生活状況と被災による生活への影響 

住居に関して、沿岸部では仮設住宅とみ

なし仮設住宅を合わせて 147 名（23.1%）

となり、転居を強いられた者が 3 割近くに

上っている。震災による就業状態の変化は、

沿岸部では失業・廃業を経験した者が 51名

（8.0%）、転職した者が 40名（6.3%）あっ

た。収入面では変化なしとした者が、7 割

近くを占めるのに対して、内陸部では沿岸

部では半数以下にとどまり、5 割以上の減

少が 78 名（12.3%）、2 割から 5 割の減少

が 94名（14.8%）と、4分の 1以上が大き

な経済的影響を受けていることが分かる。 

 

④ 被災状況 

近親者との死別を内陸部でも 31名（15.4%）

が体験しているが、沿岸部では 7 割以上の

457 名が経験していた。同居家族および親

戚をなくしたものは、沿岸部では 242 名

（38.1%）に上っている。自宅の被害状況

は、沿岸部は全壊・全焼・流出が 4 分の 1

以上を占め、半壊以上の被害は 276 名

（43.4%）が受けていた。 

消防団としての被害状況を見ると、同僚

の殉職を経験した者が沿岸部では 203 名

（31.9%）あった。詰め所が半壊以上の被



害を受けていたのは、沿岸部では 242 名

（38.1%）、に上っている。車両の喪失も沿

岸部では 3 割以上が経験しており、組織と

しての損害・喪失が甚大なものであったこ

とが分かる。 

 

⑤ 惨事ストレス状況 

 消防団活動をとおして自覚した心理的変

化について、生命の危険、恐怖感、無力感

を 4段階で尋ねた。「かなり感じた」あるい

は「とても感じた」としたものは、沿岸部

で高く、両者を合わせて 3割から 4割に上

っていた。また、家族の安全に関する不安

についても同様に沿岸部で強く感じている

者が多く、「かなり感じた」あるいは「とて

も感じた」としたものをあわせると半数以

上に上っていた。 

次に遺体の搬出がどのくらい精神的に堪え

たかを、4 段階で聞いた。沿岸部では、半

数の団員が遺体に接しており、4 分の 1 が

「かなりこたえた」あるいは「とてもこた

えた」とした。また、被爆に関する不安の

強さを 4 段階で尋ねた。今回の調査対象と

した内陸部消防団 15 団のうち福島県が 7

団を占めていることもあり「とても不安だ

った」「かなり不安だった」としたものは、

内陸部に高かった。 

 

⑥ 調査時点の PTSD症状 

IES-R（出来事インパクト尺度改訂版） 

本尺度の内的整合性を示すα係数は、総得

点 0.96、3下位尺度でも再体験 0.92、回避

0.90、過覚醒 0.87と十分に高い値を示した。

IES-Rは PTSDのリスクが高いと判断され

るカットオフ値として総得点 25 点を用い

て、2 群を比較したところ、高得点者が沿

岸群では 22.8%、内陸群で 11.9%認められ、

前者に有意に高い割合であった。 

 

⑦ 各要因と PTSD症状の関連 

 PTSD 症状の多寡にどのような要因が影

響したのかを考えるために、沿岸部の消防

団員 636名について、個人的な被災状況と、

消防団活動をとおして体験した惨事ストレ

ス要因と、IES-R のハイリスク者の割合と

の関連について検討した。各要因は、いず

れもカテゴリー変数として扱うことが可能

であるので、IES-R総得点が 25点以上であ

ることについて、どのように影響するのか

を、ロジスティック回帰分析によって検討

した。 

 まず、調整しないオッズ比を求めたとこ

ろ、個人的被災要因では、収入の変化を除

く 4要因で、1.95から 3.68までの有意なオ

ッズ比を、それぞれの参照カテゴリーに対

して示した。また、惨事ストレス要因では、

それぞれの要因の一つ以上のカテゴリーで、

有意なオッズ比を示していた。これらの要

因は、互いの交絡要因になっている可能性

があるため、多重ロジスティック回帰分析

を、要因数を変えながら、第一段階として

被災要因のみ、第二段階として惨事ストレ

ス要因のみで解析したところ、被災要因で

は、死別の有無、負傷の有無、住宅被害、

就業状態の変化の 4 要因、惨事ストレス要

因では、車両の喪失、活動中に抱いた無力

感、遺体を扱った影響、住民から非難を受

けた影響の 4 要因について検討した場合に、

もっともモデルとしての適合度が高くなっ

た。 

 被災要因では、調整されたオッズ比はも

っとも高いものは、「住宅が全壊あるいは流



出した」というカテゴリーで、被害がなか

った場合と比べて2.62倍の有意なオッズ比

を示した。惨事ストレス要因で、統計学的

に有意なオッズ比を示したもののうち、活

動中に無力感を「とても感じた」というカ

テゴリーでは、無力感を感じなかった場合

と比較して 5.2倍の高いオッズ比を示した。 

 次に、第三段階としてこれらの被災要因

4 個、惨事ストレス要因 4 個の計 8 要因を

説明変数として、それぞれの調整されたオ

ッズ比を求めた。その結果、被災要因では、

いずれのカテゴリーでも有意なオッズ比は

示さなかった。惨事ストレス要因は、すべ

てで有意なオッズ比を示したカテゴリーが

含まれており、もっとも高かったのは、活

動中の無力感を「とても感じた」というカ

テゴリーで、「感じなかった」場合に対して

5.18倍のオッズ比を示していた。 

 

２．考察 

 東日本大震災で消防団員の果たした役割

は、とても大きかったことは、よく知られ

ている。津波に対する防災意識の高さから、

団員は水門の閉鎖、住民の誘導などを、訓

練どおりに行った。津波に巻き込まれる危

険はとても高く、結果として 200名を超え

る殉職者を出してしまった。また、その後

の遺体捜索でも、長期に活動を行わなけれ

ばならなかった。こうした状況から、消防

団員の多くが活動をとおして強いストレス

状況に晒されたことは明らかであろう。一

方で、団員は地域住民であり、個人的にも

住宅被害や近親者との死別などを経験した

者が少なくなく、こうした直接的な被災状

況がもたらす影響も看過できない。本研究

では、個人的な被災状況と活動による惨事

ストレスが、震災から約 1 年半後の心理的

影響にどのように関連したかを検討した。

その結果、調査時点の PTSD症状には、惨

事ストレスの方が強く影響していたことが

分かった。これは、この災害の救援活動の

過酷さと、同時に消防団員の救援者として

の意識の高さが影響していると思われる。

特に活動をとおして感じた無力感の強さが、

もっとも強く影響していたことは、津波が

襲った直後の救援活動は、ほとんど何もで

きない絶望的なものであったことを意味し

ていると思われる。 

 阪神・淡路大震災などの過去の災害では、

消防士や自衛隊員などの職業的な災害救援

者を対象とした調査が行われ、その結果、

惨事ストレス対策が大きく進展した職域が

多い。東日本大震災でも消防隊員には消防

庁が専門家チームを被災地に派遣している

し、自衛隊は多くのカウンセラーに早期か

ら対応させている。一方、消防団員につい

ては、これまでほとんど注目されておらず、

対策は不十分であった。都市部以外では消

防団員は、災害救援活動において、重要な

役割が求められるだけに、彼らに対する惨

事ストレス対策が、今後、発展していくこ

とが望まれる。 

 

C 健康危険情報 

該当なし 

 

D 研究発表 

該当なし 

 

E 知的財産権の出願・登録状況 

該当なし 

  



表 すべての要因を説明変数としたロジスティック回帰分析 

 

説明変数 参照カテゴリー
調整した
オッズ比

95%信頼区間 有意確率

死別あり 死別なし 1.20 0.73～1.97 n.s.
負傷した 負傷なし 2.41 0.96～6.02 n.s.
住宅被害

全壊・流出 被害なし 1.87 0.92～3.80 n.s.
半壊・一部損壊 被害なし 1.69 0.90～3.16 n.s.

就業状態が変化した 変化なし 1.38 0.88～2.16 n.s.
車両喪失

すべて喪失 喪失なし 2.11 1.05～4.23 0.035
一部喪失 喪失なし 1.01 0.59～1.74 n.s.

活動中の無力感
多少感じた 感じなかった 2.45 1.29～4.63 0.006
かなり感じた 感じなかった 3.41 1.71～6.82 0.001
とても感じた 感じなかった 5.18 2.38～11.24 0.000

遺体を扱った影響
堪えなかった 扱っていない 0.36 0.08～1.65 n.s.
多少堪えた 扱っていない 0.91 0.50～1.70 n.s.
かなり堪えた 扱っていない 1.39 0.76～2.55 n.s.
とても堪えた 扱っていない 2.73 1.35～5.54 0.005

住民からの非難
あまり堪えなかった 受けなかった 1.83 0.78～4.32 n.s.
かなり堪えた 受けなかった 1.03 0.59～1.80 n.s.
とても堪えた 受けなかった 3.28 1.53～7.05 0.002
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研究要旨 

東日本大震災の被災地では住民の精神的健康が心配されているが、被災地の市町自治体、

医療機関、消防、社会福祉協議会などの職員は、被災地住民でありながら応急期から、復

旧期、復興期の長期にわたり支援に携わるが、こうした職員の災害後長期の精神的健康の

実態や対策については不明な点が多い。そこでこうした職員の精神的健康とこれに関連す

る要因について縦断調査を行い、調査結果に基づいた効果的な対策を提言したいと考えた。 

一方、被災地住民の精神的健康を回復させ、精神疾患を予防するためには、支援者が復

興期に実施できる心理的介入方法を開発し普及するとともに、一般市民に対して認知行動

療法に基づく研修プログラムを開発することが有用と考えられる。 

健康調査は、被災地の自治体職員、医療関係者、消防職員、沿岸部 6 市町の社会福祉協

議会職員など、全体で 3,150人に対して実施され、また、2年間、あるいは 3年間に及ぶ縦

断追跡も行われた。被災地で働く人々は、支援者でもあるが、被災者でもあり、自宅の損

壊や流出、仮設住宅への転居、近親者の死などの体験と関連して精神ストレス、抑うつ症

状、PTSD症状が高くなっていた。また、職場でのコミュニケーション、復興関連業務、休

養不足などの職場の環境も精神症状と関連していた。この結果からは、災害後に働く地元

の支援者に対する精神健康対策が必要であり、特に、災害後の職場環境を整えるための働

きかけが重要であると考えられた。 

本研究では、災害復興期の心理的支援方法であるサイコロジカル・リカバリー・スキル

（Skills for Psychological Recovery: SPR）の研修を被災地の支援者 151名に実施した。研

修後のアンケート調査では、支援者はプログラムへの関心は高かったが、実際に適用する

ためにはさらなる研修が必要と考えられた。そこで、我々は実演を含んだトレーニングDVD

を開発したり、事例検討などの追加研修などを実践した。さらに、実際に沿岸被災地 A 地

区において SPRの実施可能性を検証するための介入研究を開始した。介入研究では、実際

に被災地において同意の得られた対象者 8 名に介入を実施、このうち現在まで 3 名が介入



を終了した。予備的介入を行った 4 名と含めた 7 名の終了者は、いずれも症状が改善し、

また有害事象も認めていない。これらの結果から SPRはわが国の大規模災害後に実施可能

な介入であることが示唆され、また、これを普及させるための研修や教材が役立つ可能性

が示唆された。また、一般市民向けの研修会については、これまで 180名が研修を受講し、

前後調査に協力の得られた 46名の解析によれば、自己効力感が有意に改善し、また、研修

における理解度も高いことが確認できた。大規模災害後の、被災地市民の健康増進や疾病

予防に向けて、認知行動的アプローチを含んだ研修プログラムが有用である可能性が示唆

された。

 

はじめに 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震

災（以下震災）は、わが国に未曾有の被害

をもたらした。大規模災害の後には、被災

地域の住民が精神的な健康に問題を呈する

ことが知られている。特に、今回のような

大規模災害においては、その影響は被災地

域全体に及んでおり、その健康被害の大き

さを計り知ることは難しい。 

大規模災害から地域の人々が復興し、心

の健康を回復していくためには、災害後の

応急期、復旧期、復興期の各時期を通して

公益性の高い仕事に従事する支援者は欠か

せない存在である。こうした職種には、自

治体職員、医療関係者、社会福祉サービス

職員、教員、消防隊員、警察官などが含ま

れるが、こうした人々は支援者という立場

にあるが、一方で被災地において生活する

被災者でもあり、大切な家族、友人、知人、

同僚を失ったり、自宅を失うなどの大きな

被害を受けている者も多い。発災直後から

震災に対応した業務に従事し、長期的にも

復旧、復興に向けた膨大な業務に携わり、

被災により職場環境が大きく悪化している

場合もある。 

大規模災害後の被災地で働く支援者の

精神的健康についての研究は応急期に活動

する職業的支援者である警察官や消防隊員

を対象とした研究はあるが、応急期から復

旧期・復興期にかけて長期間活動するその

他の支援者や働く人々の精神的健康につい

て調べた研究は乏しい。このため、こうし

た人々の精神的健康にどのような影響が生

じるのか、その実態は明らかにされておら

ず、このための対策も確立されていない。

こうした人々のトラウマ関連症状や抑うつ

症状について疫学的な実態調査を行うこと

は、災害後の労働者の健康対策を検討する

上で極めて重要なことだと考えられる。 

また、災害直後の被災地においては、全

国からこころのケアチームを含めた外部の

支援者により応急的な対策が取られ、地域

の精神保健医療を支える体制が構築された。

しかし、中長期的に住民の精神的健康を向

上させ、うつ病を始めとした精神疾患の予

防に向けた対策を行うためには、心理学的

な理論やモデルに基づいた効果的な介入方

法を開発していく必要がある。このために

は、大規模災害後の被災地で実際に役立つ

心理プログラムや介入方法を開発し、これ

を実際に適用し効果を検証していくことが

大切になる。 

本研究は、Ⅰ．被災地の支援者の精神的

健康についての疫学調査、Ⅱ．災害復興期

の専門家が実施する心理支援方法の開発、



Ⅲ．被災地の一般市民向けの認知行動アプ

ローチによる介入を実施することで、東日

本大震災における被災者の精神的健康の実

態を明らかにするとともに、大規模災害後

の効果的な介入方法を開発するための研究

である。 

 

Ⅰ.被災地における支援者のメンタルヘル

スについての調査と支援方法についての研

究 

 

Ａ．研究目的 

大規模災害においては、応急期、復旧期、

復興期のそれぞれの時期に応じて様々な職

種の人々が支援に携わる。このような災害

後の働く人々の精神的健康に着目した研究

としては、主に応急期に職業的救援者とし

て支援を行う警察官や消防士などを対象と

した研究が過去の災害でも行われており、

うつ病や PTSDに相当する症状が長期的に

持続することが報告されている。 

しかし、災害後には応急期だけではなく、

復旧期・復興期を含む長期の支援活動が必

要であり、特に公益性の高い仕事に従事す

る支援者は欠かせない存在である。こうし

た職種には、自治体職員、医療関係者、社

会福祉サービス職員、教員などが含まれる

が、その多くは被災した地元に住む人々で

あり、被災者として被災地での生活を続け

るなかで、長期の支援活動を行うことにな

る。こうした人々の多くは応急期から支援

活動を継続しており、被災者としてのスト

レスに加えて、災害後の支援に関わるスト

レスが付加されることが予想されるため、

精神的健康に問題を抱えるリスクが高いと

考えられる。 

実際、東日本大震災の発生から３年近く

経つ時期においても、被害が大きかった地

域では、多くの地元の支援者は、様々な支

援活動や復興事業に従事している。自治体

職員においては、精神疾患による休職者が

増加しているという新聞報道もあり、被災

地で働く支援者の精神的健康を保持し、精

神疾患を予防するための対策は目下の課題

である。しかし、こうした地元で働く公益

性が高い仕事に就く支援者の精神的健康に

ついては、これまで十分に研究されてこな

かった。 

そこで、我々は、研究①では東日本大震

災被災地の自治体Ａの行政職員と医療関係

者、B 地区の消防隊員に対して健康調査を

実施し、精神医学的な立場から支援を行う

とともに、職員の健康の実態を明らかにし、

必要な支援の実施に役立てるための縦断的

な研究調査を計画した。2012 年度、2013

年度、2014年度に実施した調査結果につい

て、各職域における精神的健康に関わる指

標の結果を示すとともに、2012年度の結果

をもとに精神的不健康に関連している要因

を検討し報告する。さらに研究②では、被

災自治体 C での健康調査について、派遣職

員のデータも含めて報告する。 

また、研究③では、地域の社会福祉を支

え、復興を担う社会福祉協議会（以下、社

協）の職員に注目した。社協は、平時には

地域に密着し、主に高齢者や障害者への

様々な社会福祉サービスを行っている。ま

た、大規模災害の際には、行政など様々な

関係機関と連携し、被災者への支援活動の

ため、災害ボランティアセンターの設置、

仮設の見守りを行う生活支援相談員の配置

等をすすめ、仮設住宅等で生活する被災者



への生活支援・相談活動に取り組んでいる。 

地域の復興に向けて、地域の社会福祉を

支える社協職員の果たす役割は大きいが、

大規模災害後の社協職員のメンタルヘルス

については、これまで十分に調べられてこ

なかった。今回の震災では、地域全体が広

範囲にわたり大きな打撃を受けていたため、

社協の職員は自らも被災しながら、社会的

な弱者である高齢者や障害者への支援に加

え、被災者に社会福祉サービスを提供し、

支援しなければならなかった。業務の質や

量の変化等により、肉体的にも精神的にも

疲労の蓄積が大きくなってきているものと

予想された。 

発災から約 20か月、約 32か月後の、宮

城県内の各自治体社協職員のメンタルヘル

スの実態と精神的不健康に関わる要因を検

証すること。また、社協職員自ら健康状態

を把握し、セルフケアに努めるよう啓発す

るとともに、集団での傾向を把握し、今後

の対策に役立てることを目的とする。 

 

Ｂ．調査方法 

①Ａ自治体の行政職員、医療職員、B 自治

体の消防職員への調査 

対象は、2012 年度は A 自治体の行政職

員、医療職員と A自治体に隣接する B自治

体の消防隊員。1,788名に配布し、1,479名

(回収率 83%)からデータを回収することが

できた。2013年度は A自治体の行政職員と

医療職員。1500 名に配布し、1068 名（回

収率 71％）から回収することができた。

2014 年度は A 自治体の行政職員と医療職

員。1533名に配布し 891名（回収率 58%）

から回収することができた。なお、各年度

の回答者の中には、震災発生後に雇用され

た職員や、他自治体から震災後に派遣され

た職員も含まれているため、本研究では、

震災発生時から継続して勤務している職員

のみを対象とした。 

調査は自記入式調査票を使用して行わ

れた。震災による個人の被災状況、震災後

の職場環境の状況に加え、精神症状の評価

として以下の 3評価尺度が使用された。 

① K6（ Kessler Psychological Distress 

Scale） 全般性精神健康を 6項目の質問で

評価する尺度 

②PHQ-9（Patient Health Questionnaire:

こころとからだの質問票）抑うつ症状の重

症度を 9項目の質問で評価する尺度 

③PCL （PTSD Check List:心的外傷後ス

トレス障害チェックリスト）PTSD の重症

度を 17項目の質問により評価する尺度 

調査票には協力の任意性が明記され、職

場の上司や同僚などに結果が知られること

がないよう、個人により封をされた後に回

収された。調査後の配慮として希望者には

精神科医、臨床心理士、または精神科看護

師が相談を行い、調査票を提出しない場合

でも相談を利用することが可能である旨を

周知した。なお、本調査は、東北大学大学

院医学系研究科倫理委員会の承認を得た上

で行われた。 

 

②C自治体の行政職員への調査 

対象は東北沿岸部被災地域の B 自治体

職員である。調査は、第１回調査を 2012

年 11月に実施し、第２回調査を 2014年８

月に実施した。第１回調査は 361名を対象

として調査表を配布し、355 名から回答を

得た（98％）。第２回調査は、408名を対象

として調査表を配布し、397 名から回答を



得た（97％）。 

調査項目は、現在の業務の状況や自身の

被災状況、現在の健康状況、職業性ストレ

ス簡易調査表の身体愁訴の項目、うつ病・

不安障害のスクリーニング調査票（Kessler 

Psychological Distress Scale：K6）、ここ

ろとからだの質問票（Patient Health 

Questionnaire：PHQ-9）による抑うつ症

状とその重症度評価、そして、17項目の質

問により PTSDの重症度を評価する外傷後

ストレス障害チェックリスト（PTSD 

Check List：PCL）であった。 

調査票には協力の任意性が明記され、職

場の上司や同僚などに結果が知られること

がないよう、個人により封をされた後に回

収された。調査後の配慮として、希望者に

は精神科医、臨床心理士、または精神科看

護師が相談を行い、調査票を提出しない場

合でも相談を利用することが可能である旨

を周知した。なお、本調査は、東北大学大

学院医学系研究科倫理委員会の承認を得た

上で行われた。 

 

③の調査対象は、宮城県内の被災地域の

社協職員で、第 1 回目は、6 自治体の社協

職員 1008 名（回答者数 822 名、回答率

81.5%）、第 2回は、5自治体の社協職員 870

名（回答者数 779名、回答率 89.5%）であ

った。 

第 1回は、平成 24年 11月～1月（発災

から約 20か月後）に、第 2回 平成 25年

11 月～1 月（発災から約 32 か月後）に実

施された。 

調査内容は、基本属性として現在の状況:

現在の業務の状況や自身の被災状況など、

メンタルヘルスに影響しうる要因として現

在の健康状況:現在の体調やストレスの要

因について、その他、精神的な症状は K6、

PHQ-9、PCLを使用した。 

解析方法は、宮城県沿岸部の社協職員に

対し、第 1回は発災から 20か月後に、第 2

回は発災から 32 か月後に調査を実施した。

基本属性、メンタルヘルスに影響しうる要

因について質問し、全般性心理的ストレス

（K6）、抑うつ症状（PHQ-9)、 PTSD 症

状（PTSD Check List：PCL)を評価した。

K6≧13点、PHQ-9≧10点、PCL≧44点の

者をハイリスク者とし、集計を行った。個

人の要因、被災による要因、職場の要因の

各要因に対して、ロジスティック回帰分析

を行い、K6、PHQ-9、PCL のハイリスク

者に影響を及ぼしている要因を検討した。

各要因についてそれぞれ単回帰分析を行い、

有意であった要因について多重回帰分析を

行った。 

 第 1 回の調査では、解析対象者（男 216

名、女 579名）の平均年齢は 46.8±10.7歳

であった。第 2 回の調査では、解析対象者

（男 204 名、女 569 名）の平均年齢は

47.6±10.4 歳であった。この 2 回の調査に

おいて、K6、PHQ-9、PCL ハイリスク者

の割合に変化は認めなかった。 

この K6、PHQ-9、PCLハイリスク者に

影響を与えている要因について検討を行っ

た。K6（全般性心理的ストレス）ハイリス

ク者は、自身の健康不安、メンタルヘルス

の治療歴、職場の人間関係、住民からの非

難などの要因と関連していた。PHQ-9（抑

うつ症状）ハイリスク者は自身の健康不安、

メンタルヘルスの治療歴、家計収入の減少、

休養不足、職場の人間関係、仕事のやりが

いのなさなどの要因と関連していた。PCL



（PTSD 症状）ハイリスク者は、メンタル

ヘルスの治療歴、被災による転居、職場の

人間関係などの要因と関連していた。メン

タルヘルスの治療歴、職場の人間関係とい

った要因が共通して精神的不健康に影響を

与えていた。 

調査票には協力の任意性が明記され、職

場の上司や同僚などに結果が知られること

がないよう、個人により封をされた後に回

収された。調査後の配慮として希望者には

精神科医、臨床心理士、または精神科看護

師が相談を行い、調査票を提出しない場合

でも相談を利用することが可能である旨を

周知した。なお、本調査は、東北大学大学

院医学系研究科倫理委員会の承認を得た上

で行われた。 

 

Ｃ．研究結果 

①Ａ自治体の行政職員、医療職員に対する

調査（図 1） 

対象者のうち、震災発生時から災害支援

業務を行っていた職員は、2012 年は 967

名だった。行政職員 610名、医療職員 357

名、消防隊員 328名だった。男性が 41％で

平均年齢 43歳だった。2013年は 895名だ

った。所属を回答しなかった 163名を除く

と、行政職員は 564名、医療職員は 168名

だった。男性が 40％で平均年齢は 45 歳だ

った。2014年は 767名で、所属を回答しな

かった 28 名を除くと行政職員が 447 名、

医療職員が 292だった。男性が 36％で平均

年齢は 45歳だった。 

全般的精神健康の指標である K6につい

て、総得点 13点以上の高いストレスを自覚

している職員の割合を図 1に示す。2012年

は自治体職員 11%、医療職員 15%、消防隊

員 3％であった。2013 年は行政職員 12%、

医療職員 7%だった。2014 年は行政職員

10%、医療職員は 8%だった。 

うつ病のリスクが高い PHQ-9 の総得点

が 10 点以上の職員の割合を図 2 に示す。

2012年は自治体職員 24%、医療職員 22%、

消防隊員 6％であった。2013年は行政職員

21%、医療職員 20%だった。2014年は行政

職員 17%、医療職員 15%だった。 

PTSD のリスクが高い PCL の総得点が

44点以上の職員の割合を図 3に示す。2012

年は自治体職員 9%、医療職員 9%、消防隊

員 3％であった。2013 年は行政職員 6%、

医療職員 2%だった。2014年は行政職員 5%、

医療職員 3%だった。 

精神的不健康のリスクに関わる要因を

明らかにするため、2012年度の結果をもと

に、行政職員、医療職員において、PTSD、

うつ病のハイリスクに関与している要因を

検討した。各要因に該当する職員の割合は、

家族に死者か行方不明者がいる者は 9％、

被災による転居は 23％、死の恐怖を感じる

体験をした者は 55%であった。職場のコミ

ュニケーション不足を感じている者は 17%

で、休養不足を感じている者は 39%であっ

た。多変量ロジスティック回帰分析を用い

て検討した結果、PTSD のハイリスクに対

して最も高いオッズ比を示したのは休養不

足であり、約 5 倍だった。職場のコミュニ

ケーション不足は、約 3 倍であった。一方

で、家族に死者がいると回答した職員のオ

ッズ比は約 4 倍、被災により転居したと回

答した職員は約 3 倍であり、震災の直接的

な影響は PTSDのハイリスクに関与してい

た。うつ病のハイリスクに関与する要因と

して最も高いオッズ比を示したのは、職場



のコミュニケーション不足と休養不足であ

り、オッズ比はそれぞれ約 3倍だった。 

 

②Ｂ自治体の行政職員に対する調査（図４） 

 第１回調査は、男性 156 名（56％）、平

均年齢は 43.8歳であった。家族に死者行方

不明者がいる者は 16％、被災による転居は

44％、死の恐怖を感じる体験をした者は

69%であった。職場のコミュニケーション

不足を感じている者は 39%で、休養不足を

感じている者は 46%であった。 

 精神的な問題（K6：有効回答数＝349名）

について、総得点 10点以上の高いストレス

を自覚している職員の割合は 21％であっ

た。うつ病のリスクが高い（PHQ-9：有効

回答数＝348）が 10点以上は、17％であっ

た。また、PTSD のリスクが高い（PCL：

有効回答数＝333）が 44点以上の者は、9％

であった。 

 第２回調査は、男性 250 名（61％）、平

均年齢は 45.3歳であった。家族に死者行方

不明者がいる者は 13％、被災による転居は

35％、死の恐怖を感じる体験をした者は

57%であった。休養不足を感じている者は

38%であった。 

 精神的な問題（K6：有効回答数＝389名）

について、総得点 10点以上の高いストレス

を自覚している職員の割合は 13％であっ

た。うつ病のリスクが高い（PHQ-9：有効

回答数＝381）が 10点以上は、14％であっ

た。また、PTSD のリスクが高い（PCL：

有効回答数＝371）が 44点以上の者は、5％

であった。 

 精神的不健康のリスクに関わる要因を明

らかにするため、正規職員と派遣職員に分

け、PTSD 症状、精神的な問題の程度、う

つ症状の程度のハイリスクに関連する要因

を、カイ二乗検定を用いて検討した。その

結果、正規職員においては、各症状の悪さ

と「家族・友人からのサポートが少ないこ

と」、「震災後の言動・行動に関して自責感

があること」、「仕事が忙しく休養が十分に

取れないこと」、「住民からの非難を受け、

精神的に辛い思いをしていること」、「仕事

上の関係者から非難を受け、精神的に辛い

思いをしていること」が関連していた。 

PTSD 症状の程度（PCL）特有の要因と

しては、「震災前から治療している身体の病

気があること」、「震災後の転居の状況」、「震

災により、家族に死者・行方不明者がいる

こと」と PTSD症状の悪さとの間に関連が

みられた。 

 抑うつ症状の程度（PHQ-9）特有の要因

としては、「居住する地域の人達は信頼し合

っていないと感じること」が挙げられた。 

 また、精神的な問題の程度（K6）、抑う

つ症状の程度（PHQ-9）については、「上司

からのサポートが少ないこと」、「同僚から

のサポートが少ないこと」が症状の悪さと

関連していた。 

 派遣職員においては、精神的な問題の程

度（K6）と、「友人・家族からのサポート

が少ないこと」、「仕事が忙しく休養が十分

に取れないこと」、「仕事上の関係者から非

難を受け、精神的に辛い思いをしているこ

と」、「同僚からのサポートが少ないこと」、

「職務内容がイメージしていたものと違っ

たこと」が精神的な問題の程度の悪さとの

間に関連がみられた。 

 抑うつ症状の程度（PHQ-9）については、

「赴任前、自身の健康のことが心配だった

こと」と症状の悪さとの間に関連がみられ



た。 

現在の健康状態について、職員が「健康

に不安を感じる」ことが「しばしばある」、

「いつもある」と回答した者は、C 自治体

全体で約 18％であったが、正規職員では約

23％とその割合は派遣職員よりも約 16％

多かった。自由記載からは、メンタルヘル

スに関連したものでは、精神科系の訴えと

して、不安感がある、集中できない、不眠・

睡眠不足の訴えとして、なかなか寝付けな

い、居眠り運転をしたがあった。業務の忙

しさに関係したものは、疲労感として、疲

れが取れない、疲れているがあった。不眠・

睡眠不足や眼科系の訴えとして、自動車の

運転に支障が出ているという記載が見られ

た。 

また、PTSD 症状、精神的な問題、抑う

つ症状のハイリスク者の入れ替わりを検討

するために、第１回、第２回共に回答があ

る者の各症状の追跡を行った（図４）。その

結果、PTSD 症状については、第１回目調

査時のハイリスク者が約 10％であり、その

うち、約 60％は改善していたが、約 40％は

ハイリスクのまま推移していた。また、約

4％が新たにハイリスク者となっていた。精

神的な問題については、第１回調査時のハ

イリスク者が約 20％であり、そのうち、約

半数は改善していたが、半数はハイリスク

のまま推移しており、6％が新たにハイリス

ク者となっていた。抑うつ症状については、

第１回調査時のハイリスク者が約 17％で

あり、そのうち、約半数は改善していたが、

半数はハイリスクのまま推移していた。新

たにハイリスク者となった者は 7％であっ

た。このように、各症状ともに約半数は回

復が見られたが、依然として半数はハイリ

スクのまま推移していた。また、第１回目

ではリスクが低いと判断されていたが、第

２回の時点において、症状が悪化している

者も一定数存在していることが示された。 

 

③社会福祉協議会職員に対する調査 

第 1回の調査では、解析対象者（男 216

名、女 579名）の平均年齢は 46.8±10.7歳

であった。第 2 回の調査では、解析対象者

（男 204 名、女 569 名）の平均年齢は

47.6±10.4歳であった。（表 1.） 

K6のハイリスク者は、第 1回の調査にお

いて 8.3%、第 2 回の調査において 7.9%で

あった。PHQ-9のハイリスク者は、第 1回

の調査において 13.0%、第 2回の調査にお

いて 13.7%であった。PCLのハイリスク者

は、第 1回の調査において 4.1%、第 2回の

調査において 4.1%であった。この 2回の調

査において、K6、PHQ-9、PCL ハイリス

ク者の割合にほぼ変化は認めなかった。（図

５） 

また、第 1回と第 2回の調査の両方の調

査で回答の得られた者 610名（男性 158名、

女性 452名、平均年齢 48.0±10.1歳）につ

いて縦断で解析した。図６に示すようにう

つ病症状、PTSD 症状のハイリスク者には

入れ替わりがあった。抑うつ症状、PTSD

症状ハイリスク者、どちらも平成 24 年度

（20ヶ月後）でハイリスクだったものの約

半数が、平成 25 年度（32 ヶ月後）もハイ

リスクのままとなっている。また 20ヶ月後

（平成 24年度）にローリスクだったものも、

32 ヶ月後（平成 25 年度）にハイリスクと

なるものがあった。精神症状が慢性化する

もの、遅発性に悪化するものが存在してい

た。 



K6、PHQ-9、PCL ハイリスク者に関連

する要因について、第 1回調査、第 2回調

査のそれぞれにおいて横断で検討を行った。

第 1 回の調査における精神症状のハイリス

ク者に関連する要因について表 2.に示し、

第 2 回の調査における精神症状のハイリス

ク者に関連する要因について表 3.に示す。 

第 1回の調査では、K6（全般性心理的ス

トレス）ハイリスク者は、「職場の人間関係

に苦労している」が最も高いオッズ比を示

し、次いで「震災前からのメンタルヘルス

の治療歴」が高いオッズ比を示して関連し

ていた。その他、「震災により家族に死者行

方不明者がいる」、「住民からの非難で辛い

思いをした」等の要因と関連していた。 

PHQ-9（抑うつ症状）ハイリスク者は、

「震災前からのメンタルヘルスの治療歴」

が最も高いオッズ比を示し、次いで「職場

の人間関係に苦労している」が高いオッズ

比を示して関連していた。その他、「休養が

とれていない」「家計の収入が減った」等の

要因と関連していた。 

PCL（PTSD症状）ハイリスク者は、「休

養がとれていない」が最も高いオッズ比を

示し、次いで「震災前からのメンタルヘル

スの治療歴」が高いオッズ比を示して関連

していた。その他、「住民からの非難で辛い

思いをした」等の要因と関連していた。 

第 2回の調査では、K6（全般性心理的ス

トレス）ハイリスク者は、「職場でのコミュ

ニケーションがとれていない」が最も高い

オッズ比を示し、次いで「見通しが立たな

い仕事が多いと感じる」が高いオッズ比を

示して関連していた。その他、「震災当時の

自分の言動を責める気持ちがある」、「近所

の人たちと信頼し合うことができていない」

等の要因と関連していた。 

PHQ-9（抑うつ症状）ハイリスク者は、

「見通しが立たない仕事が多いと感じる」

が最も高いオッズ比を示し、次いで「震災

前からのメンタルヘルスの治療歴」が高い

オッズ比を示して関連していた。その他、

「職場でのコミュニケーションがとれてい

ない」「休養がとれていない」「独居世帯」

「年齢」等の要因と関連していた。 

PCL（PTSD症状）ハイリスク者は、「職

場でのコミュニケーションがとれていない」

が最も高いオッズ比を示し、次いで「震災

当時の自分の言動を責める気持ちがある」

が高いオッズ比を示して関連していた。そ

の他、「自宅が全壊・大規模半壊」等の要因

と関連していた。 

第 1回調査、第 2回調査のいずれにおい

ても、職種は精神症状に関連していなかっ

た。 

 

Ｄ．考察 

①の調査により、精神健康の悪化を自覚

する職員の割合は職域により異なり、消防

隊員と比較して自治体職員、医療職員にお

いて、うつ病のリスクと PTSDのリスクが

高い者の割合が高いことが明らかとなった。

過去の研究においても職業的に災害につい

ての教育や訓練を受けている災害準備性の

高い職種においては、精神的不健康のリス

クが低くなることが知られており、今回の

結果はそうした研究に一致した結果となっ

た。また、社協職員に対する調査では、職

種間での違いが認められた。生活支援相談

員は、震災後に雇われた直接震災支援を行

うため、直接的な惨事ストレスへの暴露、

準備性から精神的な負荷が大きいものと考



えられ、事務職もコーディネート等、業務

量の増加のため精神的負荷が大きいと考え

られた。一方で介護職は、発災から 1 年半

経過した調査時には震災前とほぼ同様の業

務を行っていたため生活相談支援員、事務

職員よりは精神的な負荷は小さいものと考

えられた。精神的不健康のリスクに関わる

要因については、発災から 1 年半後の時点

においては経済的損失、家族の死などの直

接的な被災要因よりも、メンタルヘルスの

治療歴といった個人の要因や、人間関係な

どの職場の要因が精神症状に関係していた。 

また、今回の調査により、震災から 3年

以上が経過した後も、被災地自治体職員の

うつ病や PTSDのリスクが高い状態で推移

していることが明らかとなった。過去の大

規模災害における調査でも、災害支援者が

業務上経験した災害ストレスの影響は長期

間持続することが明らかとなっている。今

回の結果はそうした研究に一致した結果と

なった。 

今回の調査対象となった人々の、うつ病

や PTSDのリスクの高さに影響する因子と

しては、家族の死、被災による転居といっ

た災害による喪失／悲嘆や環境変化の直接

的な影響に加えて、職場のコミュニケーシ

ョン不足および休養不足といった、災害後

の職場環境が大きく関与することが明らか

となった。職場のコミュニケーションがう

つ病や PTSDのリスクに関わるという結果

は、災害後の心的外傷ストレスや喪失／悲

嘆からの回復には人々との結びつきが重要

であるという考えに一致するものである。 

災害による直接的な影響を変化させる

ことには制限があるが、職場で休養を取り

やすい環境を作ることや、職場内でのコミ

ュニケーションを高めることは、災害後に

対処可能な要因であり、今後は、これを改

善するための具体的な対策を検討すること

が重要である。 

本研究の結果は、災害支援を中長期的に

行う職場においては、震災の直接的な影響

だけではなく、目下の職場環境が精神健康

の悪化により影響を及ぼしている可能性を

示唆しており、災害支援者に対する中長期

的な介入方法を考案する上で重要な結果で

ある。 

②の C自治体の結果では、第１回目調査

時（平成 24年 11月）と比較して、職場全

体の PTSD症状、精神的な問題の程度、抑

うつ症状の程度は改善傾向にあると考えら

れる。しかし、第１回目調査時から 2 年余

りが経過していてもなお、半数は状態の悪

いまま推移している。また、新たに状態が

悪くなっている者も一定人数存在している。

長期に渡り、ストレスのかかる状況下で仕

事をしていくにあたり、継続的な対策、支

援が必要であると考えられる。 

職場全体における精神的な健康の対策と

して、世帯人数が少ない、居住する地域の

人達が信頼しあっていないなど、家族や友

人からのサポートが得られにくい人に対し

て注意が必要であるといえる。また、休養

が十分に取れるよう、可能な限り業務過多

にならない業務配分が必要であると考えら

れる。さらに、災害後の言動・行動に関す

る自責感を持つことが精神的な健康に影響

することから、当時を振り返ったりする場

面等では、肯定的な意味づけをし合うなど

の配慮が必要かもしれない。 

③の調査により、継続的に被災者の身近

で働いている社協職員の多くは精神健康を



維持しながら働いているが、平時より高い

割合で一部には何らかの精神的不健康を抱

えながら支援を続けている実態が明らかと

なった。20 か月後と 32 か月後で精神症状

のハイリスク者の割合に変化はなく、その

入れ替わりをみると、慢性的に精神症状が

持続している者、遅発性に精神症状が悪化

する者が存在していた。 

要因を検討すると、全体的には震災その

ものの影響は次第に薄れているものの、震

災により家族を失う、家や財産を失うなど

の被害の大きかった職員には長期的に精神

健康に注意が必要であると考える。また、

震災後の職場の人間関係や、地域とのつな

がりも持続的に精神健康に影響を与えてお

り、職場のコミュニケーションを改善する、

地域とのつながりを深めるなどコミュニテ

ィの重要性が示唆された。 

社協職員は発災直後から今日に至るまで、

自らも被災しながら地域の社会福祉を支え

てきた。地域の復興、再生には地元で働く

社協職員のような社会福祉に携わる労働者

の果たす役割は大きい。今後、被災地での

復興住宅への移行が進んでいく。その中で、

住民の孤立、新たなコミュニティーの形成、

少子高齢化などの問題が出てくることが予

想される。社協職員、地域が一体となり、

地域全体でお互いに支え合い、こころのケ

アに取り組む必要があると考える。 

 

Ⅱ.災害復興期の被災者に役立つ心理支援

方法サイコロジカル・リカバリー・スキル

（Skills for Psychological Recovery: SPR）

の普及と日本における実施可能性について

の研究 

 

Ⅱ-1. SRP の我が国における実施可能性に

ついての研究 

Ａ．研究目的 

東日本大震災により宮城県は沿岸部を

中心に甚大な被害を受け、被災者は肉体的、

精神的な重圧を経験している。このため、

被災者の心のケアは年単位の長期間必要と

考えられている。過去の研究によると、大

規模災害後の被災地域住民には PTSDやう

つ病などの精神疾患に加えて、精神疾患に

は至らない亜症候性の精神的問題が増加す

ることが知られている。そのような精神疾

患を予防したり、亜症候性の精神的問題に

適切な支援を行うためには、精神的不健康

を自覚する亜症候性の精神的問題に対する

心理的支援が重要だと考えられる。 

災害後の心理的支援方法は、これまで災害

直後から急性期にかけて行われるものやト

ラウマに焦点を当てた方法を中心に研究や

開発が行われてきた。しかし、災害直後か

ら急性期での心理支援の効果は非特異的な

介入を上回るものではなかった。また、回

復・復興期の支援方法として、いくつかの

心理的支援方法が役に立つことは知られて

いるが、複数の心理的支援方法を組み合わ

せて幅広い被災者に役立つ実践的な心理支

援方法はこれまで開発されてこなかった。  

サイコロジカル・リカバリー・スキル（Skills 

for Psychological Recovery：SPR）は、災

害回復復興期に多くの被災者が経験しうる

様々な精神的問題に広く適用できる実践的

な心理支援方法として、アメリカ国立

PTSD センターと、アメリカ国立子どもト

ラウマティックストレス・ネットワークが

開発し、2010 年に公開され、2011 年 6 月

に兵庫県こころのケアセンター研究班によ



って日本語版が作成された最新の心理支援

技法である。 

本研究の目的は、東日本大震災の被災者を

対象とし、災害回復期に推奨されている最

新の心理的支援法である、サイコロジカ

ル・リカバリー・スキル (Skills for 

Psychological Recovery：SPR）を用いて介

入を行い、同プログラムの我が国の被災地

における実施可能性を検証することである。 

 

Ｂ．研究方法 

 対象者は宮城県被災地 A地区に居住もし

くは就労している者で、精神的不健康を自

覚する 18歳以上の者で、精神医療機関で治

療を受けている者や重篤な精神症状がある

者は除外することとした。また、日本語を

母国語とし、本研究の目的、内容を理解し、

本人から必要な研究参加の同意を文書で得

られた者とする。 

A地区の自治体と覚書を取り交わし、共

催で住民に「災害後のストレス回復プログ

ラム」の参加者を公募する。 

支援を行う精神医療保健従事者（看護師、

保健師、心理士、医師等）は、すべて兵庫

県こころのケアセンターの SPR トレーナ

ーによる研修を受講しており、同トレーナ

ーと東北大学病院精神科の精神科医の SV

のもとに SPRを実施する。 

選択基準を満たす参加者に対して、研究

の主旨を説明し書面で同意を取得した後に

介入前評価を行う。介入者は参加者に対し

て訪問による 1回 60分程度の面接を 1週間

から 2週間に 1回程度の頻度で計 5回程度

実施する。介入終了後に介入後評価と 2 ヶ

月後のフォローアップ評価を実施する。 

評価項目は、プライマリ・エンドポイン

トは GHQ精神健康調査票（GHQ-30）の総

合得点である。セカンダリ・エンドポイン

トは QOL（SF-8）、心的外傷後ストレス症

状（IES-R）、レジリエンス（TRS）、自己

効力感（SE）、プログラムへの満足度

（CSQ-8J）とする。また、プログラム及び

各スキルの感想とその後の活用について質

的内容分析により評価する。目標対象者数

は 15例とした。 

本研究は、介入地区である A地区を管轄

する自治体の指導を受け、適切な連携の元

に実施する。介入者は、毎回の面接におい

て、対象者の全体的な精神状態（自殺念慮

含む）を評価する。また、本研究に関する

重篤な有害事象及び不具合等の発生を知っ

た時は、A 地区担当課との協力の下に必要

な対処や支援、医療機関を含めた関連機関

への紹介を含めて、最善を尽くすこととし

た。本研究の実施については、東北大学大

学院医学系研究科倫理委員会の承認を得て

実施している。 

 

Ｃ．研究結果 

平成 25 年 7 月より、参加者の公募を開

始した。平成 26年 12月時点で、申込み者

は 23名に達した。このうち、適応外 3名、

介入前のキャンセル7名、延期1例があり、

残りの 12名に介入を開始した。このうち 4

名は、事前介入例であり、研究対象介入例

は 8件である。事前介入例を含めた 12名に

ついては、現段階までに有害事象は認めら

れていない。 

介入を開始した 12 名のうち、現在まで

に 7 名がセッションを終了した。予備的な

解析として終了した 7 件の介入前後の評価

を検討したところ、プライマリ・エンドポ



イントである GHQ 精神健康調査票

（GHQ-30）の総合得点は、いずれも介入

前より介入後の方が低下していた（図７）。 

 

Ｄ．考察 

 本研究はまだ目標症例数に達していない。

このため、今回の報告を行う時点ではプロ

グラムの実施可能性を検証する段階には至

っていない。しかし、介入を開始した 12件

において現段階では有害事象を認めておら

ず、また予備解析の結果では介入が終了し

た 7件に関してはGHQ-30の数値も介入前

後で比較すると下がっている。このため、

現時点では、SPRが我が国においても安全

かつ効果的なプログラムである可能性が示

唆されている。 

 今後は症例対象数を増やし、目標対象者

数に到達した時点で、各エンドポイントの

推移を分析し、プログラムの実施可能性を

検証していく予定である。 
 
Ⅱ-1. SRP の普及に向けた心のケア従事者

向けのトレーニング研修についての研究

（図 8） 

Ａ．研究目的 

サイコロジカル・リカバリー・スキル

（Skills for Psychological Recovery : SPR）

は、2010年にアメリカ国立 PTSDセンター

とアメリカ国立子どもトラウマティックス

トレス・ネットワークが開発した、災害復

興期の心理的支援方法である。2011年 6月

に兵庫県こころのケアセンター研究班が翻

訳して日本語版を作成し公表した。災害の

復興回復期に特化した支援プログラムであ

る SPRは、これまでにいくつかの海外の災

害後に用いられているが、わが国では本格

的に適用されていない。 

東日本大震災の被災地において実際に

支援に関わっている精神保健医療の専門家

が SPRのトレーニングを受け、これを実際

の被災者に適用することは、被災地におけ

るメンタルヘルス対策として実践的な意義

がある。しかし、心理的支援においては必

要な専門スキルの研修が必要であるが、そ

の研修方法は十分には確立していない。 

本研究は、復興回復期に推奨されている最

新の心理的支援法である SPRを、被災地の

心のケアに従事している専門家にトレーニ

ングし、アンケートと質的調査を行うこと

で、SPRの研修の意義と問題を明らかにし、

SRPの日本での適用の可能性と課題を明ら

かにすることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

【SPR研修会の実施】 

被災地の心のケアに従事している専門

家を対象に、以下の日程で SPR研修会を開

催した。講師は、SPRトレーナー資格取得

者である、兵庫県こころのケアセンターの

大澤智子氏（臨床心理士）に依頼した。そ

の上で、基本研修として SPRのについて講

義やワークショップによる研修を 2 日間の

日程で行った。平成 24年度に 3回実施済で

あり、今年度は第 4回目として平成 25年 7

月に気仙沼で実施し、第 5 回目として平成

26年 6月に仙台で実施した。また．フォロ

ーアップ研修として、基本研修に参加した

者の中の希望者を対象に、SPR活用事例に

ついての事例検討を実施した。この研修は

平成 24年度に 2回実施済であり、平成 25

年度は第 3回として平成 25年 12月に気仙

沼で、平成 26年度は 10月に気仙沼で実施

した。 



 

【調査方法】 

基本研修の前後およびフォローアップ

研修後に、研修の内容と SPRについてのア

ンケート調査を無記名で実施した。なお、

データは基本研修時からフォローアップ研

修まで追跡できるよう ID 化し連結可能匿

名化した。 

基本研修後、研修参加者が各自のフィー

ルドで被災者に SPR を用いて支援を行っ

た場合、スキル実施ログに記録してフォロ

ーアップ研修時に提出するよう依頼した。

スキル実施ログの内容は、支援で用いた技

法、支援時間、支援回数、支援の内容や問

題点とした。 

フォローアップ研修会時には、グルー

プ・ディスカッションを行い、SPR活用に

あたっての実現可能性や問題点を検討し、

その内容を議事録で記録した。 

 

【調査内容】 

１．アンケート調査（無記名） 

研修前（基本研修時）：基本属性、普段

活用している理論、トラウマ支援の経験、

心理支援法についての考え 

研修後（基本研修時およびフォローアッ

プ研修時）：研修プログラムの全体的評価、

SPRに関する興味関心・難易度・仕事との

関連性・活用する意欲・自信、SPRの各ス

キルごとの有用性、感想（自由記載） 

 

２．スキル実施ログ調査（無記名） 

支援対象者の属性（年齢、性別、主訴な

ど個人が特定されない情報）、支援で用いた

技法、支援時間、支援回数、支援の内容や

問題点 

 

３．グループ・ディスカッション 

① 自分の活動の中で SPR が役に立ちそう

だと思う場面 

② 今までに実際に SPR を試してみた（試

そうと思った）ことがあるか 

③ 自分の活動の中で SPR を活用する上で

難しい点・工夫点・課題 

④ どのような研修体制やスーパービジョ

ン（SV）体制があれば SPR を活用しやす

くなると思うか 

 

【倫理的配慮】 

研修の参加と研究への同意は区別し、研

究への参加は自由意志のもとに同意を得た

者のみに行った。なお、本研究の実施着い

ては、東北大学大学院医学系研究科倫理委

員会の承認を得ている。 

 

Ｃ．研究結果 

対象者となった研修会の基本研修受講

者は、通算合計 151名になった。フォロー

アップ研修は通算合計 56名になった。 

以上の参加者のうち、研究に同意を得

られた者を研究対象者とした。基本研修の

アンケート調査では、有効回答数 137、フ

ォローアップ研修でのアンケート調査では、

有効回答数 41であった。フォローアップ研

修に複数回出席している者の回答に関して

は第 1 回目の回答を使用した。その結果、

基本研修とフォローアップ研修で追跡調査

対象になる有効回答数は 35であった。 

基本研修時アンケートの対象者の基本

属性は、男性：女性＝23：114、年代は 20

代18％、30代48％、40代26％、50代15％、

60代 1％であった。職業は心理士 29％、精



神保健福祉士 13％、保健師 19％、看護師

18％、精神科医 6％、その他 15％であった。

災害・トラウマ支援の経験は、「全くない」

12％、「少しある」62％、「ある程度ある」

20％、「かなりある」5％であった。 

 

【アンケート結果】 

 基本研修後のアンケート結果は、「現在の

仕事と関連していると思うか」という質問

に対しては「強くそう思う」、「少しそう思

う」と答えた者が約 90％いた。また、「自

身の仕事の実践の中で試してみる意欲があ

るか」という質問に対しては「強くそう思

う」、「少しそう思う」と答えた者が約 90％

であるのに対し、「SPR を使える自信はあ

るか」という質問に対しては「強くそう思

う」、「少しそう思う」が 40％弱と低かった。

災害後の支援・トラウマを抱えた人への支

援経験があると答えた者は、SPRを活用す

る自信が有意に高いことが示された。 

 基本研修後とフォローアップ研修後で、

追跡調査対象者（N＝35）の SPRに関する

興味関心・難易度・仕事との関連性・活用

する意欲・自信、SPRの各スキルの有用性

のアンケートを比較したところ、大きな変

化は見られなかった。 

 

【スキル実施ログ調査結果】 

 スキル実施ログの回収数は 17 ケースだ

った。支援対象者の精神症状（複数回答）

は抑うつ（10ケース）と不安（7ケース）

が多かった。SPRのスキルのうち、実際に

使用したスキル（複数回答）は多い順に、

情報収集（11 ケース）、周囲の人と良い関

係をつくる（11 ケース）、ポジティブな活

動（8ケース）、心身の反応（5ケース）、役

に立つ考え方（5 ケース）、問題解決（4 ケ

ース）だった。スキルの有用性（5 段階評

価）で平均値が高かったのは情報収集（4.8）

とポジティブな活動（4.8）だった。スキル

の自信（5 段階評価）で平均値が高かった

のも情報収集（4.2）とポジティブな活動

（4.1）だった。 

 

【グループ・ディスカッション結果】 

自分の活動の中で SPR が役に立ちそう

だと思う場面に対しては、「相談業務」や「健

康教室等グループでの活用も可能ではない

かと」いう声が寄せられた。また、「対象者

が自分の問題を解決するモデルは、支援者

の“問題解決してあげなければ”という負

担感が軽くなって楽になった」という声も

挙がった。②今までに実際に SPRを試して

みた（試そうと思った）ことがあるかに対

しては、構造化したセッションでの活用は

少なかったが、「エッセンス的に活用してい

る」という声が多かった。③自分の活動の

中で SPR を活用する上で難しい点・工夫

点・課題に対しては、「スキルの指導という

部分が日本文化になじまないので一緒に考

えるというスタンスが重要」「マニュアルど

おりでなく TPO に合わせて柔軟に使う必

要がある」「マニュアルの表現を自分なりに

変えて使うステップが必要」「スキルのマッ

チングで、うまくいかなかったときスキル

を変える応用力が必要」等の意見が出た。

④どのような研修体制や SV 体制があれば

SPRを活用しやすくなると思うかに対して

は、「事例検討」「タイムリーな SV」という

要望があがった。 

 

Ｄ．考察 



基本研修後のアンケート調査結果から、

SPRに対する興味関心は高く、試してみよ

うという意欲が高いのに対して、自信は低

いという傾向が明らかになった。追跡調査

からフォローアップ研修を経た後には理解

度が上がり、さらに事例提供を行うと実際

に SPR を実践してみようという意欲が上

がることが明らかになったが、自信につな

がるまでには至らなかった。 

これらの結果から、SPRの研修には一定の

意義があるが、基本研修と 1 回のフォロー

アップ研修だけでは限界があり、グルー

プ・ディスカッションの意見にもあがった

とおり、事例検討の繰り返しと SV 体制を

整える必要があることが明らかになった。

また、支援方法として広く普及啓発してい

くためには、モデリング機能が必要だと考

えられる。そのため、SPR活用場面につい

てのデモンストレーション DVD 等が有効

ではないかと考えられた。 

 
 
Ⅱ-3 SRP の普及および、支援者のスキル

向上に向けた DVD 制作 

Ａ．研究目的 

SPR研修の結果、参加者の研修に対する

満足度や SPR のプログラムに対する関心

は高かったが、SPRの活用に対する自身は

低いことが明らかとなった。また、参加者

は SPR をアウトリーチ活動や訪問など、

様々な場面で活用可能であると感想を寄せ

ていたが、実際の場面で SPRを使うために

は、面接技術に関する課題があることが示

された。また、参加者は、モデリングやロ

ールプレイ、事例検討、スーパーヴィジョ

ンを求めていることも明らかとなった。 

これらのことから、支援方法として広く

普及啓発していくためには、モデリング機

能を補うツールの作成が課題の一つである

と考えられた。 

本研究では、復興回復期に推奨されてい

る最新の心理支援法である、SPRを実施す

る支援者のスキルを向上するためのモデリ

ングツールである DVD の制作を行うこと

を目的とする。 

 

【DVDの活用と期待される効果】 

 日本における SPR研修会において、参加

者に補助教材として提供し、活用してもら

うこととした。これから SPRを学ぶ者に対

しての教育効果を向上させると共に、すで

に SPR を学んだ者に対してはブラッシュ

アップ効果が期待できると考えられる。ま

た、大規模な SPR効果の検証研究を可能に

すると共に、災害復興期における心理的支

援の促進につながると考えられる。 

 

Ｂ．研究方法 

【DVDの概要】 

DVDの概要について、東北大学予防精神

医学寄附講座と兵庫県こころのケアセンタ

ーで話し合い、以下のようにした。 

・DVD は SPR の実用性を高めるために、

SPR の各スキルのデモンストレーション

（ロールプレイ）を中心に構成することと

した。 

・架空事例の場面は、保健師や PSW、心理

士などがアウトリーチや訪問をする際に役

立てるよう、サポートセンターのスタッフ

が仮設住宅を訪問する場面とした。 

 

【DVDの構成】 

 再生時間は 90~120 分程度で、チャプタ



ー形式にして、見たい部分から見ることが

できるようにした。各章立ては以下の通り

とした。 

①SPRおよび DVDの構成について 

②情報を集め、支援の優先順位を決める 

③ポジティブな活動をする 

④心身の反応に対処する 

⑤役に立つ考え方をする 

⑥周囲の人とよい関係をつくる 

⑦継続面接 

⑧制作協力等 

 

【架空事例の内容】 

 DVDの架空事例の内容については、全て

のスキルを用いることができるような事例

となるよう、工夫した。また、被災地で勤

務している気仙沼市の鈴木由佳里保健師と

共に検討をおこなった。 

 

【DVDの監修】 

SPRトレーナー資格取得者である、兵庫県

こころのケアセンターの大澤智子氏（臨床

心理士）および SPRの開発者である米国の

The National Center for Child Traumatic 

StressのMelissa Brymer氏から指導をい

ただいた。 

 

Ｃ．研究結果 

 平成 26年 10月 14日、15日、および 11

月 19日に宮城県名取市の協力を得て、応急

仮設住宅の空き部屋を撮影場所としてお借

りし、DVDの撮影を行った。12月 2，3日

に Melissa Brymer 氏が来日した際、兵庫

県こころのケアセンターの大澤智子氏と共

に DVD の仮編集版を視聴会を行い、両者

よりスーパーヴィジョンを受けた。現在、

これらの指導を受けて修正・編集作業中で

ある。 

 DVD が完成した際は、現在までの SPR

研修参加者に教材として配布する予定であ

る。 

 

Ｄ．考察 

 本研究では、これまでの SPRトレーニン

グ研修の結果、感想を基に、補助教材とし

て DVD の制作を行っている。SPR に対す

る興味関心は高いものの、実践するための

自信が低いことが実用性への課題の一つで

あると考えられた。 

 本 DVD は、SPR 研修を受講した者に対

して配布する予定であり、更なる学習に役

立ててもらう予定である。今後、DVDを用

いての学習の効果の検討を行うことが有用

であると考えられる。 

 

Ⅲ.認知行動療法の普及、啓発を目的とした

東日本大震災被災地における一般市民及び

支援者向けこころのエクササイズ研修につ

いての研究 

 

Ⅲ-１.こころのエクササイズ研修の実施と

その前後調査 

 

Ａ．研究目的 

東日本大震災により宮城県は沿岸部を中心

に甚大な被害を受け、被災者の心のケアは

年単位の長期にわたって必要とされている。 

大規模災害後には、重度の精神疾患より

は、むしろ軽度の精神疾患や精神的不健康

を来すことが多いと考えられている。東日

本大震災においても、被災地に住む人々に

は、外傷体験や喪失体験に加えて、家庭的、



経済的、職業的に様々なストレスが持続的

にかかっている。しかし、この問題にアプ

ローチするためには、医療機関での治療で

はなく、精神的な健康増進や予防的な観点

から、一般市民に働きかけることが大切だ

と考えられる。 

認知行動療法は認知・行動の両面からの

働きかけによりセルフコントロール力を高

め、社会生活上の様々な問題の改善、課題

の解決をはかる心理療法である。認知行動

療法はうつ病、不安障害など様々な精神疾

患に適応があり、その有効性が報告されて

おり、精神心疾患に対する治療法としてだ

けではなく、疾患にまで至らない抑うつ症

状に効果を示したり、精神疾患の予防にも

効果があることが示されており、医療現場

以外の領域にも広く応用されている。 

日本では他の先進国と比べ、認知行動療

法の普及が遅れており、これを広く社会に

普及し、被災地のメンタルヘルスケアに役

立てていくためには、効果的な研修方法を

確立していく必要がある。 

そこで、我々は、認知行動的アプローチ

を一般の被災者が学び、今後の生活に役立

てることが有用ではないかと考え、一般市

民向けの研修会「こころのエクササイズ研

修」を宮城県内の被災地で実施し、質的調

査を行うこととした。 

本研修のプログラムは、認知行動療法セ

ンターで開発された全 6 回からなるコース

で、認知行動療法の基本、活動記録表、行

動活性化、コミュニケーションスキル向上、

アサーション、認知再構成法、問題解決技

法などを、市民向けに分かりやすく解説し、

演習を交えながら実施するものである。 

認知行動療法の基本的な考え方やスキル

を伝え、日常生活の中でのストレスケアに

ついて学んでもらうための「こころのエク

ササイズ研修会」を被災地の一般市民及び

支援者を対象に実施する。 

本研修のプログラムについてアンケート

と質問票により質的調査を行い、研修の意

義と問題を明らかにする。そして、今後の

認知行動療法の普及、啓発の可能性と課題

を明らかにすることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

＜情報収集＞ 

研修会の事前の情報収集、準備のため、

平成 24年 10月 22日から計 6回、研究分

担者である上田が国立精神神経医療センタ

ー認知行動療法センターの高田馬場研修セ

ンターにて行われている市民向けの「ここ

ろのエクササイズ研修会」を見学した。ま

た、集団認知行動療法の技法を研修会に取

り入れるため、平成 25年 1月 15日から計

5回、上田が NTT東日本関東病院での「職

場復帰のための集団認知行動療法・アサー

ショントレーニング」を見学した。 

＜対象＞ 

宮城県内被災地域の一般市民及び支援者 

＜実施時期＞ 

・第 1 回（保健師など支援者を対象に、試

験的な研修・調査として実施） 

①平成 25年 2月 8日 ②平成 25年 2月

15日 ③平成 25年 2月 25日 ④平成 25

年 3月 1日 ⑤平成 25年 3月 8日 ⑥平

成 25年 3月 15日 

・第 2回 

①平成 25年 6月 3日 ②平成 25年 6月

10日 ③平成 25年 6月 17日 ④平成 25

年 6月 24日 ⑤平成 25年 7月 1日 ⑥平



成 25年 7月 8日 

・第 3回 

①平成 25年 10月 1日 ②平成 25年 10

月 8日 ③平成 25年 10月 15日 ④平成

25年 10月 22日 ⑤平成 25年 10月 29日 

⑥平成 25年 11月 5日 

・第 4回 

①平成 26 年 2 月 20 日 ②平成 26 年 2

月 27日 ③平成 26年 3月 6日 ④平成 26

年 3月 13日 ⑤平成 26年 3月 20日 ⑥

平成 26年 3月 27日 

・第 5回 

 ①平成 26 年 5 月 14 日 ②平成 26 年 5

月 21日 ③平成 26年 5月 28日 ④平成

26年 6月 4日 ⑤平成 26年 6月 11日 ⑥

平成 26年 6月 18日 

 

＜研修の講師、ファシリテーター＞ 

・講師 

主に分担研究者である東北大学大学院医

学系研究科 上田一気が担当した。 

・ファシリテーター 

 主に精神科医療保健従事者（医師、看護

師、心理士）である、東北大学大学院医学

系研究科予防精神医学寄附講座のスタッフ

が担当した。 

＜研修プログラム＞ 

一般市民向けの認知行動療法研修につい

て経験のある国立精神・神経医療研究セン

ター認知行動療法センターの協力を得て、

研修プログラムを作成した。本プログラム

は全 6 回からなり、6 回の構成は下記の通

りである。1回のプログラムは 1時間 30分

の内容である。 

① 認知行動療法の基礎を学ぼう 

「こころのクセテスト」や「よいところ

探し」などの演習を行い、認知行動療法

の基礎を学んでもらう。 

② “やる気”が先か“行動”が先か？～楽し
める活動を増やすコツ～ 

行動活性化について学んでもらう。気持

ちが落ち込んだり不安になった時に、自

分がどのような行動パターンを取りや

すいのかを分析してもらう。 

③ コミュニケーションスキルアップ 
アサーションについて学んでもらう。家

族や友人など身近な人たちの話がきち

んと聴けているか、上手な話の聴き方に

ついて学んでもらう。 

④ 自分の気持ちや考えをうまく伝えるコ

ツ 
アサーションについて学んでもらう。自

分の気持ちや考えがうまく伝える方法

のコツを学び、演習してもらう。 
⑤ 目からウロコ！発想転換のコツ 

認知再構成法について学んでもらう。抑

うつ、不安となると、ネガティブな思考

にとらわれてしまう傾向がある。考え方

のバランスを取りこころを軽くする方

法を学んでもらう。 
⑥ 岩も砕けば持ち上がる？！～問題を上

手に解決するコツ～ 

問題解決技法について学んでもらう。現

実的な困難な問題にあたるとき、何から

手を付けてよいか分からなくなること

がある。問題を絞り込んで具体的に解決

法を検討していく方法を試してもらう。 
＜調査内容＞ 

・プログラム各回終了後のアンケート 

研修の内容について、 

①難易度 ②時間配分 ③参加人数 ④

配付資料 ⑤学んだことを生活に活かせる

か ⑥他人に勧めたいか ⑦自由記述 

以上 7項目の回答を求めた。 

・全プログラムの前後の調査票 

参加者の属性、研修の理解度を測るため



の質問、自己効力感を測るための尺度とし

て Self-Efficacy Scale(SES)を調査した。 

＜参加者の公募＞（図９.参照） 

・第 1 回（保健師など支援者を対象に、試

験的な研修・調査として実施） 

 岩沼市健康福祉部健康増進課の後援、協

力の下で、チラシを配布し、告知を行った。

参加申し込みは、ファックス、電話で受け

付けた。 

・第 2 回は、岩沼市健康福祉部健康増進課

の後援、協力の下で、チラシを配布し、ま

た岩沼市報平成25年5月号に記事を掲載し、

告知を行った。参加申し込みは、ファック

ス、電話で受け付けた。 

・第 3回、第 4回は仙台市精神保健福祉総

合センター（はあとぽーと仙台）の後援、

協力の下で、チラシを配布し、告知を行っ

た。参加申し込みは、ファックス、電話、

メールで受け付けた。 

・第 5 回は、石巻市健康部健康推進課、か

らころステーション、ユースサポートカレ

ッジ石巻 NOTEの後援、協力の下で、チラ

シを配布し、石巻市報平成 26年 4月 1日号

に記事を掲載し、告知を行った。参加申し

込みは、ファックス、電話、メールで受け

付けた。 

なお、本研究の実施については、東北大

学大学院医学系研究科倫理委員会の承認を

得ている。 

 

Ｃ．結果 

第 1 回の岩沼市での研修は試験的な研

修・調査として、岩沼市の関係機関の保健

師などの支援者を対象に研修を実施した。 

その後、第 2回から第 5回までは一般市

民を対象に研修を実施した。 

＜参加者数＞ 

これまでに、岩沼市、仙台市、石巻市に

て、第1回から第5回まで研修を実施した。

参加者の総数は 180 名であり、男性 19 名

（10.6％）、女性 161名（89.4％）であった。

平均年齢は 45.53±14.27歳（range：22-91

歳）であった。各研修会の詳細を表 4.に示

した。 

全 6回のうち 5回以上出席し、研修前後

の調査票の回答が得られた 46 名（男性 2

名、女性 44名、平均年齢 47.8±13.7歳）に

ついて、特性的自己効力感尺度（SES）、研

修の理解度を測るための質問について、研

修前後の変化を検討した。 

特性的自己効力感は介入前後の得点を

Wilcoxon の符号付き順位検定で比較した

ところ、自己効力感は研修前 69.2から研修

後 73.4 と有意に向上した(p<0.01, z=2.73)

（図 10.）。 

研修の理解について 7 項目質問し、介入

前後の得点を Wilcoxon の符号付き順位検

定で比較した（図 11.）。0.「あてはまらな

い」～4.「あてはまる」までの 5 件法で評

価し、「自分の考え方のクセを知っている」、

「どのように考えるとうつや不安な気分が

強くなるのか分かっている」、「自分をいつ

も苦しめている考え方に気づき、発想を切

り替えることができる」、「解決策を実行し

た後で、状況がどう変化したかを注意深く

評価する」の 4 項目において有意な変化を

認めた。 

また、研修に対する満足感は高く、実際

に演習を体験しながら楽しく学ぶことがで

きたという感想が多く得られた。 

 

Ｄ．考察 



対照群のない予備的な前後調査である

ため、結果の解釈は慎重に行うべきである

が、本研修プログラムは、被災者の自己効

力感の向上に役立つことが示唆された。

我々の試みからは、被災地には認知行動的

アプローチを学んで実生活に役立てたいと

いうニーズがあり、これに応えるための研

修プログラムが実施可能であることが明ら

かとなった。今後は、さらに多くの地域で

実践を試みるとともに、プログラムの改訂

やプログラム施行者の育成に努めていくこ

とが必要と考えられる。 

今後、この結果をもとに認知により焦点

をあて、認知行動療法のスキルの中でも認

知再構成法のアサーション（コミュニケー

ション）を中心にプログラムを改訂し、こ

れを用いて被災地の一般市民に向けた認知

行動療法の考え、スキルを普及させる研修

会を実施し、ランダム化比較試験として研

修の有効性を検証することを計画している。 

 
Ｅ．結論 

 本研究により、被災地における、自治

体職員、社会福祉協議会職員、医療職、消

防隊員など、およそ 2,800 人の精神健康に

ついての現状を疫学的に把握することがで

きた。被災地での継続的に支援を続ける上

記人々は、一般の住民以上に強いストレス

を自覚しており、また、抑うつ症状や PTSD

症状を呈しうつ病や PTSDのリスクが高い

者が一定数以上いることが明らかとなった。

また、職種間によって、このような精神疾

患のリスクの割合が異なることも明らかと

なった。うつ病のリスクは、職場でのコミ

ュニケーションや休養不足などの災害後の

職場環境の要因が強く関わっていた。一方

で、PTSD のリスクには、これした職場環

境の要因に加えて、自宅の被災や家族の死

などの被災による直接的影響が関与してい

た。今後、被災地の職場における職場環境

の整備が重要である。また、職域によるハ

イリスク者の割合が異なる結果からは、被

災地では職域の特徴に応じた支援対策を打

ち出す必要性があると考えられた。 

経時的には、全体的な症状はハイリスク

者数の割合は減少傾向にあったが、ハイリ

スク者の中には、慢性経過する者、時間経

過に伴い悪化する者も含まれており、長期

的な経過観察が必要な者が多く含まれてい

た。また、災害の被害による個人的な要因

に加えて、震災後の職場環境がその後の精

神症状などに影響することも明らかとなっ

た。 

復興期に役立つ心理支援プログラム

SPRを3年間で5回実施し151名が受講し、

フォローアップ研修の受講者も 56 名に上

った。研修に対する関心は高く、研修自体

への満足度は高かったが、実践応用するた

めには、スーパービジョンの体制や事例検

討など、より実戦的な教育が必要と考えら

れた。 

SPR を用いた地域住民に対する介入に

ついては、実際に被災地で実施したところ、

現時点までに介入を終了した事例では有害

事象は認められず、また、症状は全例で改

善していることが明らかとなっている。今

後も介入を継続して、最終的にわが国にお

ける実施可能性を明らかにする。さらに、

SPRの普及に向けて、実際の現場での実施

についてのデモンストレーションを含んだ

DVD を作成した。これを用いることで、

SPRによる研修の効果が高まることが期待

される。 



大規模災害後の被災地に住む一般市民

向けの認知行動アプローチを目的としたプ

ログラムでは、各回 5回の研修会が 3年間

で計 5回開催され、被災地の住民 180名が

参加した。研修後のアンケートでは、研修

会は一般市民に受け入れられる内容であり、

受講者の認知的変容を促す可能性が示唆さ

れ、特に自己効力感の向上につながること

があきらかとなった。精神的な不健康や精

神疾患の予防のためには、一般市民に受け

入れられやすく効果的なプログラムを普及

させていくことが重要であり、本研究の結

果はこれを明らかにすることができた。今

後は、本研究の成果を踏まえたランダム化

対照試験を実施する予定としている。 
 
Ｆ．健康危険情報 
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図１ K6（全般性精神健康）の総得点が 13点以上の職員の割合 

 

 

 

 

 
図２ PHQ-9（抑うつ症状）の総得点が 10点以上の職員の割合 
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図３ PCL（PTSD症状）の総得点が 44点以上の職員の割合 
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図４．B自治体職員の各症状のハイリスク者の入れ替わり 
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表２.

因 

 

 

 

 

 

年齢
性別（女性）
生活支援相談員
事務職
介護職
独居世帯
震災前からメンタルヘルスの治療歴がある
家計の収入が減った
自宅が全壊・大規模半壊
震災により家族に死者行方不明者がいる
震災で命の危険を感じた
職場の人間関係に苦労している
休養がとれていない
住民からの非難で辛い思いをした

. 社会福祉協議会職員データ

. 第 1回調査（約

性別（女性）
生活支援相談員
事務職
介護職
独居世帯
震災前からメンタルヘルスの治療歴がある
家計の収入が減った
自宅が全壊・大規模半壊
震災により家族に死者行方不明者がいる
震災で命の危険を感じた
職場の人間関係に苦労している
休養がとれていない
住民からの非難で辛い思いをした

社会福祉協議会職員データ

回調査（約 20か月後）における

震災前からメンタルヘルスの治療歴がある

自宅が全壊・大規模半壊
震災により家族に死者行方不明者がいる
震災で命の危険を感じた
職場の人間関係に苦労している

住民からの非難で辛い思いをした

社会福祉協議会職員データ基礎統計

か月後）における

β SE

震災前からメンタルヘルスの治療歴がある 1.30
0.57
0.12

震災により家族に死者行方不明者がいる 0.89
0.52
1.52
0.39
0.80

K6

基礎統計 

か月後）における K6、PHQ

SE OR P

0.39 3.67 0.00
0.32 1.77 0.08
0.31 1.12 0.71
0.43 2.43 0.04
0.38 1.69 0.17
0.34 4.58 0.00
0.31 1.47 0.21
0.30 2.23 0.01

K6　13点以上

PHQ-9、PCL

β SE
-.01 .01

-.27 .29

0.00 1.83 0.37
0.08 0.61 0.27
0.71 0.32 0.27
0.04 0.50 0.39
0.17 0.62 0.33
0.00 1.34 0.28
0.21 0.78 0.27
0.01 0.11 0.26

PHQ-9

PCLハイリスク者

OR P
.01 .99 .29

.29 .77 .36

0.37 6.24 0.00
0.27 1.84 0.02
0.27 1.37 0.23
0.39 1.65 0.21
0.33 1.86 0.06
0.28 3.83 0.00
0.27 2.17 0.00
0.26 1.11 0.68

PHQ-9　10点以上

ハイリスク者に関連する要

β SE
.29

.36

0.00 1.19 0.49
0.02 0.49 0.42
0.23 0.62 0.39
0.21 0.87 0.52
0.06 0.88 0.56
0.00
0.00 1.32 0.44
0.68 0.79 0.39

PCL　44

 

に関連する要

OR P

0.49 3.29 0.01
0.42 1.63 0.25
0.39 1.86 0.11
0.52 2.38 0.09
0.56 2.41 0.12

0.44 3.76 0.00
0.39 2.21 0.04

44点以上
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因 

 

 

 

 

 

 

 

図５. K6

 

年齢
性別（女性）
生活支援相談員
事務職員
介護職員
独居世帯
震災前からメンタルヘルスの治療歴がある
自宅が全壊・大規模半壊
近所の人たちと信頼しあうことができていない
震災により家族に死者行方不明者がいる
震災で命の危険を感じた
震災当時の自分の言動を責める気持ちがある
職場でのコミュニケーションがとれていない
休養がとれていない
見通しの立たない仕事が多いと感じる
住民からの非難で辛い思いをした

. 第 2回調査（約

. K6、PHQ-

性別（女性）
生活支援相談員
事務職員
介護職員
独居世帯
震災前からメンタルヘルスの治療歴がある
自宅が全壊・大規模半壊
近所の人たちと信頼しあうことができていない
震災により家族に死者行方不明者がいる
震災で命の危険を感じた
震災当時の自分の言動を責める気持ちがある
職場でのコミュニケーションがとれていない
休養がとれていない
見通しの立たない仕事が多いと感じる
住民からの非難で辛い思いをした

回調査（約 32か月後）における

-9、PCLのハイリスク者の割合の推移

震災前からメンタルヘルスの治療歴がある
自宅が全壊・大規模半壊
近所の人たちと信頼しあうことができていない
震災により家族に死者行方不明者がいる
震災で命の危険を感じた
震災当時の自分の言動を責める気持ちがある
職場でのコミュニケーションがとれていない

見通しの立たない仕事が多いと感じる
住民からの非難で辛い思いをした

か月後）における

のハイリスク者の割合の推移

β SE

0.87
震災前からメンタルヘルスの治療歴がある 0.86

近所の人たちと信頼しあうことができていない 0.78
震災により家族に死者行方不明者がいる

震災当時の自分の言動を責める気持ちがある 0.8
職場でのコミュニケーションがとれていない 1.56

0.67
1.19

-0.18

K6

か月後）における K6、PHQ

のハイリスク者の割合の推移

SE OR P

0.5 2.4 0.08
0.48 2.35 0.08

0.31 2.18 0.01

0.31 2.23 0.01
0.53 4.75 0.00
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研究要旨 

 災害によるトラウマ後のうつ病の有病率は PTSD と並んで高いが、うつ病から見るとト

ラウマは多くのライフイベントの１つと見なされることが多い。両者の関連は、併存率の

高さ、病因としてのストレスのもたらす共通の転帰、診断学的ないし症候論的重複、自殺

などの深刻な転帰への相関の一致などによって示されている。また薬物療法への治療反応

性に関しても、SSRIが第一選択に挙げられるなど重なるところが大きい。今後は単なる相

関ではなく、症状形成、病態生理を踏まえた関係を解明する研究が望まれる。 

トラウマ後の PTSD 症状とうつ病症状との関連は、記述症候論、既存の疾患概念だけに依

拠して論じるべきではなく、発症に関連するバイオマーカーとしての遺伝子多型、発現に

関する知見と、小児期の虐待等のトラウマ体験が成人後にもたらす影響を考慮して論じら

れるべきである。小児期のトラウマ体験に関連した epigenetic な脆弱性の観点からは、

PTSDとうつ病の近縁性は強く示唆される。脆弱性を規定する遺伝子要因の一部は精神療法

への良好な治療反応性と関係することも示されており、回復過程における epigenetic な要

因の役割の更なる解明が求められる。 

 PTSD症状とうつ病症状への治療的取り組みの向上のために、治療回復途上におけるこれ

らの症状の関連を調べた。PTSDを発症した成人女性に Prolonged Exposure therapy (PE)

を実施し、治療経過における PTSD 症状とうつ症状の変化の関係性を検討すること、また

intimate partner violence (IPV)群と not intimate partner violence (NIPV)群における変

化の関係性に相違があるのか検討することを目的に研究を行った。対象は PTSD を発症し

た女性患者（DV 被害：15 名、その他の被害：11 名）とし、得られた 26 名のデータにつ

いて単回帰分析と PATH解析を実施した。IPV群と NIPV群における‘うつ’の状態は症状だ

けを単独で評価したのでは把握しづらい相違が存在している可能性が示唆された。IPV 群

では治療終結後もうつ病治療が課題として残る可能性については十分予測されるべきであ

り、PE治療の効果的なタイミングやうつ症状に対する既存あるいは特化した治療アプロー

チの検討、その介入時期と介入後の効果などは今後の重要な研究課題である。 



 

Ⅰ.  はじめに 

うつ病は様々なライフイベントに続発す

ることが知られており、そうしたイベント

の 1 つとしてのトラウマ的体験は、ストレ

ス応答性に強い衝撃をもたらすことによっ

て、うつ病、不安障害などを発症させるこ

とが考えられる(1)。Matsuokaらの行った、

交通事故による三次救急搬送患者における

事故後 1 ヶ月時点でのうつ病の発症率は大

うつ病が 16％、小うつ病が 7％であり、他

方 PTSDは 8％、部分 PTSDが 16％であっ

た(2)。なお何らかのⅠ軸診断を示した者の

割合は 30％である（一部重複あり）。した

がって事故というイベントから見た場合、

PTSD 圏とうつ病圏の疾患の比率はほぼ同

じである。また PTSD8 名中 7 名が大うつ

病を、大うつ病 16 名中 7 名が PTSD を併

発していることからは両疾患の併存性の高

さが示されているが、Kesslerによる先行研

究(3)においても、PTSDの半数以上がうつ

病を併発しており、トラウマというイベン

トだけではなく、PTSD と疾患に関しても

うつ病との関連性が高いことが示されてい

る。 

他方で PTSD患者に対し、トラウマに焦

点を当てた治療を実施することで PTSD症

状だけでなく併存したうつ症状にも改善が

見られることをいくつかの研究が示唆して

いる（Harvey, A.G et al. 2003）（Asukai. N 

et al. 2010）が、治療経過中における 2つ

の症状変化の関連性を示唆した研究はまだ

少ない。Aderka らは子どもと青年期の若

者を対象として PE 治療経過中における

PTSD 症状とうつ症状変化の関連性を調査

した（Aderka, M.I et al. 2011）。その結果、

治療の進行とともに PTSD症状とうつ症状

が相互に影響を与え合いながら軽減してい

くことと、PTSD 症状の減少がうつ症状の

減少を、その逆のパターンよりもより大き

く誘導することが示唆された。 

さらに近年、epigenetic 研究は加速度的

に進展しており、特に小児期のトラウマ体

験のもたらすトラウマ性疾患の病態理解に

も大きな役割を果たしつつある。トラウマ

後の PTSDの有病率はイベントによっても

異なるが、慢性化する者は概ね 8-10％とさ

れる。かつては異常な体験に対する正常な

反応と言われたこともあったが、近年の研

究からは、同様のトラウマ体験に暴露をし

てもその反応性には個体差があることが見

出されている。この知見によって、ストレ

ス脆弱性に関する epigenetic的立場からの

研究が推進されてきた。 

これらの立場から PTSDとうつ病の関係

を考察した。 

 

 

Ⅱ. 病因 

 PTSD に対して原因的なリスクを有す

るのは精神の危険をはらむトラウマ的な出

来事への暴露である。トラウマという言葉

がすでに traumatic stressであり、ストレ

ス要因であることからも明らかなように、

トラウマへの暴露は重度のストレスであっ

て、ストレスに関連した心身の症状ならび

に疾患はどのようなものであっても生じ得

る。その意味で、PTSD が発生するような

状況というのは健康被害が生じており、精

神に限っていえばストレスと関連性の高い

気分、不安障害は発症しやすい状況である



といえる(4)。また PTSDとうつ病はともに

共通する生物学的な脆弱生要因を持ってお

り、近年では脳脊髄液中の substance P濃

度が基礎値においてもトラウマビデオ視聴

後の反応性においても更新しているという

所見(5)や、serotonin transporter 所見(6)

などが注目されている。なおこの仮説は上

述の交通事故研究からも明らかであるが、

従来研究においては各種精神疾患、症状の

横断的な有病率だけが調査対象となってお

り、今後は各疾患の経時的な消長、介在な

いし調整的な要因の検討が課題である。 

トラウマ体験に対する epigeneticな反応

はトラウマ後の精神症状の発症と慢性化、

また快復力に関連する重要な生物学的要因

として注目されている。中でも cortisol に

よるストレス応答系に関連する DNA 

methylation は環境要因との相互作用にお

いて変容することが知られており、トラウ

マ体験に続発する PTSD、うつ病、不安症

などへの脆弱性を高めるとされる。 

現在 PTSDとの関連が検討されている遺

伝子の代表的なものとしては、FKBP5、

SLC6A4 (5-HTTLPR) 、SLC6A3 (DAT1) 、 

DRD2 、 COMT 、 ADCYAP1/ 

ADCYAP1R1 などがあるが、これらの遺伝

子は PTSDのみならずうつ病との関連も検

討されており、遺伝子発現に関連したスト

レス脆弱性の立場からも PTSDとうつ病と

の近縁性が示唆される。 

 

Ⅲ. 症状 

PTSDが DSM―Ⅲ（診断と統計のための

マ ニ ュ ア ル 第 Ⅲ 版 Diagnostic and 

statistical manual 3rd edition，1980）に

初めて登場したときの診断基準項目には罪

責感などの抑うつ系の症状が含まれており、

後にはうつ病との鑑別診断が困難になると

の理由でこの項目が削除されたという経緯

がある。本年春に改訂予定の DSM-５では

認知の変化として、悲観的思考が含まれる

など、再び抑うつ的な症状項目が追加され

た。共通の不利な転帰への関与 

うつ病のもっとも不利な転帰は自殺であ

る。PTSD においても自殺は珍しいことで

はなく、その発現には抑うつ症状が関与し

ている(7)(8)(9)。PTSDの治療ガイドライン

(10)においてはまず自殺のリスクの評価が

求められており、また未治療の PTSDは自

殺のリスクを高める。その理由は PTSDに

伴う不安、抑うつが自殺念慮を高めること

と、社会的孤立、スティグマが生存への欲

求を減少させるということがある。 

 

Ⅳ. 治療反応性 

 治療においては両疾患ともに SSRI が

第一選択薬となる(11)(12)。特に PTSD で

は病理発症のモデルとしては急性期には

nor-epinephrine過剰放出(13)(14)、その後

は cortisol 応答性の過敏とカスケード反応

が想定されている(15)(16)が、こうした病理

モデルと実際の治療選択との間には解離が

ある。気分障害、不安障害における

serotonine の役割については不明な点が多

いが、少なくとも診断に迷う症例において

はこの薬剤の処方を検討することが合理的

であろう。なお nor-epinephrine モデルに

従って、トラウマ暴露直後にβ2-blockerで

ある propranolol を処方することで PTSD

の予防が試行されたが、有意な結果は得ら

れていない(17)(18)。 

 PTSDの epigeneticな脆弱性を考える



上で重要なことは、FKBP5のような累積的

トラウマによる PTSD発現と係わることが

推測されている遺伝子は、他方で持続エク

スポージャー療法のような治療への反応性

の増大とも関連していると言うことである。

発症に係わる要因としての遺伝子多型に関

してはうつ病と PTSDとの類縁性が指摘さ

れてきたが、回復過程においてもこうした

類縁性が認められるか否かは今後の課題で

ある。ただし Trcikettらはうつ病の患者で

も小児期の虐待経験のある場合は薬物療法

よりは精神療法に反応することを報告して

おり、この場合の遺伝子多型の関与は不明

であるが、PTSD に限らずトラウマ歴の有

無が治療反応性に影響を与え得るという視

点からさらなる研究が期待される。 

 

Ⅴ. 発達的視点 

幼少期の虐待等によって、神経系、神経内

分泌系回路の感受性が持続的に亢進し、

HPA系を介して、ストレス耐性、認知機能

にも影響を与えるとされる。脳は出生から

成人期にかけて次第に複雑さを増し、体験

された情報を記銘する器官である。通常は

こうしたプロセスは環境への適応の方向に

働くが、逆境にあるばあいには、適応でき

ない不安、葛藤、あるいは恐怖感が記銘さ

れ、またストレスに対応するための神経内

分泌の制御系の混乱が痕跡として残り、遷

延する。 

 Rodentや primatesの研究からは、出

生後早期の母親のストレス、母親からの分

離、食料獲得の困難、母親からの育児の低

下があると、脳の構造的、機能的な変化が

生じ、神経内分泌、自律神経系の制御、覚

醒などに関連した脳機能部位の連絡が不良

となる。その結果、ストレスに対する自律

神経系、ないし行動上の反応が生涯にわた

って増大するとされる。その結果、ストレ

スに対して身体的にも精神的にも脆弱な個

体が形成される。National Comorbid 

Survey のデータを用いた Green らによれ

ば、児童期の逆境の累積は、成人後のうつ

病、不安、行動の破綻の全てを増加させて

いた。Raabe らによれば、このような精神

的脆弱性の帰結として代表的なものはうつ

病と PTSDであった。 

 こうした遺伝子多型は、特に小児期に

おける環境要因との関連においてうつ病な

どの精神疾患の発症リスクを増やすことが

見出されており、Peyrotらは感情的ネグレ

クト、心理的虐待、身体的虐待、性的虐待

のいずれかがあると、成人後のうつ病リス

クに対する遺伝した系の影響が増大するこ

とを見出した。 

 

Ⅵ. 持続エクスポージャー療法への反応

性 

PTSD 患者に対し、トラウマに焦点を当

てた治療を実施することで PTSD症状だけ

でなく併存したうつ症状にも改善が見られ

ることをいくつかの研究が示唆している

（Harvey, A.G et al. 2003）が、治療経過中

における 2 つの症状変化の関連性を示唆し

た研究はまだ少ない。Aderka らは子ども

と青年期の若者を対象として PE 治療経過

中における PTSD症状とうつ症状変化の関

連性を調査した（Aderka, M.I et al. 2011）。

その結果、治療の進行とともに PTSD症状

とうつ症状が相互に影響を与え合いながら

軽減していくことと、PTSD 症状の減少が

うつ症状の減少を、その逆のパターンより



もより大きく誘導することが示唆された。

この研究は、PTSD 症状とうつ症状を併せ

持つ患者に対する心理療法の治療構造を決

定するうえで重要な指摘を行っているが、

成人を対象にした同様の研究はまだない。 

このため、本研究では、まず PTSD症状

で PE を受けた対人暴力被害の成人女性を

対象とし、PE 治療経過中の PTSD 症状と

抑うつ症状との症状変化の関連性を分析す

ることを目的とした。次に、両者の症状変

化の関連性について、被害内容による差異

の有無を分析するため、Intimate Partner 

Violence(IPV)被害者と IPV 以外の単回性

対人暴力被害者に群別し、検討を行った。

IPV 被害は女性の対人暴力被害の中でもも

っとも頻度が高く、公衆衛生的な観点から

論じられることが多い。PTSD の発症率が

高く（Astin, M.C et al. 1993）、加えてうつ

症状も発症しやすく、（Pico-Alfonso, M.A 

et al. 2006）、PTSDとうつは IPV被害者の

二大精神障害であるとのメタ分析も報告さ

れている（Golding、 1999）。Battered 

womanという概念の提出以来、IPV被害者

におけるうつ症状は認知や対処方略におい

て特徴的な布置があり、難治であるとの指

摘があるが、エビデンスを有した治療的介

入という観点には必ずしも反映されていな

い。 

 研究内容の詳細は平成 25 年度報告書

に記載の通りであるが、対人暴力被害によ

り PTSDに罹患した成人女性の全サンプル

を対象として、PE 中の PTSD 症状とうつ

症状の関係について検討したところ、時間、

PTSD症状、うつ症状の PATH係数の推定

値から、Aderka らの思春期事例と同様に、

PE は、成人女性においても PTSD 症状と

うつ症状をともに減少させており、両者に

は相互的な関係性があるが、PTSD 症状の

減少がうつ症状の減少をリードしているこ

とが示唆された。すなわち、成人女性の

PTSD 症状とうつ症状を合併する事例に対

しては、PE を用いることで PTSD 症状の

減少と同時にうつ症状の減少もまた期待で

きると考えられる。 

 一方、IPV群と NIPV群に分けた検討

では、NIPV群では PTSD症状の減少がう

つ症状の減少に強く関与していることが示

唆されたが、IPV 群ではそうした関係性を

示す推定値は得られていなかった。つまり、

IPV被害を受けた女性においては、PEによ

って PTSD症状とうつ症状はともに軽減す

るものの、PTSD 症状の軽減はうつ症状の

軽減に直接結びついていなかったのである。

他方で、治療前のデモグラフィックデータ

で は 、 IPV 群 と NIPV 群 で Major 

depressive disorderの罹患率に大きな差は

認められない。加えて治療前後のうつ症状

の値においても、IPV群と NIPV群に有意

差は認められなかった）ので、上記の結果

は IPV群とNIPV群における治療前後のう

つ症状の減少によっては説明できない。 

 このことは、PTSDに併存するうつ状態

に、トラウマ症状との関連における病因に

異種性Heterogenicityが存在することを示

している。すなわち、治療経過から見ると、

NIPV群のうつ症状はいわば PTSD症状と

直結しているが、 IPV 群のうつ症状は

PTSD 症状に対し、NIPV 群のうつ症状よ

り、より独立的に存在しているようにみえ

る。本研究において、PE は成人女性 IPV

群においても PTSD症状を十分に改善する

という結果が得られた。このことは言うま



でもなくPTSD症状に苦しむ IPV被害女性

に対して大きな福音である。しかし、IPV

群において PE 開始時に明らかなうつ症状

が併存している場合、そのうつ症状は

PTSD 症状に対して純粋に併発したもので

ある可能性があり、PTSD 症状が軽快した

後にもうつ病治療が課題として残る可能性

については十分予測されるべきであろう。

Iverson. K. M., et al.(2012) は、IPV被害

女性に対して PTSD症状とうつ症状の双方

をケアしていくことは治療後の長期的な

IPV の予防的対策にもなりえ、このことは

IPV 被害女性の将来にわたる生活の質を向

上させることにもつながると報告している

が、本研究もこの報告を支持する結果とな

った。しかし、どのような治療が IPV被害

者のうつ症状に効果があるのかはまだ十分

に分かっていない。IPV 被害者におけるう

つ病発症のリスクとして、既存の研究では、

若年であること、低所得社会階層であるこ

と、児童期の虐待歴があること、社会的支

援に乏しいことが挙げられているが（Wong 

et al, 2012）、これらは既存のうつ病発症リ

スクと重なる点も多く、IPV 被害者に特化

されたものとは言えない。一方で Lenore 

Walker に よ る Battered Women 

Syndrome（1984）以来、IPV 被害者の認

知の特徴に着目した研究は多く、近年では

IPV における被害内容や被害者のコーピン

グスタイルの観点から、 IPV 被害者の

maladaptive cognitive schema が

disengagement copingに関連し、うつ症状

を悪化させるとの報告（Calvete et al 2007）

もある。もし IPV被害者に特徴的な認知や

コーピングスタイルがあり、うつ症状に密

接に関係しているとすれば、そこに特化し

たうつ病治療の開発もまたあり得るだろう。 

 

Ⅶ. 結論 

Posttraumatic depressionという概念は

確立しておらず、トラウマ的出来事は

PTSD から見れば原因的リスク要因である

が、うつ病から見れば重篤なライフイベン

トにすぎない。しかしトラウマ被害を受け

た患者の治療においては、うつ病と PTSD

の併存に注意を向けることはもちろん、こ

れらの疾患の併存は、どちらの側にとって

も回復を妨げ、社会的予後を悪化させ、時

には自殺のリスクを高める調整要因である

ことを踏まえて、治療対応に取り組む必要

がある。今後、経時的な文脈においてこれ

らの症状の時間的な消長の順序、関与する

変数の検討などによって、表面的な相関や

併存だけではなく、病因的な関連にまで踏

み込んだ関係を明らかにすることが求めら

れる。 
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A．研究目的 

本研究の目的は、被災地での亜症候性の

抑うつ症状に対する支援者向けマニュアル

や教育資材等を作成し、地域支援者への教

育を行うことでその普及を図ることである。 

 

B．研究方法 

われわれは、平成 23 年 7月より宮城県女

川町において、地域保健を基盤にしたここ

ろのケア体制の整備や、その活動を支える

医療保健福祉関連の支援者に対する認知行

動療法のスキル研修の提供、また、傾聴ボ

ランティアの育成にあたってきた。その経

験を踏まえて、平成 24 年度には、被災地に

おける簡易版認知行動療法プログラム案を

作成し、関連の教育資材を作成した。また、

平成 25 年度には、女川町でのボランティア

育成研修に加えて、女川町民を対象とした

市民向け講演会を実施した。また、他機関

と協働して同プログラムを他地域において

も展開した。さらに、平成 26 年度は、女川

町でのボランティア育成研修に加えて、保

健スタッフが簡易版認知行動療法を地域で

展開できるように、スタッフ向けの勉強会

研究趣旨：本研究の目的は、災害後のうつ病予防のための簡易型認知行動療法教育プ

ログラムを開発して、被災地に適応することである。本研究班では、平成 24 年度に

は被災 3県の地域支援者が求めるニーズを把握し、簡易型認知行動療法教育プログラ

ム案を作成した。平成 25 年度には東北大学やみやぎ心のケアセンター、ふくしま心

のケアセンター等と協働して同プログラムを他地域において展開する試みを実施し

た。最終年度は、このプログラムの導入を希望する地域を募り、福島県楢葉町の協力

を得て本プログラムを展開した。本研究期間に、４つのボランティア研修、６つの市

民向け研修、４つのスタッフ向け研修を実施した他、地域でのボランティア活動が活

発化するような支援を行った。その他、他地域でも同プログラムが実施できるように、

簡易型認知行動療法教育プログラムの教材作成を行った。 



を実施した。また、

を希望する地域を募り、プログラム展開

協力した。

 

C．研究結果

3 年間の活動内容

た通りである。

 

【平成

平成

（女川町）

ンター

易型認知行動療法教育プログラムの教材作

成 を実施した。

 

①ボランティア

宮城県女川町は、東日本大震災によって

約 1

り、家屋の約

人口は

らかの精神的影響を受けて生活をしている

現状において、住民同士の目線活かしたソ

ーシャルネットワークの構築を目的に、「聴

き上手ボランティア」の養成

（研修の詳細は表１に示す

構成し、延べ

 

②東北大学やみやぎ心のケアセンターとの

協働によるスタッフ研修

東北大学・みやぎ心のケアセンターでは、

一次予防の観点から認知行動療法の基本的

な考え方やスキルを伝え、日常生活の中で

のストレスケアについて学んでもらうこと

を目的とした研修を企画していた。そこで、

われわれが実施

修プログラム

を実施した。また、

を希望する地域を募り、プログラム展開

した。 
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ンターとの協働によるスタッフ研修、③

易型認知行動療法教育プログラムの教材作

を実施した。

①ボランティア育成

宮城県女川町は、東日本大震災によって

1 割の住民が死亡ないしは行方不明とな

り、家屋の約 75

人口は 2 割弱減少した。住民の大多数が何

らかの精神的影響を受けて生活をしている

現状において、住民同士の目線活かしたソ

ーシャルネットワークの構築を目的に、「聴

き上手ボランティア」の養成

研修の詳細は表１に示す
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保健師および関係機関職員を対象にプログ
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一気先生、松本和紀先生らを中心
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資材「こころのスキルアップ・プログラム

認知療法・認知行動療法の視点から」を作

成した。本教材は、

ーポイント

ポイントの解説方法を分かりやすく示した

ものである

これらの小冊子

震災被災地の住民向け研修および講演会の

際に配付したり、各関連施設・団体に送付

して普及啓発

った。
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後の部と夜の部を開催し、さまざまな年齢

層の方に受講していただけるように配慮し

た。午後の部の参加者は

加者は

また、
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生らが中心となって

エクササイズ研修」が実施され、分担研究
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また、ふくしま心のケアセンター

駐在）

島県民、および、加須市内を除く埼玉県内

に避難中の福島県双葉町民を対象として、

認知行動療法を用いたうつ病予防のプログ
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行動療法について解説した小冊子をチラシ

と共に全戸配付して、講演会の内容に関心

を持ってもらうように工夫した。また、午
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ラムと茶話会形式のサロン活動の展開を
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究者が行う女川町での

った後、同センター職員
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は表１に示す）
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行動療法について解説した小冊子をチラシ
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を持ってもらうように工夫した。また、午

後の部と夜の部を開催し、さまざまな年齢

層の方に受講していただけるように配慮し
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者らが共催した。 
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島県民、および、加須市内を除く埼玉県内
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研修を試みた

は表１に示す）。 
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回）」を行うことに

した（研修の詳細は表１に示す）。 

町民を対象とした認知行動療法の基

礎を学ぶことを目的とした講演会「老若男

こころのエクササイズ」

を実施した。講演会の実施にあたっては、

町報で研修会の周知を行うとともに、認知

行動療法について解説した小冊子をチラシ

と共に全戸配付して、講演会の内容に関心

を持ってもらうように工夫した。また、午

後の部と夜の部を開催し、さまざまな年齢

層の方に受講していただけるように配慮し

39 名、夜の部の参

宮城県岩沼市、仙台市、太白区で

東北大学の上田一気先生、松本和紀先

市民向けの「こころの

エクササイズ研修」が実施され、分担研究

また、ふくしま心のケアセンター（加須

加須市内に避難中の福

島県民、および、加須市内を除く埼玉県内

に避難中の福島県双葉町民を対象として、

認知行動療法を用いたうつ病予防のプログ

ラムと茶話会形式のサロン活動の展開を

があった。そこで、分担研

活動に同行してもら

が中心となって

協議会職員を対象にデモンストレ

、その後、プログラム改

加須市内に避難中の双葉町民

研修を試みた（各研修の詳細

を包括的に学べる「健康づくり

行うことに

町民を対象とした認知行動療法の基

礎を学ぶことを目的とした講演会「老若男

こころのエクササイズ」

を実施した。講演会の実施にあたっては、

町報で研修会の周知を行うとともに、認知

行動療法について解説した小冊子をチラシ

と共に全戸配付して、講演会の内容に関心

を持ってもらうように工夫した。また、午

後の部と夜の部を開催し、さまざまな年齢

層の方に受講していただけるように配慮し

名、夜の部の参

宮城県岩沼市、仙台市、太白区で

東北大学の上田一気先生、松本和紀先

市民向けの「こころの

エクササイズ研修」が実施され、分担研究

（加須

加須市内に避難中の福

島県民、および、加須市内を除く埼玉県内

に避難中の福島県双葉町民を対象として、

認知行動療法を用いたうつ病予防のプログ

ラムと茶話会形式のサロン活動の展開をし

分担研

活動に同行してもら

が中心となって、

協議会職員を対象にデモンストレ

グラム改

加須市内に避難中の双葉町民

研修の詳細



 

③ボランティア活動の支援

平成

ンティア研修」の修了生たちが中心となっ

て、仮設住宅内の集会所などで「お茶っこ

飲み会」を行った

す）。「お茶っこ飲み会」は、女川町内の仮

設住宅集会所で実施した他、出島の島民を

対象に実施したり、仙台市に移住している

みなし仮設入居者等を対象にも実施した。

お茶っこ飲み会では、

する講話の他、傾聴ボランティアが中心と

なって、うつ病の啓発紙芝居『海猫太郎』

を女川方言で作成して披露したり、ハーモ

ニカに合わせて歌を歌ったり、大漁旗で服

を作り踊りを披露

を食べて談笑し合うなど、楽しいひととき

を過ごす場を提供した。

 

 

④簡易型認知行動療法教育プログラムの

③ボランティア活動の支援

平成 23 年度から実施した「聴き上手ボラ

ンティア研修」の修了生たちが中心となっ

て、仮設住宅内の集会所などで「お茶っこ

飲み会」を行った

「お茶っこ飲み会」は、女川町内の仮

設住宅集会所で実施した他、出島の島民を

対象に実施したり、仙台市に移住している

みなし仮設入居者等を対象にも実施した。

お茶っこ飲み会では、

する講話の他、傾聴ボランティアが中心と

なって、うつ病の啓発紙芝居『海猫太郎』

を女川方言で作成して披露したり、ハーモ

ニカに合わせて歌を歌ったり、大漁旗で服

を作り踊りを披露

を食べて談笑し合うなど、楽しいひととき

を過ごす場を提供した。

④簡易型認知行動療法教育プログラムの

③ボランティア活動の支援 

年度から実施した「聴き上手ボラ

ンティア研修」の修了生たちが中心となっ

て、仮設住宅内の集会所などで「お茶っこ

飲み会」を行った（活動の詳細は表１に示

「お茶っこ飲み会」は、女川町内の仮

設住宅集会所で実施した他、出島の島民を

対象に実施したり、仙台市に移住している

みなし仮設入居者等を対象にも実施した。

お茶っこ飲み会では、こころの健康に関

する講話の他、傾聴ボランティアが中心と

なって、うつ病の啓発紙芝居『海猫太郎』

を女川方言で作成して披露したり、ハーモ

ニカに合わせて歌を歌ったり、大漁旗で服

を作り踊りを披露したり、手作りのお菓子

を食べて談笑し合うなど、楽しいひととき

を過ごす場を提供した。 

④簡易型認知行動療法教育プログラムの

 

年度から実施した「聴き上手ボラ

ンティア研修」の修了生たちが中心となっ

て、仮設住宅内の集会所などで「お茶っこ

の詳細は表１に示

「お茶っこ飲み会」は、女川町内の仮

設住宅集会所で実施した他、出島の島民を

対象に実施したり、仙台市に移住している

みなし仮設入居者等を対象にも実施した。

こころの健康に関

する講話の他、傾聴ボランティアが中心と

なって、うつ病の啓発紙芝居『海猫太郎』

を女川方言で作成して披露したり、ハーモ

ニカに合わせて歌を歌ったり、大漁旗で服

したり、手作りのお菓子

を食べて談笑し合うなど、楽しいひととき

④簡易型認知行動療法教育プログラムの

年度から実施した「聴き上手ボラ

ンティア研修」の修了生たちが中心となっ

て、仮設住宅内の集会所などで「お茶っこ

の詳細は表１に示

「お茶っこ飲み会」は、女川町内の仮

設住宅集会所で実施した他、出島の島民を

対象に実施したり、仙台市に移住している

みなし仮設入居者等を対象にも実施した。 

こころの健康に関

する講話の他、傾聴ボランティアが中心と

なって、うつ病の啓発紙芝居『海猫太郎』

を女川方言で作成して披露したり、ハーモ

ニカに合わせて歌を歌ったり、大漁旗で服

したり、手作りのお菓子

を食べて談笑し合うなど、楽しいひととき

 

④簡易型認知行動療法教育プログラムの

教材作成

平成２５年度は、教育資材として「

地における支援者育成プログラム～コミュ

ニケーションスキル編～

教材

と良好な関係を築き、話をきちんと聞く（傾

聴）ための研修方法を示した

研修のねらい、研修時間の目安、必要な備

品・教材、研修の流れや内容を説明し、具

体的な研修の進め方を解説し、演習を行う

際のパワーポイント（映写用・配付用）、ワ

ークシート等も付属の

く活用してもらえるように努めた。

 

【平成

平成

（女川町）、②

け研修、

 

①ボランティア

 平成

住宅「女川町運動公園住宅」において聴き

上手ボランティア

の詳細は表１に示す）

3 ヶ月程度が経過しても、住宅内の住民同

教材作成  

平成２５年度は、教育資材として「

地における支援者育成プログラム～コミュ

ニケーションスキル編～

教材は、被災地域で支援を行う際に、相手

と良好な関係を築き、話をきちんと聞く（傾

聴）ための研修方法を示した

研修のねらい、研修時間の目安、必要な備

品・教材、研修の流れや内容を説明し、具

体的な研修の進め方を解説し、演習を行う

際のパワーポイント（映写用・配付用）、ワ

ークシート等も付属の

く活用してもらえるように努めた。

 

【平成 26 年度】

平成 26 年度は、①ボランティア

（女川町）、②市民向け

け研修、を実施した。

 

①ボランティア

平成 26 年春に新設された災害

住宅「女川町運動公園住宅」において聴き

上手ボランティア

の詳細は表１に示す）

ヶ月程度が経過しても、住宅内の住民同

平成２５年度は、教育資材として「

地における支援者育成プログラム～コミュ

ニケーションスキル編～」を作成した。本

は、被災地域で支援を行う際に、相手

と良好な関係を築き、話をきちんと聞く（傾

聴）ための研修方法を示した

研修のねらい、研修時間の目安、必要な備

品・教材、研修の流れや内容を説明し、具

体的な研修の進め方を解説し、演習を行う

際のパワーポイント（映写用・配付用）、ワ

ークシート等も付属の CD-

く活用してもらえるように努めた。

年度】 

年度は、①ボランティア

市民向け研修、③

を実施した。 

①ボランティア育成研修 

年春に新設された災害

住宅「女川町運動公園住宅」において聴き

上手ボランティア育成研修を

の詳細は表１に示す）。公営住宅に移住して

ヶ月程度が経過しても、住宅内の住民同

平成２５年度は、教育資材として「

地における支援者育成プログラム～コミュ

」を作成した。本

は、被災地域で支援を行う際に、相手

と良好な関係を築き、話をきちんと聞く（傾

聴）ための研修方法を示したものである

研修のねらい、研修時間の目安、必要な備

品・教材、研修の流れや内容を説明し、具

体的な研修の進め方を解説し、演習を行う

際のパワーポイント（映写用・配付用）、ワ

-ROM に収めて、広

く活用してもらえるように努めた。 

 

年度は、①ボランティア育成

研修、③スタッフ向

 

年春に新設された災害復興公営

住宅「女川町運動公園住宅」において聴き

研修を行った（研修

公営住宅に移住して

ヶ月程度が経過しても、住宅内の住民同

平成２５年度は、教育資材として「被災

地における支援者育成プログラム～コミュ

」を作成した。本

は、被災地域で支援を行う際に、相手

と良好な関係を築き、話をきちんと聞く（傾

ものである。

研修のねらい、研修時間の目安、必要な備

品・教材、研修の流れや内容を説明し、具

体的な研修の進め方を解説し、演習を行う

際のパワーポイント（映写用・配付用）、ワ

に収めて、広

 

育成研修

スタッフ向

復興公営

住宅「女川町運動公園住宅」において聴き

（研修

公営住宅に移住して

ヶ月程度が経過しても、住宅内の住民同



士の交流が少なく、身近な人とコミュニケ

ーションを図る場を求めて本研修に参加し

た人が多い

ランティアが

「お茶っこ飲み

会」を開催し、

住民同士の相互

交流の促進を図

った。

 

②市民向け研修

東北大学の上田一気先生、松本和紀先生

らが中心となって、宮城県

けの「こころのエクササイズ研修」が実施

され、分担研究者らが共催した。

 

③スタッフ向け研修

福島県楢葉町は、東日本大

東京電力福島第一原発事故の影響で全町避

難を実施して

町計画が進んでいる

まえて、福島県楢葉町住民福祉課の保健師

等から、帰町後の町民のこころの健康をサ

ポートする支援員の育成に簡易版認知行動

療法プログラムを導入したいという依頼を

受けた。そこで、心身の健康を維持しなが

ら町民が生活できること、また、町民の誰

もが心と体の健康づくりを支援する担い手

になることを目的に、

教育プログラム

サポート研修会」を企画することにした。

研修会

職員、町村保健師、看護師、こころのケア

センター職員など

委員、食生活改善委員、生き活き健康大学

修了者、各種サークルリーダー、健康づく

士の交流が少なく、身近な人とコミュニケ

ーションを図る場を求めて本研修に参加し

た人が多い様子であったため、

ランティアが 2014

「お茶っこ飲み

会」を開催し、

住民同士の相互

交流の促進を図

った。 

②市民向け研修 

東北大学の上田一気先生、松本和紀先生

らが中心となって、宮城県

けの「こころのエクササイズ研修」が実施

され、分担研究者らが共催した。

③スタッフ向け研修

福島県楢葉町は、東日本大

東京電力福島第一原発事故の影響で全町避

難を実施しているが、

町計画が進んでいる

まえて、福島県楢葉町住民福祉課の保健師

等から、帰町後の町民のこころの健康をサ

ポートする支援員の育成に簡易版認知行動

療法プログラムを導入したいという依頼を

受けた。そこで、心身の健康を維持しなが

ら町民が生活できること、また、町民の誰

もが心と体の健康づくりを支援する担い手

になることを目的に、

教育プログラム「支援者のための心の健康

サポート研修会」を企画することにした。

研修会は計 4 回で構

職員、町村保健師、看護師、こころのケア

センター職員など

委員、食生活改善委員、生き活き健康大学

修了者、各種サークルリーダー、健康づく

士の交流が少なく、身近な人とコミュニケ

ーションを図る場を求めて本研修に参加し

様子であったため、

2014 年 8 月 5

「お茶っこ飲み

会」を開催し、

住民同士の相互

交流の促進を図

 

東北大学の上田一気先生、松本和紀先生

らが中心となって、宮城県石巻市

けの「こころのエクササイズ研修」が実施

され、分担研究者らが共催した。

③スタッフ向け研修 

福島県楢葉町は、東日本大

東京電力福島第一原発事故の影響で全町避

いるが、2015 年

町計画が進んでいる。このような実情を踏

まえて、福島県楢葉町住民福祉課の保健師

等から、帰町後の町民のこころの健康をサ

ポートする支援員の育成に簡易版認知行動

療法プログラムを導入したいという依頼を

受けた。そこで、心身の健康を維持しなが

ら町民が生活できること、また、町民の誰

もが心と体の健康づくりを支援する担い手

になることを目的に、簡易型認知行動療法

「支援者のための心の健康

サポート研修会」を企画することにした。

回で構成し、社会福祉協議会

職員、町村保健師、看護師、こころのケア

センター職員などの専門家の他、

委員、食生活改善委員、生き活き健康大学

修了者、各種サークルリーダー、健康づく

士の交流が少なく、身近な人とコミュニケ

ーションを図る場を求めて本研修に参加し

様子であったため、聴き上手ボ

5 日に同地区で

東北大学の上田一気先生、松本和紀先生

石巻市で市民向

けの「こころのエクササイズ研修」が実施

され、分担研究者らが共催した。 

福島県楢葉町は、東日本大震災直後から

東京電力福島第一原発事故の影響で全町避

年 4月以降の帰

。このような実情を踏

まえて、福島県楢葉町住民福祉課の保健師

等から、帰町後の町民のこころの健康をサ

ポートする支援員の育成に簡易版認知行動

療法プログラムを導入したいという依頼を

受けた。そこで、心身の健康を維持しなが

ら町民が生活できること、また、町民の誰

もが心と体の健康づくりを支援する担い手

簡易型認知行動療法

「支援者のための心の健康

サポート研修会」を企画することにした。

社会福祉協議会

職員、町村保健師、看護師、こころのケア

の専門家の他、民生児童

委員、食生活改善委員、生き活き健康大学

修了者、各種サークルリーダー、健康づく

士の交流が少なく、身近な人とコミュニケ

ーションを図る場を求めて本研修に参加し

聴き上手ボ

日に同地区で

東北大学の上田一気先生、松本和紀先生

で市民向

けの「こころのエクササイズ研修」が実施

震災直後から

東京電力福島第一原発事故の影響で全町避

月以降の帰

。このような実情を踏

まえて、福島県楢葉町住民福祉課の保健師

等から、帰町後の町民のこころの健康をサ

ポートする支援員の育成に簡易版認知行動

療法プログラムを導入したいという依頼を

受けた。そこで、心身の健康を維持しなが

ら町民が生活できること、また、町民の誰

もが心と体の健康づくりを支援する担い手

簡易型認知行動療法

「支援者のための心の健康

サポート研修会」を企画することにした。

社会福祉協議会

職員、町村保健師、看護師、こころのケア

児童

委員、食生活改善委員、生き活き健康大学

修了者、各種サークルリーダー、健康づく

り事業修了者

して実施した

また、

ッフが簡易型認知行動療法教育プログラム

を行えるようになることを目的に、保健師、

精神保健福祉士、栄養士等を対象にした認

知行動療法の勉強会を開催した

詳細は表１に示す）
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精神保健福祉士、栄養士等を対象にした認

知行動療法の勉強会を開催した
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では、町民に対して保健スタ
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を行えるようになることを目的に、保健師、

精神保健福祉士、栄養士等を対象にした認

知行動療法の勉強会を開催した

詳細は表１に示す） 

本研究班では、平成 24
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プログラムを他地域
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のプログラムの導入を希望する地域を募り、

へ帰町後の町民のメンタルヘ

ルスを支える支援員の育成
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教育プログラム案を作

東北大学やみやぎ心のケ

ふくしま心のケアセンター
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のプログラムの導入を希望する地域を募り、

帰町後の町民のメンタルヘ

ルスを支える支援員の育成研修として、

これらの活動を通

ボランティア研修、６つの

スタッフ向け研修

簡易型認知行動療法教育プログラ

、小冊子と２冊の

教材にはパワーポ

CD-ROMを付属し

他地域でも本教育資材を用いて簡便に

工夫した。 

分担研究者らが作成した簡易版認知行動

宮城、福島両県におい

各被災地域の実情に合ったスタイルで

また、岩手県では、既

科大学や岩手県こころのケアセン

ターが認知行動療法を活用した研修が

簡易版認知行動療法プ

広い層を研修対象と

に対して保健スタ

ッフが簡易型認知行動療法教育プログラム

を行えるようになることを目的に、保健師、

精神保健福祉士、栄養士等を対象にした認

研修の

被災 3

支援者が求めるニーズを把握して、

教育プログラム案を作

みやぎ心のケ

ふくしま心のケアセンター等

において

た。最終年度は、こ

のプログラムの導入を希望する地域を募り、

帰町後の町民のメンタルヘ

研修として、本

これらの活動を通

６つの市

スタッフ向け研修を実

簡易型認知行動療法教育プログラ

、小冊子と２冊の研修

にはパワーポ

を付属し、

簡便に研修

簡易版認知行動

におい
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岩手県では、既

科大学や岩手県こころのケアセン

ターが認知行動療法を活用した研修が既に

簡易版認知行動療法プ



ログラム教育資材を現場でも活用して、町

民向け、スタッフ向けのさまざまな研修が

展開した旨の報告を受けた。 

被災地では震災後 3 年半が経過し、これ

まで居住してきた仮設住宅を離れて災害復

興公営住宅へ移ったり、新たな土地で居を

構えるなど、これまで培ってきた仮設住宅

でのコミュニティを失い、新たなコミュニ

ティを再編する必要に迫られる時期に移行

している。このような過渡期にあって、支

援にあたる専門職自身も、今後、自分たち

の町でどのような支援活動を行えばよいか

を模索している状態にある。 

本研究班では、3 年をかけて簡易型認知

行動療法という手法を用いて地域の支援員

やボランティア育成、町民向け、スタッフ

向けの研修を行ってきた。これらの研修の

企画・運営実施を通して、認知行動療法の

スキルを学び日頃のストレス対処や身近な

人との付き合い方に活かしてもらうだけで

なく、地域の保健スタッフと町民とが、自

分の地域のメンタルヘルス活動をどのよう

に進めたいのかを共に考える機会になった

といえる。 

 
E．結論 
本研究班では、災害後のうつ病予防のた

めの簡易型認知行動療法教育プログラムを

開発し、関連の教育資材を作成した。また、

この簡易型認知行動療法教育プログラムは、

一般市民向け、ボランティア育成向け、ス

タッフ向けの研修など、各地域のニーズに

合わせた形で被災地域に展開することがで

きた。 
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